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「子どもの危機の時代」と言われてから久しい．しか
し，子どもを取り巻く「危機」は一向に改善されていな
い．むしろ，悪化しているとも言える．学校教育場面で
は，平成２６年度のいじめの認知（発生）件数は前年度よ
りもさらに増加し，１８８，０７２件が報告されている．また，
「不登校」を理由とする長期欠席の児童生徒数も平成２６
年度は１２２，８９７人と前年度よりも約２，０００人増加している．
その他，学力低下，校内暴力など，子どもを取り巻く状
況はきびしい．その点で，このような状況に置かれてい
る子どもを理解し，子どもが健やかに育つ環境を作り，
子どもを支援していくことは喫緊の課題と言えよう．

しかし，そのような，子どもの発達支援を行うに当
たっていくつかの難しさが存在する．第１に，子どもの
発達をどのように理解するかといったことである．いわ
ゆる発達アセスメントの問題である．現在の発達アセス
メントにおいては，知能検査の開発が進んでいることも
あり，子どもの知的側面のアセスメントがなされること
が多い．確かに，子どもの知的能力の遅れや偏りは，子
どもの学校適応と大きく関わることがある．しかし，最
近では，「『気になる』子ども」という表現に代表される
ように，障害の確定診断はなされていないものの，学校
場面での適応がうまくいかない子どもが増えている．こ
れらの子どもの特徴としては，知的には顕著な遅れがな
いにもかかわらず，感情や行動をうまく統制できなかっ
たり，他児とトラブルが多かったりする．したがって，
知的発達の遅れやアンバランスをいくら詳細に調べてみ
てもそのような子どもの抱えている問題は分からない．
むしろ，感情や行動の発達アセスメントが重要となる．

第２に，行動観察の問題である．子どもの感情や行動
をアセスメントする際，現状では，それらの領域の発達
を捉えるための検査が十分に開発されているわけではな
い．したがって，日常生活における子どもの行動観察が
中心となる．しかし，「気になる」子どもの行動観察の
際に難しい問題がある．それは，いわゆる，状況や人に
よって，子どもの行動が変わるということである．とり
わけどの教師かによって行動が変わる．したがって，同
じ学年の担任の間でも，子どもに対する理解や評価が異
なることが少なくない．この場合，どの教師の理解が
「正しい」のかを探るのではなく，個々の教師間の捉え
方の違いに着目し，そのズレの中にから子どもの特徴を
理解することが重要となってくる．

第３に，支援の問題である．発達アセスメントの結果
に基づき，支援計画を立案することが発達支援の原則で
ある．しかし，「発達アセスメントの結果に基づく」と
いうのが意外に難しい．たとえば，発達アセスメントの
結果，何らかの領域に遅れを持っていた場合，その遅れ
がある領域を支援して伸ばすという支援目標が単純に立
てられるわけではない．たとえば，知的発達の側面より
も対人関係面の遅れや偏りがある子どもの場合を考えて
みよう．この子どもの対人的側面が発達することはもち
ろん望ましいことである．しかし，その子どもは，その
領域の改善に最も困難を抱えており，改善にも比較的長
い時間がかかると考えられる．したがって，長期的な支
援目標としては，対人関係の改善が挙げられることがあ
るかもしれないが，短期的な目標としては，将来の対人
関係の改善につながり，比較的短期間で改善が可能な他
の領域の発達を促すことが目標となり得る．

第４の難しさは，発達と適応との関係である．一般に，
子どもは発達をすることによって，集団への適応が増す
と考えられる．しかし，必ずしも，これが当てはまらな
い場合もある．たとえば，「気になる」幼児の場合，言
語発達，とりわけ発話の発達をしている子どもの方が他
児とのトラブルが多い．すなわち，言語発達が進んでい
る子どもの方が，他児の行動に対する非難や他児からの
働きかけに対する反論などを巧みに展開するため，トラ
ブルに発展しやすいということである．したがって，発
達を支援することによって，適応が悪くなるということ
も考えられる．それでは，発達支援をしない方がよいの
であろうか．そうではないであろう．子どもの発達に
よって適応が悪くなるのは一時的現象だと理解する必要
がある．子どもがさらに発達することによって，子ども
の適応は増すと考えられる．したがって，発達支援を考
える際に，一時期の適応状態にとらわれるのではなく，
時間的経過の中での子どもの発達と適応を考えていく必
要がある．

児童生徒は大半を学校の中で生活する．そして，子ど
もは家庭における学びとはまた違った学びを学校教育場
面で得る．学校における子どもの発達と適応は，その後
の子どもの成長にとって非常に重要なものとなる．その
点で，心と身体の両側面から児童・生徒・学生の健康の
保持・増進に関して学校保健への期待は高い．

（日本発達心理学会代表理事，東北大学教授）

発達支援と学校適応
本 郷 一 夫

Developmental Support and School Adaptation

Kazuo Hongo
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Ⅰ．はじめに

気管支喘息（以後，喘息と記す）を有する者は増加し
ており，本邦の学校現場において，喘息の有病率は小学
生６．８％，中学生５．１％，高校生３．６％，中等教育学校生
５．５％と報告されている１）２）．喘息は種々の誘発因子に
よって惹起される可逆性の気道閉塞性疾患であり，呼吸
困難が続いた場合，死に至る事態に及ぶこともある．特
に，運動が誘発因子で起こる運動誘発性喘息（Exercise
Induced Asthma，以後EIAと記す）への対応は，学校
教育における体育実技授業や野外活動等で深刻な問題で
ある１）２）．EIAは，運動だけでなく，気象・環境条件の変
化による影響とも密接に関連しており，温度差，低温環
境，気圧の変化や花粉からの曝露等は，いずれも誘発因
子になり得る３）４）．屋外環境で実施される体育実技授業時
では，運動によるストレスとそれら気象条件の変化の影

響を多分に受ける．
EIAに関する基礎的な研究は，自転車エルゴメー

ター５）６）やトレッドミル７）を用いた室内実験による報告が
多い．EIAは，短時間（数分）における強度の高い有酸
素性運動を行うことによって再現されるものと考えられ
ている８）９）．しかしながら，実際の学校現場の体育実技授
業時では，運動によるストレスや気象・環境条件への曝
露時間，季節等の様々な条件が複合的に係わるため，気
象・環境条件を調整できる実験室での研究結果が必ずし
も有用な情報になるとは限らない．特に，運動によるス
トレスは，運動種目の実施時間の影響を受ける．学校現
場の体育実技授業時において，EIAに関する調査は冬季
のサッカーの試合時に喘息罹患歴を有する者の一秒量や
ピークフロー（Peak Expiratory Flow，以後PEFと記
す）の変化を評価したものがみられる程度である４）．喘
息発作が起きやすい冬季の体育実技授業では，多くの学

喘息罹患歴を有する者の冬季の体育実技授業における
長距離走時のピークフローおよび主観的呼吸困難感の変化

髙 木 祐 介＊１，北 哲 也＊２，幸 田 三 広＊２

＊１奈良教育大学教育学部
＊２大島商船高等専門学校一般科目

Changes in Peak Expiratory Flow and the Degree of Dyspnea Sensation in Individuals
with Past Medical Histories of Bronchial Asthma after Long-Distance Running

in Physical Education Classes in Winter

Yusuke Takagi＊１ Tetsuya Kita＊２ Mitsuhiro Kota＊２

＊１Faculty of Education, Nara University of Education
＊２General Education Division, National Institute of Technology, Oshima College

The purpose of this study was to investigate changes of peak expiratory flow（PEF）and the degree of
dyspnea sensation（DDS）in individuals with past medical histories of bronchial asthma after long-distance
running in physical education（P.E.）classes in winter. Seven Japanese healthy male students with a past
medical history of bronchial asthma（Asthma group. age: １５．９±０．７years）and seven Japanese healthy con-
trol male students（Non-asthma group. age: １５．７±０．５ years）volunteered to participate in this study. The
content of the P.E. was long-distance running（approximate８km for３０minutes）in December（１０．９±２．４℃,
４０．３±１１．８%）. Participant’s PEF and DDS were measured during resting state in a warm room before P.E.
class（RW）and at the time５minutes after long-distance running（Rec.５）.
Significant reductions in PEF were observed at Rec.５ in the Asthma group（p＜０．０５）. DDS at Rec.５was

significantly higher than that of RW in the Asthma group（p＜０．０５）. No significant difference was found on
PEF and DDS in the Non-asthma group. It is considered that the decrease of PEF and increase of DDS could
be influenced by the additive stress of the long-distance running for３０minutes and a low temperature envi-
ronment. We suggest that P.E. teachers should take care of dyspnea not only for asthmatic students but also
for the students with past medical histories of asthma.

Key words：past medical history of bronchial asthma, long-distance running, peak expiratory
flow, dyspnea
喘息罹患歴，長距離走，ピークフロー，呼吸困難
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校で長距離走が実施される．EIAが６～８分以上の持続
運動時に誘発される特性を考慮すると９），持続時間が長
い有酸素性運動の長距離走はEIAを惹き起こしやすい運
動種目と考えられる．冬季の長距離走ではEIAが誘発さ
れやすいことが指摘されているものの１），スポーツ現場
や学校現場で行われる実際の長距離走を対象種目として
客観的な肺機能指標を用いて行った調査はみられない．

また，現在は寛解状態にある喘息罹患歴を有する者に
対して，学校現場では注意して指導すべきである．
我々１０）１１）は，中学生時まで喘息発作およびEIAの罹患歴
が有り，以後，寛解状態にある大学生を対象に，低山登
山時に調査を行った．その結果，運動後５分経過時の一
秒量をはじめとした肺機能指標は，安静時やコントロー
ル群に比して有意な低値を示した．対象者への調査前の
聞き取り調査では，体育実技授業や部活動の経験から
「今はまったく起きない」あるいは「喘息は治っている」
と考えている者が多かった．EIAは運動が活発に行われ
る夏季のような高温で多湿環境では起こりにくい．しか
しながら，運動によるストレスの増大，冬季のような寒
冷環境，室内外の温度差，地理的な環境変化を伴う場合
等，条件が重なることで，現在は寛解状態にある喘息罹
患歴を有する者でも，登山時の呼吸機能が低下し，喘息
症状の陽性水準に至ることが指摘されている１０）１１）．以上
から，これまでのEIA予防に関する研究を観察した際，
喘息発作が起きやすい冬季に実施される長距離走を対象
種目とした報告がないことは，安全管理や喘息発作の予
防策を提案する学校保健分野の課題であり，入手すべき
資料である．実施時間が長いことによって，運動による
ストレスが増加する長距離走では，現在は寛解状態にあ
る喘息罹患歴を有する者の肺機能も低下する可能性があ
り，検証する意義を有する．

そこで本研究の目的は，EIAの客観的な評価指標であ
るPEFと主観的な評価指標の主観的呼吸困難感を採用し，
現在は寛解状態にある喘息罹患歴を有する者の冬季の体
育実技授業の長距離走後における呼吸困難度を検証する
こととした．

Ⅱ．方 法

１．対 象 者
喘息罹患歴を有する男子学生７名（Asthma群．年齢

１５．９±０．７歳，体 重５５．９±５．２kg，身 長１６７．４±５．２cm）
とAsthma群の対照として喘息罹患歴が無い男子学生７
名（Non-asthma群．年齢１５．７±０．５歳，体重６２．７±１０．４
kg，身長１６６．７±６．１cm）を対象者とした．対象者は調
査を行う授業にて，教科担当の教員が事前にアナウンス
して集まったボランティアである．Asthma群は，幼少
年期から中学生時まで臨床所見によって喘息と診断され
ていた者とした．Asthma群は全員，現在は寛解してい
る状態の者で構成された．学校生活において，特別に喘
息発作で悩まされることはなく，体育実技授業は喘息体

質が無い学生と同様に問題なく参加していた．対象者本
人からのヒアリングでは，体育実技授業において喘息に
似た症状を呈したことはなく，体育実技授業に対する苦
痛や不安は無いことが確認された．Non-asthma群は，
喘息をはじめとする呼吸器系疾患，循環器系疾患，腎疾
患等の既往歴が無い者とした．
２．調査内容
１）調査時期・調査方法（日時，気温，天候等を含む）

調査は，２０１３年１２月にＯ高等専門学校の体育実技授業
（授業時間：１００分）時に行った．対象者は四つのクラ
ス（１クラス：約４０名）に分かれるため，調査は４回行っ
た．授業で行われる種目は，約８kmの長距離走であっ
た．対象者は保健体育の授業前，約２５度以上の温暖な室
内で体操着の着替えの時間も含め約２０分間以上，安静状
態を保った．授業開始のチャイムと同時にグラウンドに
集合し，担当教員の説明後，準備体操を行い，長距離走
の準備を行った．授業開始から１０分ほどした後，所定の
スタート地点に集まり，クラス全員で一斉スタートした．
コースは学外を中心とした内容で，途中，上り坂や下り
坂を含んだ．本研究は，実際の体育実技授業の長距離走
時におけるフィールド調査である．そのため，調査のた
めにペースや時間，コース等を調整することは一切行わ
ず，通常通りの授業内容下で調査した．

調査毎に測定した長距離走開始時の気温は，１０．９±
２．４℃，相対湿度は４０．３±１１．８％であった．調査当日の
天気は晴れであった．
２）測定項目

測定項目は，自記式質問紙による喘息の誘発因子およ
び通院経験の情報，PEF，脈拍数，経皮的動脈血酸素飽
和度（Arterial Oxygen Saturation，以後SpO２と記す）
および主観的呼吸困難感（The Degree of Dyspnea Sen-
sation，以後DDSと記す）とした．本研究では，運動後
の対象者の身体的負担を少しでも少なくさせるため，ス
パイロメーターを用いた肺機能測定ではなく，測定が簡
便で一般に普及しており，臨床現場でも診断基準に用い
られているPEFを測定した．また，EIAの診断指標とし
て採用されている運動負荷後のPEFの最大低下率（maxi-
mum % fall，以後Max. %fallと記す）を評価した７）．臨
床所見では，Max. %fallの１５～２５％以上の低下が認めら
れた場合，EIAと診断される７）９）．PEFはピークフロー
メーター（ミニライト：Wright社製），脈拍数および
SpO２はパルスオキシメータ（SAT-２１００：日本光電社製），
DDSはBorg scale１２）を使用し，計測した．DDSは，１か
ら１０までのスケールで，それぞれ「０：感じない」「０．５：
非常に弱い」「１：やや弱い」「２：弱い」「４：多少強
い」「５：強い」「７：とても強い」「１０：非常に強い」
と示される．諸測定は，運動前（調査前）の温暖な室内
で保った安静時（Rest in warm room，以後RWと記す）
およびEIAの兆候がみられる運動後５分として９），長距
離走後５分経過時（以後Rec.５と記す）に行った．PEF
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の測定によって脈拍数が増加することから，脈拍数およ
びSpO２の測定を第一に行い，その間，主観的呼吸困難
感を口頭で測定スタッフに申告させ，その後，PEFの測
定を行った．測定項目の測定に要した時間は，計１分程
度であった．
３．統計処理

DDSは中央値および範囲，それ以外の測定指標は平
均値±標準偏差で示した．PEF，PEFのMax. %fall，
PEFの変化量（群間比較のみ），脈拍数，SpO２の比較に
は，群内では対応のあるt検定，群間では対応のないt検
定を実施し，効果量（Effect Size，以後ESと記す）も
算出した．DDSおよびDDSのRWからRec.５の変化量
（群間比較のみ）の比較は，群内ではWilcoxsonの符号
付順位検定，群間ではMann-WhitneyのＵ検定を用いた．
統計上の有意水準は５％未満とした．全ての統計学的比
較は，SPSS １２．０ for Windowsを用いた．その際，対応
ありのt検定の場合は対応サンプルの統計量のデータで
示された平均値と標準偏差，対応なしのt検定の場合はt
値とＺ値およびサンプル数を基に，ESを算出した１３）１４）．
ESの解釈は，佐藤ら１３）の解釈法を採用し，t検定の場合
はESが０．２以下を「小さい」，０．５を「中程度」，０．８以上
を「大きい」とした．また，ノンパラメトリック検定の
場合は，水本ら１４）の解釈法を採用し，ESが０．１以下を「小
さい」，０．３を「中程度」，０．５以上を「大きい」とした．
４．倫理的配慮

本研究は，帝塚山大学研究倫理委員会の承認を得て
行った．対象者には，調査を行う予定の１ヶ月以上前に，
本研究における調査の目的，方法および調査に伴う苦痛，
危険性について事前の授業にて十分な説明を行い，参加
あるいは不参加を検討するための十分な期間を設けた．
調査参加を希望したAsthma群の対象者の保護者から，
喘息発作が最後にみられた年や喘息発作の誘発因子，喘

息発作が起きていた際に服用していた治療薬について回
答を得た．その際，本研究の調査は対象者の意思でいつ
でも止められること，緊急時の連絡および救急処置の体
制を整えていること，学業成績には関与しないことを保
護者に連絡した．最終的に，調査にご協力いただける旨
の連絡を受けた両群の対象者について，調査当日，書面
にて参加に対する同意を得た．

Ⅲ．結 果

運動前の安静時と長距離走後５分経過時の測定指標の
変化を表１に示した．Asthma群のRec.５のPEFはRWの
値に比して有意な低値を示し，Non-asthma群に比して
も有意な低値を示した（p＜０．０５）．脈拍数は，両群と
もRec.５の値がRWに比して有意な高値であった（p＜
０．０５）．群間比較の結果，RWにおいて有意差が認めら
れたものの（p＜０．０５），Rec.５では有意差はなかった．
SpO２は群内では有意差はみられなかったが，群間比較
ではRWにおいて有意差が認められた（p＜０．０５）．Rec.５
では有意差はなかった．Asthma群のRec.５のDDSは，
RWおよびNon-asthma群に比して有意な高値であった
（p＜０．０５）．

長距離走所要時間および運動前後における測定指標の
変化量を表２に示した．両群のタイムに有意な差は認め
られなかった．Asthma群のMax. %fallの平均値は１３．０±
７．９％，Non-asthma群は１．０±５．２％であり，Asthma群
の値はNon-asthma群の値に比して有意な高値であった
（p＜０．０５）．Asthma群のPEFの変化量はNon-asthma群
の値に比して有意な低値を示した（p＜０．０５）．Asthma
群のDDSの変化量はNon-asthma群の値に比して有意な
高値を示した（p＜０．０５）．Non-asthma群内では，PEF
およびDDSとも有意差はみられなかった．

Asthma群のPEFおよびDDSの変化と既往歴に関する

表１ 運動前の安静時と長距離走後５分経過時の測定指標の変化

測定項目 対 象 群 安 静 時 長距離走後５分経過時 群間比較の有意差（効果量）

ピークフロー
（PEF：Ｌ／分）

Asthma ５０３±７４ ４３９±８１ ＊（０．８３）
Non-asthma ５１１±５６ ５０３±８３ n.s.（０．１２）

群間比較の有意差（効果量） n.s.（０．１３） ＊＊（０．７９） ―

脈拍数
（拍／分）

Asthma ７３±７ １２４±９ ＊（６．０９）
Non-asthma ６５±４ １２０±９ ＊（７．７３）

群間比較の有意差（効果量） ＊＊（１．４２） n.s.（０．４４） ―

動脈血酸素飽和度
（SpO２：％）

Asthma ９８±１ ９８±１ n.s.（０．４０）
Non-asthma ９９±０ ９８±１ n.s.（１．３４）

群間比較の有意差（効果量） ＊＊（１．５１） n.s.（０．２５） ―

主観的呼吸困難感
（DDS）

Asthma ０（０―０） ４（０―４） †（０．８８）
Non-asthma ０（０―０） ０（０―０） n.s.（０）

群間比較の有意差（効果量） n.s.（０） ††（１．１５） ―

注）主観的呼吸困難感以外の数値は平均値±標準偏差で示し，主観的呼吸困難感は中央値（範囲）で示した．
対応ありのt検定 ＊：p＜０．０５，対応なしのt検定 ＊＊：p＜０．０５，Wilcoxsonの符号付順位検定 †：p＜０．０５，Mann-
WhitneyのＵ検定 ††：p＜０．０５，n.s.：not significant
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情報を表３に示した．喘息の誘発因子や通院経験などの
情報を得るため調査前に行った自記式質問紙調査の結果，
Asthma群はEIAの罹患歴を有しており，他にハウスダ
ストや煙，タバコ，季節の変わり目，イヌやネコ，花粉，
冷暖房が誘発因子であった．喘息発作時は対処用のβ２

刺激薬等を服用し，通院経験を有していた．調査結果に
ついては，Max. %fallが１５％を超える者が７名中３名
（４３％），DDSが４（多少強い）をマークしている者が
７名中５名（７１％）を占めた．

Ⅳ．考 察

喘息罹患歴を有する男子学生（Asthma群）における
冬季の体育実技授業時の長距離走後のPEFおよびDDS
を検証した．その結果，Asthma群のPEFは運動前の安
静時およびNon-asthma群に比して有意な低値であり，
効果量も大きいものと解釈できた１３）．DDSも同様に有意
な高値を示した．Max. %fallは１３．０％を示し，EIA陽性
水準に近似した．長距離走のタイムや長距離走後５分経
過時の脈拍数から，運動による身体的な負荷は両群とも
近い水準を示した．

EIAは予測最大心拍数の８０％を超える３～８分間の有
酸素性運動によって再現し得ることが指摘されている８）９）．

一方，短時間の運動だけでなく，長時間の運動において
もEIAが出現する可能性が指摘されている１１）．我々１１）の
調査研究では，低温環境下の低山登山時における４５分間
の上り歩行後の休憩開始５分経過時に，喘息罹患歴を有
する者のPEFは喘息罹患歴が無い者に比して有意な低値
を示し，Max. %fallやDDSの値も本研究と同様な結果を
示している．これとは別に，我々４）はグラウンドでの１０
分間のサッカーの試合時においても，１０℃以下の低温環
境と運動によるストレスの影響によって，喘息罹患歴を
有する者の試合後の一秒量やPEFが安静時および喘息罹
患歴が無い者に比して有意な低値を示すことを明らかに
している．これらから，実験室環境下で観察されている
短時間の運動だけでなく，登山のような特殊な環境下で
行う長時間の運動，また，特殊性が顕著にはみられない
グラウンドでの運動時においても，低温環境といった気
象条件と運動によるストレスの増加による条件が同時に
揃うことによって，現在は寛解状態にある喘息罹患歴を
有する者の呼吸器系に顕著なストレスが加わり，呼吸困
難度は増加し得る４）１１）．本研究においても，低温環境と
運動によるストレスがPEFの低下やMax. %fallの低下に
影響を及ぼしたものと推察されるが，低温環境への一定
時間曝露によるストレスについては評価できなかった．

表２ 長距離走所要時間および運動前後における測定指標の変化量

測 定 項 目 対象群 測定値 有意差（効果量）

長距離走所要時間（分）
Asthma ４４́ ３９±８́ ５３

n.s.（０．７９）
Non-asthma ４２́ ７６±８́ ４４

ピークフローの最大低下率（％）
（Max. %fall）

Asthma １３．０±７．９ ＊＊（１．７９）
Non-asthma １．０±５．２

ピークフローの変化量（Ｌ／分）
Asthma －６４±７ ＊＊（１．６０）

Non-asthma ＋７±２５

主観的呼吸困難感の変化量
Asthma ４（０―２） ††（１．１５）

Non-asthma ０（０―０）

注）主観的呼吸困難感以外の数値は平均値±標準偏差で示し，主観的呼吸困難感は中央値（範囲）で示した．
対応なしのt検定 ＊＊：p＜０．０５，Mann-WhitneyのＵ検定 ††：p＜０．０５，n.s.：not significant

表３ Asthma群における本調査時のピークフローおよび主観的呼吸困難感の変化と既往歴に関する情報

対象者 年齢
（歳）

安静時の
ピークフ
ロー

長距離走後５
分 経 過 時 の
ピークフロー

Max.
%fall
（％）

長距離走後５分
経過時の主観的
呼吸困難感

最後に喘息発
作が起きた年 喘息発作が起きていた時期の誘発因子

Ａ １７ ５７０ ４９０ １４．０ ４ 中学校２年生 ハウスダスト，運動，タバコ，季節の
変わり目，イヌやネコ

Ｂ １６ ５４０ ５２０ ３．７ ０ 中学校１年生 運動，季節の変わり目，花粉

Ｃ １６ ５１０ ４９０ ３．９ ２ 中学校３年生 ハウスダスト，運動，季節の変わり目，
イヌやネコ

Ｄ １５ ５６０ ４３０ ２３．２ ４ 中学校３年生 ハウスダスト，運動，タバコ
Ｅ １６ ３５０ ２８０ ２０．０ ４ 小学校５年生 運動，季節の変わり目

Ｆ １６ ５００ ４６０ ８．０ ４ 中学校３年生 ハウスダスト，煙，運動，季節の変わ
り目，イヌやネコ

Ｇ １５ ４９０ ４００ １８．４ ４ 中学校２年生 ハウスダスト，運動，タバコ，季節の
変わり目，冷暖房
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今後の課題として，本研究におけるPEFの低下が低温環
境に依存したのか，あるいは，運動によるストレスに依
存したのか，検討する必要性が考えられた．安静時の脈
拍数とSpO２の群間比較において有意差が認められたが，
このことについては両群の測定値は安静を示す値として
妥当な範囲内であったため，問題視する必要性はないも
のと考えられた．

また，Asthma群の調査結果を個別に観察した場合，
注意する必要性がある事象がみられた．本研究の対象者
（Asthma群）は，日常生活や体育実技授業において，
喘息体質が無い学生と同様に問題なく過ごしている．し
かしながら，長距離走後の５分間の休憩後においても，
主観的呼吸困難感は４（多少強い）をマークしている者
が７名中５名（７１％）を占め，Max. %fallによる喘息陽
性基準１５％７）を超える者が３名いた（表３）．また，調査
時のAsthma群における内省報告では，現在の状況は
「喘息ではない」と考えており，決して楽ではない呼吸
をしながらもクラスメートと談話する状況がみられた．
Kendric et al.１５）は，喘 息 患 者 のPEFとVisual analog
scaleを用いた呼吸困難感の値がよく相関する症例は
４０％にすぎなかったことを報告し，喘息発作の管理には
肺機能の客観的な評価が必要であることを指摘している．
本研究では，喘息罹患歴を有する者の長距離走後におい
て，主観的な呼吸困難感を「多少強い」と申告した者が
多く，客観的な呼吸困難度の評価（Max. %fall）では喘
息陽性基準である者が対象者の半数程度みられた．喘息
罹患歴を有する者の場合，長距離走のような運動による
ストレスが大きい運動種目を実施した際，先行研究１５）の
喘息患者のように呼吸困難感と客観的な呼吸困難度の評
価指標の変化に乖離が生じる程ではないものの，喘息発
作の有無の自己評価ではコンディションの把握は困難で
あることが示された．喘息罹患歴を有する者において，
最後に喘息発作が起きた年や喘息発作時の誘発因子から
共通した傾向を観察したものの，明らかにすることはで
きなかった．しかしながら，本研究から，長距離走のよ
うな運動によるストレスが大きい運動を実施した際，対
象者の自己評価による喘息発作の有無の情報に頼らず，
まずはBorg scale１２）を用いた主観的呼吸困難感の評価，
そして，客観的な評価指標であり簡便な測定が可能であ
るピークフローによるモニタリングの必要性が考えられ
た．現在は寛解状態にある者といえども，喘息発作が再
発する可能性はある１６）．体育実技授業の担当教員におい
て，長距離走後の安全管理の一確認事項として把握して
おく必要性が示唆された．

EIAは致命的な事態になる場合がある．学校現場にお
いては，健康診断，保護者や主治医からの情報を基に，
喘息罹患歴を有する者のEIA発症の予防，発症後の早期
対応に関する対策を明確にし，体育実技授業の担当教員，
担任教員，養護教諭等それぞれが喘息の罹患歴や誘発因
子等の基礎情報の共有および連携を行い，対応しなけれ

ばならない．特に，保健管理および実技指導を担う養護
教諭等と体育実技授業の担当教員が喘息罹患歴を有する
児童生徒および学生に関する情報の共有や体育実技授業
時における対応，連携の手順をコーディネーションし，
現在は喘息発作が起こらないといえども，徹底した安全
管理をもって臨む必要性がある．

Ⅴ．ま と め

学校現場の冬季の低温環境下の体育実技授業時におけ
る３０分間以上の長距離走後において，現在は寛解状態に
ある喘息罹患歴を有する者のPEFは，運動前の安静時お
よび喘息罹患歴が無い者に比して有意に低下し，呼吸困
難感は有意に増大した．呼吸困難感は「多少強い」を示
し，PEFの低下率は喘息発作の陽性基準に達していた者
が半数程度みられたものの，「喘息ではない」との内省
報告がみられた．喘息罹患歴を有する者において，本人
が喘息発作と評価していなくとも呼吸困難感や客観的な
呼吸困難度を示す指標が増大するケースが明らかになり，
長距離走のような運動によるストレスが増加する運動後
の自覚的な症状管理では，喘息発作の危険性を十分に把
握できない可能性が本研究から考えられた．現在EIAを
有する者だけでなく，現在は寛解状態にあるがEIAの罹
患歴を有する者においても，対象児童生徒・学生の体育
実技授業の担当教員は個別の安全管理に関する対策とし
て呼吸困難感スケールやピークフローを用いた評価を行
う必要性があり，担任教員や養護教員，保護者や学校医
との連携，基礎情報の共有を強めていくことの必要性が
示唆された．
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Ⅰ．緒 言

現在，養護教諭養成大学は増加し，それに伴いカリ
キュラムも多様化している．さらに近年の健康課題の複
雑多様化に伴い，養護教諭の役割は広がりをみせている．
よって養成における養護教諭としての専門性の担保は喫

緊の課題である．とりわけ養護実習は養護教諭養成の集
大成として行われる臨地実習であるため，その時代の
ニーズにあった内容の充実が求められる．しかしながら
現状では各大学の裁量に任されており，養護教諭養成に
必要な養護実習の在り方が十分に検討されているとは言
い難い．

養護教諭養成大学における養護実習の現状と課題
齋 藤 千 景＊１，竹 鼻 ゆかり＊２，朝 倉 隆 司＊２，池 添 志 乃＊３
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Current Status and Problems of Yogo Teaching Practice in Yogo Teacher Training Colleges
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［Objectives］This paper elucidates the current status and problems of yogo teaching practice.
［Methods］We conducted a self-administered questionnaire survey of １６３ departments of yogo teacher
training colleges during February-March in ２０１４ and received responses from ５５ departments（３３．７％ re-
sponse rate）.
［Results］Most nursing universities, interdisciplinary universities, and junior colleges have their students
experience practice teaching once during the final school year, whereas most educational universities have
their students do so twice or more times and in a variety of combinations throughout all school years. Ninety
percent of all respondents chose as practice purposes“to understand and grasp children and their health,”
“to understand school health activities,”and“to understand and realize the roles and duties of a yogo
teacher.”Furthermore, fewer than half chose“to unite yogo teaching educational theory and practice.”In
terms of practice content, ８０ percent of all respondents reported“to run a school health room,”“to under-
stand health problems,”and“to do health guidance（group）,”and“first-aid treatment.”However, what were
described varied among departments. In terms of evaluation, ８０ percent of all respondents conformed to
evaluation items and purpose items and conducted self-assessment. Half of all the departments of practice
schools make evaluation items done successfully once by practice students.
［Conclusions］Nursing universities, interdisciplinary universities, and junior colleges have their students
practice intensively in a single period, whereas educational universities have their students undergo a vari-
ety of practice sessions. Results of this survey suggest the necessities of choosing practice purposes and con-
tents closely and of examining the priority and measures to ensure consistency in evaluation viewpoints be-
tween practice schools and practice students. Training colleges must choose purposes and contents and stu-
dents closely while featuring their own character and work together with practice schools and students.

Keywords：yogo teaching practice, yogo teacher training college, practice content
養護実習，養護教諭養成大学，実習内容
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２０１４年現在，養護教諭養成機関は大学１３６学科（教育
系大学１４．０％，看護系大学５４．４％，学際系大学３１．６％），
短期大学２１学科，指定教員養成機関８校（うち養護教諭
特別別科６学科）である１）．１９９３年の調査２）時と比較する
と，短期大学と養成機関は減る一方，大学は７倍に増え
ており，中でも看護系大学，学際系大学（福祉系・心理
系・栄養系・保健体育系等）が増加した．さらに，養護
教諭の免許以外の教員免許や看護師や保育士等の資格を
同時に取得できる学科が多く設置され，養護教諭の養成
形態の多様化は，カリキュラムの多様化を招いている．

養護教諭養成における養護実習は，大学での学習と教
育現場での実践が融合する貴重な機会として位置づけら
れる３）．養護実習は教員免許取得における教育実習に相
当する実習で，教育職員免許法により１種免許状には５
単位，２種免許状には４単位を取得することが義務付け
られている４）．専門職の養成において，実践能力を高め
るためには，現場に臨む体験が必要であり，養護実習は
大学で学んだ基礎や理論を実際の教育実践場面において
検証して，発展させていく機会と位置づけられる３）．し
かしながら，養護実習に関する規定が定められている教
育職員免許法施行規則には，実習の校種や時期，内容，
方法についての具体的な記載はみられない．また，実習
に関する書籍は出版されているものの３）５），実習に関する
統一された規定はなく，養護実習の内容は養成機関と実
習校の裁量に任されているのが現状である．しかしなが
ら，子どもの健康課題の変化や社会背景とともに変化す
る学校教育のニーズや役割に対応するためには，養護実
習においても時代にあった内容の精選が必要となる．さ
らに言えば，いかなる養成機関を卒業しても卒業時にお
ける養護教諭としての専門的力量は担保されなければな
らない．そのためには学習の集大成ともいえる養護実習
においても，質を保証するための実習内容の検討が必要
である．

先行研究では，養成機関により養護実習の実態が大き
く異なることが示され２）６），養成機関における目的を共通
認識する必要性や評価を充実させる必要性が明らかにさ
れた７）８）．さらに，養護実習に関連する内容は養護実践等
の内容に比べて実施率が低い実態も明らかとされてい
る６）．しかしながら，前述のとおり多様な学問背景を持
つ養成機関で養護教諭養成が行われている現在，各養成
機関で行われている実習内容の現状を明らかにし，養護
実習を時代のニーズにあったものとして充実発展させる
必要がある．

そこで本研究は養護教諭養成大学において実施されて
いる「養護実習」の実施状況を明らかにし，実習内容の
質を保証するための課題を明らかにすることを目的と
する．

Ⅱ．方 法

１．対象と方法
２０１４年２月～３月に，養護教諭養成大学１４０校１６３学科

の養護実習担当者に対して，郵送にて質問紙調査を実施
した．調査対象とした大学は，養護教諭養成協議会に加
入している大学，及び文部科学省のホームページで養護
教諭養成大学として記載されている大学１）とした．同一
大学でも複数の学部（学科）が養護教諭養成を行ってお
り，養成カリキュラムが学部（学科）毎で異なることか
ら，各学科を対象とした．
２．調査内容

調査内容は２種類を同時に実施した．（以下調査①と
調査②とする）．調査①は実習の形態について，回数と
学年，時期，期間，実習校の選択方法，必修・選択の有
無を記述式で回答を求めた．調査②は実習の目的，実習
内容，記録の方法，評価の項目と方法，実習校への訪問
回数と内容，事前事後指導の時間と内容について選択式
で回答を求めた．実習の目的は１９９４年の調査７）で示され
た８項目を参考にして，研究メンバーで検討し「教育
観・養護観の体得」と「養護学の理論と実践の統合」の
２項目を加えた１０項目とし，実施要項に記載されている
かを複数回答で求めた．実習内容は養護実習ハンドブッ
ク３）に示されている１３項目を参考にして，研究メンバー
で検討し「学校安全・危機管理」「学校保健事務・文書
管理」を加えた１５項目とし，複数回答で求めた．評価項
目は，目的と同様の項目とし，評価票の内容として記載
のある項目を複数回答で求めた．さらに自己評価の実施
の有無，自己評価票と実習校の評価票の一致についても
選択式で回答を求めた．
３．分析方法

回答のあった５５学科（回収率３３．７％）のうち，回答に
不備のあったものを除き，調査①は５０学科を，調査②は
５３学科を分析対象として，教育系大学，看護系大学，学
際系大学，短期大学，特別別科（以下，教育系，看護系，
学際系，短大，別科と記す）の５群間で分析した．

本研究はデータ数が少ないため養成大学別の検定は行
わず記述統計を求めたのち，全回答者数に対する比率の
分析から考察することとした．集計・分析は統計ソフト
SPSS Statistics Ver２１を用いた．
４．倫理的配慮

調査に当たっては研究者の所属機関における研究倫理
審査委員会の承認【承認番号２０１３―０９】を得た．調査依
頼文に得られたデータは研究目的のみに使用すること，
個人や大学名が特定されないよう配慮すること，データ
は研究終了後には破棄すること，研究の参加は任意であ
ることを明記し，質問紙の提出をもって承諾を得たと判
断した．

７６ 学校保健研究 Jpn J School Health５８；２０１６



Ⅲ．結 果

１．実習の現状
全体に占める各養成系別割合は教育系１８％，看護系

４４％，学際系２２％，短大１２％，別科４％であった．実習
回数，学年，期間，実習校の選定方法，実習人数を表１
に示す．実施回数において，看護系，学際系と短大の大
半が１回の実施であるのに対して，教育系は２回以上実
施している学科が約８割であり４回実施している学科も
あった．実施学年において，看護系，学際系と短大の大
半が最終学年の４年生（短大においては２年生）で実施
していたが，教育系は複数回の実習を行っていることも
あり，１年生から４年生までで実施していた．実施期間
において，看護系，学際系と短大は３週～４週間が９割

以上を占めたのに対して教育系は４週が５割と一番多い
ものの，５～６週の学科もあった．実習校の選定方法に
おいて，看護系，学際系と短大は卒業校での実施が多く，
教育系は提携校や附属校での実施が５～６割だった．看
護系，学際系は学生が自己開拓で実習校を探している大
学も１割程度見られた．実習人数の内訳は大学によりば
らつきがみられ，学際系では７０人の学生が実習に臨む学
科もあった．

実習時期において，看護系は６月と９月に実施してい
る学科が多く，学際系と短大，別科は５，６月に実施し
ている学科が多く，教育系は４，５月と９，１０月に実施
している学科が多かった．
２．実習の目的

養護実習実施要項に示されている目的項目についての

表１ 養成機関別 養護実習の形態 取得免許（％）

実習形態
計

n＝５０
教育系
n＝９

看護系
n＝２２

学際系
n＝１１

短期大学
n＝６

別科
n＝２

実習回数

１回 ３８（７６．０） ２（２２．２） １８（８１．８） １１（１００） ６（１００） １（５０．０）
２回 ９（１８．０） ４（４４．４） ４（１８．２） ０（ ０．０） ０（ ０．０） １（５０．０）
３回 ２（ ４．０） ２（２２．２） ０（ ０．０） ０（ ０．０） ０（ ０．０） ０（ ０．０）
４回 １（ ２．０） １（１１．１） ０（ ０．０） ０（ ０．０） ０（ ０．０） ０（ ０．０）

実習学年 ４年（最高学年） ４２（８４．０） ３（３３．３） ２０（９０．９） １１（１００） ６（１００） ２（１００）
＊複数回実習があ

る学科は初回の
学年をカウント

３年 ４（ ８．０） ２（２２．２） ２（ ９．１） ０（ ０．０） ０（ ０．０） ０（ ０．０）
２年 ３（ ６．０） ３（３３．３） ０（ ０．０） ０（ ０．０） ０（ ０．０） ０（ ０．０）
１年 １（ ２．０） １（１１．１） ０（ ０．０） ０（ ０．０） ０（ ０．０） ０（ ０．０）

実習期間

２週間 １（ ２．０） ０（ ０．０） １（ ４．５） ０（ ０．０） ０（ ０．０） ０（ ０．０）
３週間 ２１（４２．０） ０（ ０．０） １１（５０．０） ５（４５．４） ５（８３．３） ０（ ０．０）
４週間 ２２（４４．０） ５（５５．６） ８（３６．４） ６（５４．６） １（１６．７） ２（１００）
５週間 ３（ ６．０） １（１１．１） ２（ ９．１） ０（ ０．０） ０（ ０．０） ０（ ０．０）
６週間 ３（ ６．０） ３（３３．３） ０（ ０．０） ０（ ０．０） ０（ ０．０） ０（ ０．０）

実習人数

＊複数回実習があ
る学科は初回を
カウント

～１０人 ９（１８．４） １（１１．１） ５（２３．８） ３（２７．２） ０（ ０．０） ０（ ０．０）
～２０人 １９（３８．８） ２（２２．２） １１（５２．３） ２（１８．１） ４（６６．７） ０（ ０．０）
～３０人 ９（１８．４） ３（３３．３） ３（１４．３） １（ ９．０） １（１６．７） １（５０．０）
～４０人 ９（１８．４） ２（２２．２） ２（ ９．５） ３（２７．２） １（１６．７） １（５０．０）
～５０人 １（ ２．０） １（１１．１） ０（ ０．０） ０（ ０．０） ０（ ０．０） ０（ ０．０）
～６０人 １（ ２．０） ０（ ０．０） ０（ ０．０） １（ ９．０） ０（ ０．０） ０（ ０．０）
～７０人 １（ ２．０） ０（ ０．０） ０（ ０．０） １（ ９．０） ０（ ０．０） ０（ ０．０）

取得免許の種類
計

n＝５３
教育系
n＝１０

看護系
n＝２４

学際系
n＝１１

短期大学
n＝６

別科
n＝２

養護教諭免許
１種 ４８（９０．６） １０（１００） ２４（１００） １１（１００） １（１６．７） ２（１００）
２種 ５（ ９．４） ０（ ０．０） ０（ ０．０） ０（ ０．０） ５（８３．３） ０（ ０．０）

他の教員免許
幼稚園 ６（１１．３） ２（２０．０） １（１４．２） ３（２７．３） ０（ ０．０） ０（ ０．０）
保健科 １５（２８．３） ７（７０．０） ２（ ８．３） ４（３６．４） ２（３３．３） ０（ ０．０）
他の教科 １４（２６．４） ５（５０．０） ３（１２．５） ６（５４．５） ０（ ０．０） ０（ ０．０）

教員以外の免許

看護師 ２５（４７．２） ０（ ０．０） ２４（１００） １（ ９．１） ０（ ０．０） ０（ ０．０）
保健師 ２５（４７．２） ０（ ０．０） ２４（１００） １（ ９．１） ０（ ０．０） ０（ ０．０）
助産師 ６（１１．３） ０（ ０．０） ６（２５．０） ０（ ０．０） ０（ ０．０） ０（ ０．０）
保育士 ６（１１．３） ２（２０．０） １（ ４．２） ３（２７．３） ０（ ０．０） ０（ ０．０）
その他 １１（２０．８） １（１０．０） ２（ ８．３） ４（３６．４） ４（６６．７） ０（ ０．０）

７７齋藤ほか：養護教諭養成大学における養護実習の現状と課題



結果を表２に示す．「学校教育に対する理解」，「子ども
及びその健康理解・把握」，「学校保健活動に対する理
解」，「養護教諭の役割や職務の理解と体得」，「養護教諭
の実践能力や技術の習得」は全体の約９割が目的として
挙げていた．一方，「養護学の理論と実践の統合」は全
体の半数以下であった．目的とした１０項目のうち，各養
成大学の８割が挙げた項目数は教育系９項目，看護系６
項目，学際系５項目，短大７項目，別科９項目だった．
教育系と別科の全学科は「研究・課題発見」「教育観・
養護観の体得」を目的として挙げたが，看護系・学際系
は半数程度であった．教育系の７割は「養護学の理論と
実践の統合」を目的として挙げたが他の養成大学は半数
以下であった．

現在の目的項目に対して，全養成大学の９割が「とて
も適切である」と「おおむね適切である」と回答した．

３．実習の内容
学生に特に学ばせたい実習内容についての結果を表３

に示す．「保健室経営」，「健康課題の把握」，「保健指導
（集団）」，「救急処置」は全体の８割が内容として挙げ
ていた．一方，「学校運営・教育課程」は全体の半数以
下，「保健学習」，「環境衛生」，「学校保健事務・文書管
理」は全体の６割であった．実習内容とした１５項目のう
ち，各養成大学の約８割が挙げた項目数は教育系１０項目，
看護系６項目，学際系３項目，短大５項目，別科２項目
だった．教育系は他の養成系より多くの項目を内容とし
て挙げていたが，「保健学習」を挙げたのは半数以下で
あり，他の養成大学より少なかった．看護系では「保健
学習」，「疾病の管理と予防」が他の養成大学より多く，
「保健組織活動」「学校事務・文書管理」が他の養成系
より少なかった．学際系は全学科が「保健指導（集団）」

表２ 養成機関別 目的項目の割合（％）

目的項目
（複数回答）

計
n＝５３

教育系
n＝１０

看護系
n＝２４

学際系
n＝１１

短期大学
n＝６

別科
n＝２

研究・課題発見 ３５（６６．０） １０（１００） １２（５０．０） ６（５４．５） ５（８３．３） ２（１００）
学校教育に対する理解 ５１（９６．２） １０（１００） ２３（９５．８） １０（９０．９） ６（１００） ２（１００）
子ども及びその健康理解・把握 ５０（９４．３） １０（１００） ２２（９１．７） １０（９０．９） ６（１００） ２（１００）
学校保健活動に対する理解 ４７（８８．７） ８（８０．０） ２１（８７．５） １０（９０．９） ６（１００） ２（１００）
養護教諭の役割や職務の理解と体得 ５２（９８．１） １０（１００） ２３（９５．８） １１（１００） ６（１００） ２（１００）
養護教諭の実践能力や技術の習得 ５０（９４．３） １０（１００） ２１（８７．５） １１（１００） ６（１００） ２（１００）
教師・養護教諭の自覚・使命感 ４１（７７．４） ８（８０．０） １８（７５．０） ８（７２．７） ５（８３．３） ２（１００）
教師・養護教諭の資質・態度・適性 ４４（８３．０） １０（１００） ２０（８３．３） ８（７２．７） ４（６６．７） ２（１００）
教育観・養護観の体得 ３３（６２．３） １０（１００） １３（５４．２） ５（４５．５） ３（５０．０） ２（１００）
養護学の理論と実践の統合 ２５（４７．２） ７（７０．０） １０（４１．７） ５（４５．５） ２（３３．３） １（５０．０）

目的は適切か n＝５０ n＝９ n＝２２ n＝１１ n＝６ n＝２

とても適切 おおむね適切 ４７（９４．０） ９（１００） １９（８６．４） １１（１００） ６（１００） ２（１００）
あまり適切でない 適切でない ３（ ６．０） ０（０．０） ３（１３．６） ０（０．０） ０（０．０） ０（０．０）

表３ 養成機関別 養護実習で学ばせたい内容の割合（％）

学ばせたい内容
（複数回答）

計
n＝５３

教育系
n＝１０

看護系
n＝２４

学際系
n＝１１

短期大学
n＝６

別科
n＝２

学校運営・教育課程 ２２（４１．５） ４（４０．０） ９（３７．５） ４（３６．４） ４（５０．０） １（５０．０）
保健室経営 ４９（９２．５） １０（１００） ２３（９５．８） ９（８１．８） ５（８３．３） ２（１００）
健康課題の把握 ４８（９０．６） １０（１００） ２２（９１．７） ８（７２．７） ６（１００） ２（１００）
保健指導（個人） ４１（７７．４） ８（８０．０） １９（７９．２） ８（７２．７） ５（８３．３） １（５０．０）
保健指導（集団） ４５（８４．９） ７（７０．０） ２２（９１．７） １１（１００） ４（６６．７） １（５０．０）
保健学習 ３２（６０．４） ４（４０．０） １７（７０．８） ６（５４．５） ４（６６．７） １（５０．０）
救急処置 ４６（８６．８） ９（９０．０） ２０（８３．３） １０（９０．９） ６（１００） １（５０．０）
健康相談 ３９（７３．６） ９（９０．０） ２０（８３．３） ７（６３．６） ３（５０．０） ０（ ０．０）
健康診断 ３７（６９．８） ９（９０．０） １６（６６．７） ８（７２．７） ４（６６．７） ０（ ０．０）
感染予防 ３４（６４．２） ９（９０．０） １５（６２．５） ６（５４．５） ３（５０．０） １（５０．０）
疾病の管理と予防 ３５（６６．０） ７（７０．０） １７（７０．８） ７（６３．６） ３（５０．０） １（５０．０）
環境衛生 ３２（６０．４） ８（８０．０） １４（５８．３） ７（６３．６） ３（５０．０） ０（ ０．０）
保健組織活動 ３５（６６．０） ９（９０．０） １４（５８．３） ７（６３．６） ５（８３．３） ０（ ０．０）
学校安全・危機管理 ３６（６７．９） ８（８０．０） １７（７０．８） ７（６３．６） ３（５０．０） １（５０．０）
学校保健事務・文書管理 ３２（６０．４） ７（７０．０） １２（５０．０） ８（７２．７） ４（６６．７） １（５０．０）
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を挙げ，「健康診断」「学校保健事務・文書管理」も７割
が挙げていた．別科は「健康相談」，「健康診断」，「環境
衛生」，「保健組織活動」を内容として挙げていなかった．
４．実習の評価

養護実習の評価項目について複数回答の結果を表４に
示す．「子ども及びその健康理解・把握」，「学校保健活
動に対する理解」，「養護教諭の役割や職務の理解と体
得」は全体の８割が評価項目として挙げていた．一方，
「研究・課題発見」，「教育観・養護観の体得」，「養護学
の理論と実践の統合」は全体の半数以下であった．評価
項目とした１０項目のうち，各養成大学の約８割が挙げた
項目数は，教育系２項目，看護系５項目，学際系５項目，
短大３項目，別科８項目だった．教育系は「学校教育に
対する理解」を評価項目としているのが５割で他の養成
大学より少なかった．看護系と学際系は評価として挙げ
た項目が同じ傾向であり，「学校教育に対する理解」が
他の養成大学より多く「教師・養護教諭の自覚・使命感」
が他の養成大学より少なかった．

全体の８割が評価項目と実習の目的の項目を一致して
いると回答した．評価項目と目的項目を一致させていな
い学科の４割がその理由として「実習校が評価しやすい
ように項目を設定している」を挙げた．全体の８割が自
己評価を実施していた．養成大学別にみると教育系，学
際系，別科の９割以上が自己評価を実施していたが，看
護系と短大は７割程度だった．自己評価を実施している
学科において，実習校の評価項目と学生の自己評価の項
目を一致させている学科は全体の半数だった．
５．実習校との連携，事前事後指導

実習校との連携状況，事前事後指導の状況を表５に示

す．全ての学科が実習校を訪問していると回答した．１
回のみの訪問は６割であったが，３回以上訪問している
学科も２割あった．訪問時期は実習中が多かった．全体
の８割が連携内容として「養護実習の内容と方法につい
ての依頼」，「学生の指導上の問題点・課題」，「養護実習
に関する大学への要望」を挙げていた．連携状態につい
て全体の７割が「十分」「おおむね十分」と回答した．「や
や不十分」「不十分」と回答した学科の８割がその理由
として「時間の確保が困難，大学教員や指導養護教諭の
多忙さなど量的課題がある」と回答した．

事前指導は平均１０．９時間（標準偏差４．５３）で，事後指
導は平均５．２時間（標準偏差３．７７）だった．全体の９割
が事前指導の内容として「実習の目的・目標」「実習の
心構え・所作」を挙げ，次いで「記録の方法」「既習科
目の復習」を挙げていた．全体の８割が事前指導の満足
度について「十分」「おおむね十分」と回答した．「やや
不十分」「不十分」と回答した学科の７割がその理由に
「時間が足りないなど量的な課題がある」を挙げた．全
体の９割が事後指導の内容として「他の学生との学びの
共有」を挙げた．全体の８割が事後指導の満足度につい
て「十分」「おおむね十分」と回答した．「やや不十分」
「不十分」と回答した全てがその理由として「時間がた
りないなど量的な課題がある」と回答した．

Ⅳ．考 察

本研究では，養護教諭養成大学において実施されてい
る「養護実習」の実施状況を分析し，実習内容の質を保
証するための課題を明らかにした．看護系，学際系と短
大の実習形態は類似し１回の実習期間で集約されている

表４ 養成機関別 評価項目の割合（％）

評価項目
（複数回答）

計
n＝５３

教育系
n＝１０

看護系
n＝２４

学際系
n＝１１

短期大学
n＝６

別科
n＝２

研究・課題発見 １６（３０．８） ５（５０．０） ５（２１．７） ２（１８．２） ３（５０．０） １（５０．０）
学校教育に対する理解 ３７（７１．２） ５（５０．０） １７（７３．９） ９（８１．８） ４（６６．７） ２（１００）
子ども及びその健康理解・把握 ４６（８８．５） ８（８０．０） ２１（９１．３） ９（８１．８） ６（１００） ２（１００）
学校保健活動に対する理解 ４４（８４．６） ７（７０．０） １９（８２．６） １０（９０．９） ６（１００） ２（１００）
養護教諭の役割や職務の理解と体得 ４２（８０．２） ７（７０．０） １９（８２．６） １０（９０．９） ４（６６．７） ２（１００）
養護教諭の実践能力や技術の習得 ３９（７５．０） ７（７０．０） １８（７８．３） ８（７２．７） ４（６６．７） ２（１００）
教師・養護教諭の自覚・使命感 ３８（７３．１） ８（８０．０） １６（６８．６） ７（６３．６） ５（８３．３） ２（１００）
教師・養護教諭の資質・態度・適性 ４０（７６．９） ７（７０．０） １８（７８．３） ９（８１．８） ４（６６．７） ２（１００）
教育観・養護観の体得 ２２（４２．３） ７（７０．０） ９（３９．１） ２（１８．２） ２（３３．３） ２（１００）
養護学の理論と実践の統合 １３（２５．０） ４（４０．０） ５（２１．７） １（ ９．１） ０（ ０．０） １（５０．０）

目的項目と評価項目が一致
n＝５１

４２（８２．４）
n＝９

８（８８．９）
n＝２３

１７（７３．９）
n＝１１

１０（９０．９）
n＝６

５（８３．３）
n＝２

２（１００）

自己評価をしている
n＝５０

４１（８２．０）
n＝１０

１０（１００）
n＝２２

１６（７２．７）
n＝１０

９（９０．０）
n＝６

４（６６．７）
n＝２

２（１００）

実習校の評価票と自己評価票が一致
n＝４０

１８（４５．０）
n＝８

３（３７．５）
n＝１７

１０（５８．８）
n＝９

３（３３．３）
n＝５

２（４０．０）
n＝２

０（０．０）

７９齋藤ほか：養護教諭養成大学における養護実習の現状と課題



表５ 養成機関別実習校との連携 事前事後指導の内容（％）

実習校との連携 計 教育系 看護系 学際系 短期大学 別科

訪問状況 n＝５２ n＝１０ n＝２３ n＝１１ n＝６ n＝２

訪問回数
１回 ３１（５９．６） ４（４０．０） １３（５６．５） ８（７２．７） ５（８３．３） １（５０．０）
２回 １０（１９．２） ３（３０．０） ５（２１．７） ２（１８．２） ０（ ０．０） ０（ ０．０）

３回以上 １１（２１．２） ３（３０．０） ５（２１．７） １（ ９．１） １（１６．７） １（５０．０）

訪問時期
実習前 １５（２８．３） ４（４０．０） ８（３３．３） １（ ９．１） １（１６．７） １（５０．０）
実習中 ５３（１００） １０（１００） ２４（１００） １１（１００） ６（１００） ２（１００）
実習後 ６（１１．３） ２（２０．０） ２（ ８．３） １（ ９．１） ０（ ０．０） １（５０．０）

連携内容（複数回答） n＝５０ n＝１０ n＝２３ n＝９ n＝６ n＝２

実習の目的の説明・確認 ３８（７１．７） ９（９０．０） １６（６６．７） ６（５４．５） ５（８３．３） ２（１００）
養護実習の内容と方法についての依頼 ４２（７９．２） １０（１００） １９（７９．２） ６（５４．５） ５（８３．３） ２（１００）
養護実習の評価の説明・確認 ３４（６４．２） ９（９０．０） １４（５８．３） ６（５４．５） ４（６６．７） １（５０．０）
学生に関する情報交換 ３８（７１．７） ９（９０．０） １７（７０．８） ６（５４．５） ４（６６．７） ２（１００）
学生の指導上の問題点・課題 ３８（８０．９） ９（９０．０） １８（８１．８） ６（５４．５） ４（６６．７） １（５０．０）
養護実習に関する大学への要望 ３９（７８．０） ９（９０．０） １６（６６．７） ８（８８．９） ５（８３．３） １（５０．０）

連携状態 n＝５２ n＝１０ n＝２３ n＝１１ n＝６ n＝２

十分・おおむね十分 ３７（７１．１） ７（７０．０） １４（６０．９） ９（８１．８） ５（８３．３） ２（１００）
やや不十分・不十分 １５（２８．９） ３（３０．０） ９（３９．１） ２（１８．２） １（１６．７） ０（ ０．０）

不十分な理由（複数回答） n＝１５ n＝３ n＝９ n＝２ n＝１ n＝０

時間の確保・教員の多忙さ等の量的課題 １３（８６．７） ３（１００） ８（８８．９） １（５０．０） １（１００） ０（ ０．０）
養護実習についての理解不足など質的課題 ２（１３．３） ０（ ０．０） ２（２２．２） ０（ ０．０） ０（ ０．０） ０（ ０．０）

事前事後指導の内容 計 教育系 看護系 学際系 短期大学 別科

事前指導の内容（複数回答） n＝５３ n＝１０ n＝２４ n＝１１ n＝６ n＝２

実習の目的・目標 ４９（９２．５） ８（８０．０） ２２（９１．７） １１（１００） ６（１００） ２（１００）
実習の心構え・所作 ４９（９２．５） ９（９０．０） ２２（９１．７） １０（９０．９） ６（１００） ２（１００）
記録の方法 ３８（７１．７） ７（７０．０） １６（６６．７） ８（７２．７） ５（８３．３） ２（１００）
実習校の理解 ２２（４１．５） ４（４０．０） １２（５０．０） ３（２７．３） １（１６．７） ２（１００）
学生自身の健康管理 ２９（５４．７） ６（６０．０） １１（４５．８） ８（７２．７） ３（５０．０） １（５０．０）
既習科目の復習 ３４（６４．２） ７（７０．０） １４（５８．３） １０（９０．９） ３（５０．０） ０（ ０．０）
養護実習の評価の観点 ２２（４１．５） ６（６０．０） ８（３３．３） ４（３６．４） ３（５０．０） １（５０．０）

満足度 n＝５２ n＝１０ n＝２３ n＝１１ n＝６ n＝２

十分 おおむね十分 ４２（８０．８） １０（１００） １７（７３．９） ７（６３．７） ６（１００） ２（１００）
やや不十分 不十分 １０（１９．２） ０（ ０．０） ６（２６．１） ４（３６．４） ０（ ０．０） ０（ ０．０）

不十分の理由（複数回答） n＝１０ n＝０ n＝６ n＝４ n＝０ n＝０

時間が足りない等量的課題 ７（７０．０） ０（ ０．０） ４（６６．７） ３（７５．０） ０（ ０．０） ０（ ０．０）
内容が不十分など質的課題 ４（４０．０） ０（ ０．０） ２（３３．３） ２（５０．０） ０（ ０．０） ０（ ０．０）

事後指導の内容（複数回答） n＝５２ n＝１０ n＝２３ n＝１１ n＝５ n＝２

学びと課題 ４３（８２．７） １０（１００） ２０（８３．３） ９（８１．８） ２（４０．０） ２（１００）
実習内容の報告 ３４（６５．４） ６（６０．０） １５（６２．５） ８（７２．７） ４（８０．０） １（５０．０）
他の学生と学びの共有 ５０（９６．２） １０（１００） ２２（９１．７） １１（１００） ５（１００） ２（１００）
実習校への礼状等の指導 １８（３４．６） ２（２０．０） １０（４１．７） ３（４０．０） ２（４０．０） １（５０．０）

満足度 n＝５０ n＝１０ n＝２２ n＝１１ n＝５ n＝２

十分 おおむね十分 ４１（８０．０） ８（８０．０） １５（６８．１） １０（９０．９） ５（１００） ２（１００）
やや不十分 不十分 ８（１５．４） ２（２０．０） ７（３１．９） １（ ９．１） ０（ ０．０） ０（ ０．０）

不十分の理由（複数回答） n＝８ n＝２ n＝７ n＝１ n＝０ n＝０

時間が足りない等量的課題 ８（１００） ２（１００） ５（７１．４） １（１００） ０（ ０．０） ０（ ０．０）
内容が不十分など質的課題 ３（３７．５） ０（ ０．０） ３（４２．８） ０（ ０．０） ０（ ０．０） ０（ ０．０）

８０ 学校保健研究 Jpn J School Health５８；２０１６



のに対し，教育系は多様な実習を行っていた．実習校と
の連携はいずれの大学も概ね良好であった．一方，各養
成大学が実習内容を精選しその優先度を検討すること，
実習校と学生の評価の観点の整合性を保つための方策を
検討する必要が示された．今後，養成大学が各大学の特
徴を活かしながらも，これらを共通の課題として検討す
ることが養護実習の質の保証につながり，ひいては養護
教諭の質の保証につながると言える．
１．養護実習の形態と内容

看護系と学際系及び短大は実習形態が類似しており，
大半が３～４週間の期間で１回の実習を行っていた．一
方，教育系は日数が他の養成大学より多く，実施学年や
期間，時期を分けて複数回実施している学科が多いこと
から，看護系，学際系よりも実習内容が充実しているこ
とが示された．この傾向は１９９３年の調査２）と同様であっ
た．養護実習を数回に分けて実施することは，学生が学
びを振り返る機会を多く保証でき９），理論と実践を繰り
返すことで，学びの積み重ねができる２）３）ことから学生の
学びを充実させるためには望ましいと言える．しかしな
がら，看護系，学際系は看護師や保育士等の免許が取得
できる学科も多く，それらの資格を取得するための実習
からの学びも推察できることから，一概に養護実習の形
態のみで学生の学びが多いとも言い切れない．今後，学
生が養護実習からどのような学びを得ているのかを養成
大学別に分析し，実習形態との関連を見る必要がある．

養成大学によって実習で学ばせたい内容にばらつきが
みられ，特に教育系以外の養成大学において顕著であっ
た．教育系では実習の日数や時期が充実しているために，
多くのことを学ばせることができるが，看護系，学際系
と短大は時期等の制限があり学ばせたい内容に優先度が
生じていると推察される．例えば，表３で示した通り教
育系では「感染予防」が多かったが，他の養成大学では
低かった．看護系は病院実習等で感染予防や疾病の管理
について体験するため，養護実習においての優先順位は
低いことも予測できる．また，学際系において８割の学
科が挙げた項目は「保健室経営」「保健指導（集団）」「救
急処置」の３項目のみであった．学際系は，福祉系，心
理系，保育系，スポーツ系等の専門分野が学科により異
なるために，実習で学ばせたい内容にばらつきが生じた
可能性もある．

養護実習に関して，学生を対象とした調査や，わずか
な対象を比較した研究はみられるが１０－１２），全養成機関を
対象にした研究はほとんどみられない．また，実習に関
する書籍もあるが，最低限学ぶ必要のある内容やその優
先度の記載はみられない３）５）．教育系養成大学を中心にコ
アカリキュラムの検討１３）はされているが，養成大学の８
割以上が看護系と学際系であることを考えると，教育系
における検討だけでは全養成大学のモデルにはなりにく
い．実習形態は様々であっても“養護教諭になるための
学校での実習”は養護実習だけであるため，各養成大学

の特徴は尊重しつつ，養護教諭になるにあたって最低限
学ばせたい項目を精選し，優先順位を決める必要がある．
２．養護実習の目的と評価

実習目的において，「学校教育に対する理解」，「子ど
も及びその健康理解・把握」，「学校保健活動に対する理
解」，「養護教諭の役割や職務の理解と体得」，「養護教諭
の実践能力や技術の習得」はどの養成大学においても網
羅されていた．これらは養護教諭の職務の根幹となる項
目であり，養護実習には欠かせない項目と言える．一方
「研究・課題発見」，「教育観・養護観の体得」，「養護学
の理論と実践の統合」は目的項目として挙げている養成
大学は少なかった．「研究・課題発見」は看護系・学際
系において低かったことから，必ずしも養護教諭免許取
得が主となっていないカリキュラム上の課題とも考えら
れ，看護系，学際系において養護における研究視点を担
保する必要がある．
「教育観・養護観の体得」，「養護学の理論と実践の統

合」は今回の調査で新たに加えた項目である．子どもの
多様化複雑化する健康課題に対応するためには様々な人
と協働することが求められる３）４）．その中で養護教諭とし
ての専門性を発揮するためには養護学の理論と養護観の
体得は欠かせない．実習は学生が実践の経験を通して養
護学の理論と実践の統合の必要性を再確認すること，自
分なりの養護観を構築する場である．そのため，１９９４年
の調査時の目的項目７）にはなかった「教育観・養護観の
体得」と「養護学の理論と実践の統合」を今回加えた．
「養護学の理論と実践の統合」は全体の４割に過ぎな
かったことから，各養成大学において，大学で学んだ養
護学と実践が統合していることを学生に体得させること
を実習の目的とする共通理解が進んでいないことが示唆
された．これは養護実習だけの課題ではなく，「養護概
説」においても同様であり，養護学をどのように教える
のか，養護実践力をどのようにとらえ育成させていくの
かを養成大学が共同で考えていかなくてはならない．今
後，養護学構築のための研究１４）１５）の積み重ねと合わせて
実習についても内容の充実を図ることが重要である．

評価において，評価項目が養成機関によって異なって
いること，評価項目が目的項目と一貫していないことか
ら，自己評価の導入も含めた改善が指摘されていた２）１６）．
今回の調査では表２と表４より，目的と評価は概ね一致
しており，各養成機関で評価の観点が重視されているこ
とが示された．さらに，自己評価を実施している学科が
全体の８割であること，評価項目を目的項目と一致させ
ている学科が全体の８割であった．教育実習における評
価票の内容を精選する動きもあり１７），養護実習において
も評価の導入や，目的と評価の一貫性が大幅に改善され
ていると言える．

以前より実習校間による評価のばらつきの問題８）や学
生の自己評価が実習校の評価より高い傾向があるため自
己評価と他者評価に整合性をもたせる必要性１８）が指摘さ
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れていた．今回の調査において，自己評価を実施してい
る学科の５割が実習校の評価項目と自己評価項目が異
なっていたことから，実習校と自己評価の観点の整合性
が課題として示された．さらに事前指導で評価の観点を
説明している養成大学は４割であり，学生に評価につい
て十分理解させていない現状も窺えた．実習内容を養護
教諭としてどう活かすかを常に学生に考えさせる工夫を
したことで，自己評価の得点が上がるとの報告１９）もあり，
事前指導において学生への指導を徹底する必要がある．
３．実習校との連携

表５より実習校との連携はおおむね良好であった．実
習校との連携において，以前は養成機関が実習校への訪
問を実施していないケースも報告され２），目的，内容や
評価などを養成機関と実習校で共通認識しておく重要
性２）８）や大学と実習校が連携・協力すること２０）が指摘され
ていた．今回の調査では全学科が実習校を訪問していた
ことから，連携状況は改善されていると言えよう．しか
しながら連携が「やや不十分・不十分」との回答が３割
程度あり，その理由として，実習校の多様さ，実習校が
毎年変更されること，実習生の多さ，などの物理的要因
が挙げられた．さらに，卒業校での実習は，毎年指導者
が変わるために，その都度実習の目的・方法を理解して
もらわなければならない．養護教諭は現場で役に立つ実
務に関する内容を重視しているのに対し，養成大学は養
護実践を展開できるプロセスや基盤となる理論を重視し
ている等６），養成大学と現場の養護教諭が重要視する項
目や度合には違いがあるとの報告もある．今後はより一
層，実習校との連携を強化し，実習校，養成大学が，実
習の目的，内容，評価を共通認識できる指導の工夫が求
められる．卒業校の実習については，中央教育審議会答
申『教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な
向上方策について』で，「大学側の対応や評価の客観性
の確保等の点で課題も指摘されることから，できるだけ
避ける方向で，見直しを行うことが適当である．」と提
言され２０），さらには，学校インターンシップ制の導入も
検討されている．これらのことから，養成大学は実習校
との連携を発展させて，養護実習期間中のみならず，学
生に対して一貫した指導を行えるシステム作りを考えて
いかなければならない時代になっていると言えよう．
４．本研究の限界と課題

各養成大学は，開放制のもとで独自の教育理念や目的
や強みをもって，養護実習を行っている．しかしながら，
養護教諭の質の保証のためには，各養成大学の特徴を踏
まえながら，実習において最低限学ぶべき内容と優先順
位，実習校との指導体制作り等を共通の課題として検討
することが重要である．更に養成大学が各々の課題意識
を持って実習内容の検討を深めることにより，養護実習
の内容は精選されていくであろう．

本調査の回収率が３割に留まっているため，本結果を
もって養成大学の現状を示したとは言えない．また，養

護教諭一種免許課程と二種免許課程ではカリキュラムや
単位数が異なるため，短期大学等については丁寧に分析
を行う必要がある．更に本研究は養成側の課題を示した
ことに留まっており，学生のニーズや到達課題について
は明らかになっていない．今後，学生が実習から学んだ
内容や，指導養護教諭が学生を評価する観点等について
も分析し，包括的な課題を抽出する必要がある．しかし
ながら，本研究において養護実習の現状と課題を示した
ことは，現代の学校教育や健康課題のニーズにあった養
護教諭の専門性の担保につながる点で意義がある．

Ⅴ．結 論

養護実習の現状と課題を明らかにした結果，看護系，
学際系，短大は実習形態が類似していること，教育系は
他の養成大学より実習の日数や回数において充実してい
ることが窺えた．さらに，目的や評価項目においては
「学校教育に対する理解」，「子ども及びその健康理解・
把握」，「学校保健活動に対する理解」，「養護教諭の役割
や職務の理解と体得」，「養護教諭の実践能力や技術の習
得」など以前から認識されていた項目はどの養成大学に
おいても網羅され，目的と評価の一貫性も保たれていた．

養護実習の課題として，目的項目において「教育観・
養護観の体得」，「養護学の理論と実践の統合」の養成大
学間の共通理解が進んでいないこと，養成大学により養
護実習で学ばせたい内容にばらつきがみられたこと，実
習校の評価と自己評価の観点が一致していないことが挙
げられた．今後各養成大学の特徴を活かしながら，学生，
実習校と養成大学の３者が実習の目的，内容，評価を共
通に確認できる事前指導を含めた連携体制の必要性が示
唆された．

付 記

本研究は，平成２５～２７年度科学研究費基盤研究C「養
護教諭の専門性を目指した養護実習の体系的プログラム
の開発」（研究代表者：齋藤千景）の一貫として共同で
遂行，執筆された研究成果の一部である．

文 献

１）文部科学省：養護教諭の資格免許を取得することのでき
る 大 学．Available at：http:／／www／mext.go.jp／a_menu／
shotou／kyoin／daigaku／detail／１２８７０８６.htm Accessed Janu-
ary１３,２０１４

２）大谷尚子，中桐佐智子：全国養護教諭養成機関における
養護実習の運営について―現状と今後の検討すべき課題に
ついて―．学校保健研究 ３６：５６７―５７７，１９９４

３）大谷尚子，中桐佐智子：養護実習ハンドブック．東山書
房，京都，２０１２

４）教育職員免許法：昭和２４年５月３１日 法律第百四十七号
（最終改正平成２４年８月２２日法律第六七号）

５）尾花美恵子，粟田舞美，西川路由紀子：養護教諭のため

８２ 学校保健研究 Jpn J School Health５８；２０１６



の教育実習マニュアル．少年写真新聞社，東京，２０１２
６）日本養護教諭養成大学協議会：日本養護教諭養成大学協

議会委員会報告書．7―１８，２００８
７）曽根睦子，小笠原紀代子，中川優子ほか：養護実習のあ

り方に関する研究第１報―全国養護教諭養成機関における
実習の目的・目標―．日本養護教諭教育学会誌 １：１６―
２３，１９９８

８）堀内久美子，大谷尚子，小笠原紀代子ほか：全国養護教
諭養成機関における養護実習評価の現状．日本養護教諭教
育学会誌 １：4―１５，１９９８

９）砂村京子，吉原久仁子，大谷尚子：カリキュラムにおけ
る養護実習の位置付けに関する研究 学生の目標達成への
自己評価をもとに．日本養護教諭教育学会誌 ３：１０７―
１１３，２０００

１０）大川尚子，倉垣弘彦，平田まりほか：学生の養護教諭へ
の志向性と養護実習の自己評価，満足度との関連．関西福
祉科学大学紀要 ５：１１５―１２２，２０１１

１１）石原昌江，野村梨香：岡山大学における養護実習の現状
と課題．岡山大学教育実践総合センター紀要 １：８９―９８，
２００１

１２）斉藤ふくみ，宮腰由紀子，津島ひろ江：３大学の養護記
録実習記録の内容分析による学生の学びの比較―テキスト
マイニング手法を用いて―．学校保健研究 ４９：１２７―
１４３，２００７

１３）中下富子，河田史宝，小玉正志ほか：養護教諭養成モデ
ル・コア・カリキュラム「養護に関する科目」における現

行カリキュラムの開講状況―５領域別の教育内容に焦点を
当てて―．学校保健研究 ５５：２４４―２５３，２０１３

１４）岡田加奈子：養護教諭の実践を支える学問構築に向けて
の質的研究とその課題．学校保健研究 ５１：３６６―３７０，２０１０

１５）今野洋子，古賀由紀子，後藤ひとみほか：養護実践力を
目指す養護教諭養成カリキュラムの検討（第２報）―養護
概説科目群と養護実習をつなぐ学内実習について―．日本
養護教諭教育学会誌 １２：２５―３９，２００９

１６）大谷尚子，中桐佐智子，片山良子：養護実習のあり方に
関する研究第３報―養護実習の目的および目標・評価に関
する試案について―．日本養護教諭教育学会誌 １：３６―
４５，１９９８

１７）宮下治：教育実習評価票に関する現状と課題に関する一
考察．愛知教育大学研究報告教育科学編 ６４：１１１―１１７，
２０１５

１８）西岡かおり：養護実習における学生の自己評価の研究．
四国大学紀要 B３２：２３―２７，２０１１

１９）大須賀恵子，館英津子，大澤功：養護教諭学生の看護実
習における目標達成のためのプロセス．愛知学院大学心身
科学部紀要 ４：1―7，２００８

２０）中央教育審議会：教職生活の全体を通じた教員の資質能
力の総合的な向上方策について（答申）．Ｈ１８．７．１

（受付 ２０１５年８月１０日 受理 ２０１６年２月２７日）
代表者連絡先：〒３５２―８５１０ 埼玉県新座市菅沢２―１―２８

十文字学園女子大学人間生活学部（齋藤）

８３齋藤ほか：養護教諭養成大学における養護実習の現状と課題



Ⅰ．緒 言

精神不調により医療機関にかかっている患者数は近年
増加しており，患者調査によると平成１７年以降は３００万
人を超え，うつ病，統合失調症，不安障害の順に多く報
告されている１）．子どもの精神不調は症状や経過が固定

的でなく，思春期には複数の疾患の合併や発達障害の影
響することもある２）．また思春期は精神疾患が増え，大
人の障害が増加し一般的に精神障害への親和性あるいは
脆弱性が増加する時期と言われる３）．

思春期にあたる高校生が精神不調を抱えると，単位修
得や学校生活が困難となる場合があり，不登校や進路変

精神不調のある高校生に対する
養護教諭の観察視点の検討
増 本 由紀子，笠 置 恵 子
県立広島大学大学院総合学術研究科

A Study on Yogo Teachers’Viewpoints Toward High School Students with Mental Problems

Yukiko Masumoto Keiko Kasagi
Graduate School of Comprehensive Scientific Research, Prefectural University of Hiroshima

【Background】
Regarding high school students’mental problems, early detection and early support are important. Their

mental problems are a distress of the development process, a short-term distress, a distress that needs men-
tal medical support, etc. Yogo teachers have the role of assessing them and supporting them by their side
educationally.
【Objectives】
The main purpose of this study was to clarify the content of yogo teacher’s observations of high school stu-

dents’mental problems.
【Methods】
The survey was conducted using an anonymous self-administered questionnaire by mail between Decem-

ber２０１４and January２０１５. The subjects of the survey were yogo teachers of the high schools of two prefec-
tures. The content of questions was yogo teachers’viewpoints of the high school students who needed psy-
chiatric care. There were ８０ valid respondents. Observations were statistically examined between subjects
with different cases’experience.
【Results】
The main results were as follows：

１） As for the yogo teachers’viewpoints, the statistical significance was found in８０．０%（３２of４０）of items
on the list. Yogo teachers had caught the mental problems of high school students from these viewpoints
before they had mental and behavioural disorders. There were four items which ５０．０% or more of yogo
teachers answered were“frequent”. Four items were that there were many physical complaints, that
there was somnipathy, there was much utilization of the school health room（yogo teacher’s office）, and
that there was difficulty in places with a lot of people.

２） In each case, the observations of the yogo teachers conformed significantly with the traits of each illness
and yogo teachers recognized the trait from school life.

３） Three traits of yogo teachers’viewpoints were clarified. Those were the viewpoint over psychiatric
symptoms, the viewpoint over symptoms whose incidence was high, and the viewpoint over distress in
school life observed from behavior and interpersonal relationships.
【Conclusion】
These yogo teachers’awareness and observations showed that it was important to detect a high school stu-

dent’s mental problems early and to identify the necessity of psychiatric care.

Key words：high school students, mental problems, early detection, yogo teachers, viewpoints
高校生，精神不調，早期発見，養護教諭，観察視点
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更などの原因となることもある．ひきこもりの原因の一
つともされ，現代社会で就労・就学などの社会的活動を
行わない若者が増加した背景の一つには精神疾患が，さ
らにその中には発達障害の診断を受けた人が含まれてい
ることが示されている４）．

高校生にとって精神不調は，学業だけでなく学校とい
う社会生活の場で社会的に成長する機会を失い，精神発
達や人格形成，その後の精神的健康に影響することが懸
念される．今日，精神医療に関しても極めて早期に治療
を始めることがよい結果を生むとされ，世界保健機関
（WHO）と国際早期精神病学会（IEPA）による早期精
神病宣言（２００４年）５）６）では，早期発見と早期治療の実現
に向けて達成目標と取組の具体的な活動が示され，その
中には教育，未治療期間の短縮，自殺率や強制的治療の
低下などの目標や，治療開始後２年を経過した時点で，
９０％の患者が就労や修学などに関して満足のいく状態を
目指すことも含まれている．

高等学校において，精神不調のみられる高校生を早期
発見する意義は，学校生活の継続及び高校生への成長発
達を支持し，将来への支障を最小限に止めること，そし
て保護者とともに医療や地域支援につなげられることと
考える．学校教育法７）に謳われる高等学校の目的・目標
である人格の形成や職業選択等に沿い，教育的側面から
の支援を行うことで，卒業後や転学・退学後に懸念され
る社会的孤立や進学・就労による困りを最少にし，将来
の精神的健康の保持増進や社会生活の維持及びQOL維
持向上につなぐことが重要と考える．

養護教諭その他の教職員は，健康相談と保健指導につ
いては，学校保健安全法８）において位置付けられており，
健康観察により健康上の問題を認めるときは当該児童生
徒に対する指導と保護者への助言すること等が規定され
ている．精神不調のある生徒についても早期に発見し，
心身の不調への対応や学校生活の環境調整等など適切に
早期に対応することが必要である．また文部科学省では
子どものこころのケアとして，健康観察，心のケアのす
すめ方，メンタルヘルスの理解を主軸として進めてい
る９－１２）．児童生徒の抱える問題について，学校関係者は
早期に観察し，本質を正確に見極め，適切な対応をする
ためにメンタルヘルスに関する問題について正しい理解
を持つことが重要であり，養護教諭には精神医療との連
携に中心的な役割を担うことも望まれている．特に養護
教諭には，学校教育現場における児童生徒の精神保健の
問題は，「心」「脳」「体」の３領域にわたる多様な問題１３）

を含むことから，問題の性質を見極める確かな判断力が
求められている１４）．

鎌塚らの研究１５）では，子どもに心理的な問題があると
判断するときの教諭と養護教諭との視点には相違がある
こと，そして養護教諭には保健室という部屋の特殊性か
ら捉えられる独自の視点があり，子どもの心理的な問題
点を生理学的，臨床心理学的な点で着眼していることを

示唆している．また養護教諭が行う心理的・社会的ヘル
スアセスメントの研究１６）についても進められている．し
かし，高校生の器質的な疾患に関連する精神不調に対す
る養護教諭の観察視点に着目した報告はみられない．精
神不調のある高校生に対する養護教諭の観察視点につい
て具体的に明らかにすることは，高校生の抱える精神的
健康問題の本質を見極めるための参考になるとともに，
早期に精神不調への対応ができ，将来の社会生活を見据
えたより適切な支援を展開するための一つの手立てにな
ると考える．

本研究は，高校生の精神不調を早期発見・早期支援す
るために必要な養護教諭の観察視点を検討することを目
的とする．

Ⅱ．対象と方法

１．調査対象及び調査方法
平成２６年度のＡ県及びＢ県の教育委員会ホームページ

に記載されている全日制の公立高等学校に勤務する養護
教諭１８７名を対象として，２０１４年１２月から２０１５年１月に
郵送法による無記名自記式質問紙調査を実施した．
２．調査項目

調査の項目は，養護教諭の属性に関する項目として，
年齢，高等学校での勤務経験年数，及び精神不調のため
に医療機関を受診した高校生（診断書や保護者の申告で
確認した事例）の事例経験の有無について調査した．事
例についてはICD-１０の分類１７）に基づき，高等学校で学校
生活の継続に影響すると考えられる適応障害・不安障
害・気分障害・統合失調症・発達障害の５種とした．適
応障害と不安障害はICD-１０において「神経症性障害，
ストレス関連および身体表現性障害」という包括群に含
まれるが１８），高校生に適応障害の診断頻度も多いことか
ら１９）２０），両者を別にした．また発達障害については，二
次的障害として抑うつ等の症状を示す場合や，初期発症
の統合失調症との鑑別診断の対象となる２１）ことから質問
に含めた．なお本研究の疾患名については，DSM-５２２）の
公表に伴い２０１４年に日本語疾患名の改変も行われたが，
本調査は養護教諭の事例の振返りであり，以前の診断書
等が基準となるため，ICD-１０の分類名に従った．本研
究での用語として，『精神不調』とは，精神症状を呈し
て学校生活に自覚的・他覚的な支障があり，医療機関を
受診した確定診断前の状態とする．また『精神不調以前
の状態』とは，精神症状としては不確定で学校生活に自
覚的・他覚的な支障がない，本調査項目にある身体的な
訴えや睡眠障害等がみられる状態とする．

養護教諭の観察視点に関する質問は，高校生の精神不
調以前の状態に対する養護教諭の観察視点について回答
を求めた．内容は，身体的反応について３項目，気分・
感情について７項目，認知（思考・イメージ）について
８項目，行動について１０項目，対人関係について７項目，
他の教諭等の情報等について５項目の計４０項目とした
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（表４，表５）．質問に対しては，４件法（「よくある」
「時々ある」「あまりない」「全くない」）で回答を得た．
質問項目については，適応障害・不安障害・気分障害・
統合失調症を中心にICD-１０１７）２３）やDSM-５２２）の診断基準項
目，University Personality Inventoryのストレステス
ト２４）２５）の項目に準じて，高等学校で養護教諭が直接観察
できる高校生の様子や保健室利用等の学校生活状況を中
心とした．高校生自身の心因や性格，家庭環境等の背景
は本調査からは除外した．また精神科医１名，スクール
カウンセラー１名の助言を得た．事前調査を勤務経験２０
年以上の養護教諭５名に行った．得られた意見を参考に
質問項目の過不足等について確認した．
３．回収率と分析対象者

調査回収は同封した返信用封筒による郵送とした．Ａ
県及びＢ県の公立高等学校養護教諭１８７名に郵送したう
ち，９０名（回収率４８．１％）から回答を得た．回答が１つ
でも未記入のもの及び，適応障害・不安障害・気分障
害・統合失調症・発達障害の確定診断がついた高校生に
対する対応事例の経験が１疾患例もないものを除外した
８０名を分析対象とした．
４．分析方法

各質問項目について，データの集計及び統計解析には
Microsoft Office Excel２０１０及びSPSS２２for Windowsを
使用し，統計上の有意水準を５％とした．
⑴ 事例経験及び観察視点の状況

養護教諭の事例経験については，ICD-１０の分類ごと
に件数，経験年数別に割合を算出した．養護教諭の観察
視点４０項目については，各観察視点の頻度をみるために
４件法による回答の割合及び４件法による回答を肯定的
回答（「よくある」「時々ある」）と否定的回答（「あまり
ない」「全くない」）の２群に分けた割合を算出した．ま
た，養護教諭の観察視点４０項目各々において，肯定的回
答と否定的回答の割合の差をみるために１×２表に基づ
く自由度１のχ２検定を行った．
⑵ 各疾患事例の対応経験と養護教諭の観察視点の関連

養護教諭の観察視点について適応障害・不安障害・気
分障害・統合失調症の診断ごとに，各疾患事例の対応経
験のある養護教諭の観察視点の特徴を抽出するために，
その疾患事例の対応経験群の観察視点の回答分布と対応
未経験群（他の疾患事例の対応経験群）の回答分布との

差の検定をMann-WhitneyのＵ検定を適用して行った．
５．倫理的配慮

対象校の養護教諭宛に研究趣旨の説明を含む依頼書と
調査票及び返信用封筒を郵送し，自由意思による調査票
の記入と返送を依頼し実施した．返送による回答のある
ことで同意を得たものとした．本調査は県立広島大学倫
理委員会の承認を得て実施した（承認番号第１４MH０３６
号）．

Ⅲ．結 果

１．対象者の属性
養護教諭の経験年数の平均は２１．０年（標準偏差１１．１），

高校経験年数の平均は１５．８年（標準偏差１０．６）であった．
４０歳代以上が７０．０％，経験年数１０年以上が７７．５％であっ
た（表１）．
２．疾患別事例の対応経験の状況

事例経験を有する割合は，多い順から発達障害８８．８％，
気分障害８２．５％，不安障害７０．０％，適応障害６７．５％，統
合失調症６１．３％であった（表２）．勤務経験年数による
事例経験率は，適応障害・不安障害・気分障害において，
経験年数の増加に伴い事例経験率は高くなっていた．
（表３）．

表１ 対象者の属性
Ｎ＝８０ 人（％）

年 齢

１）２０歳代 ９（１１．３）
２）３０歳代 １５（１８．８）
３）４０歳代 ２５（３１．３）
４）５０歳代以上 ３１（３８．８）

経 験 年 数

１）１～９年 １８（２２．５）
２）１０～１９年 １４（１７．５）
３）２０年～２９年 ２５（３１．３）
４）３０年以上 ２３（２８．８）

平均±標準偏差 ２１．０±１１．１

高 校 で の
経 験 年 数

１）１～９年 ３０（３７．５）
２）１０～１９年 ２１（２６．３）
３）２０年～２９年 １８（２２．５）
４）３０年以上 １１（１３．８）

平均±標準偏差 １５．８±１０．６

表２ 事例経験の有無
Ｎ＝８０ 人（％）

な し あ り
経験ありの内訳

１―４件 ５―９件 １０件以上

１）適応障害 ２６（３２．５） ５４（６７．５） ４１（５１．３） ８（１０．０） ５（ ６．３）
２）不安障害 ２４（３０．０） ５６（７０．０） ４４（５５．０） ９（１１．３） ３（ ３．８）
３）気分障害 １４（１７．５） ６６（８２．５） ４４（５５．０） １４（１７．５） ８（１０．０）
４）統合失調症 ３１（３８．８） ４９（６１．３） ４６（５７．５） ３（ ３．８） ０（ ０．０）
５）発達障害 ９（１１．３） ７１（８８．８） ４３（５３．８） １３（１６．３） １５（１８．８）
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３．養護教諭の観察視点
⑴ 養護教諭の観察視点に対する回答

養護教諭の観察視点に対する回答について肯定的回答
割合の高い上位から並べた（表４）．医療支援を要した
高校生に対する精神不調が見られる以前の観察視点は，
質問全４０項目中３２項目において，肯定的回答が否定的回
答に比べて有意に高く認められた．質問の全４０項目中の
１２項目に９０％以上，２２項目に８０％以上の肯定的回答が得
られた．そのうち，「よくある」の回答が５０％以上あっ
た項目は「身体１：頭痛・腹痛・腰痛・だるいなどの身
体的な訴えがよくある（６２．５％）」「行動１：保健室の利
用が多い（５２．５％）」「行動４：大勢の場所が苦手のよう
に 見 え る（５０．０％）」「身 体２：睡 眠 の 障 害 が あ る
（５０．０％）」の４項目であった．
⑵ 疾患別の対応経験による養護教諭の観察視点の回答

ICD-１０の分類別に当該疾患事例の対応経験群と他の
疾患事例の対応経験群の２群について，観察視点の回答
を比較した（表５―１，表５―２）．
① 適応障害

当該疾患事例の対応経験群が他の疾患事例の対応経験
群に比べて有意に高く認められた項目は，身体的反応に
ついて１項目，気分・感情について３項目，認知（思
考・イメージ）について２項目，行動について５項目，
対人関係について４項目，他の教諭等の情報等について
２項目の計１７項目であった．そのうち，適応障害のみに
有意に高く認められた項目は，「行動１：保健室の利用
が多い」「対人３：同年代との会話の様子を見て，すれ
違いが見られる」「対人４：同年代の輪に入れないでい
るが，入りたそうに感じられる」「情報１：入学以前は
不登校傾向だったことがある」「情報３：ストレスの強
い経験がある」の５項目であった．
② 不安障害

当該疾患事例の対応経験群が他の疾患事例の対応経験
群に比べて有意に高く認められた項目は，身体的反応に
ついて３項目，気分・感情について２項目，認知（思
考・イメージ）について１項目，行動について５項目，
対人関係について２項目の計１３項目であった．そのうち
不安障害のみに有意に高く認められた項目は，「身体

１：頭痛・腹痛・腰痛・だるいなどの身体的な訴えがよ
くある」「身体３：食欲の異常がある」の２項目であっ
た．また適応障害及び不安障害のみに有意に高く認めら
れた項目は，「気分７：涙を流して，泣きつづける」「行
動３：学校行事は，過ごしにくそうである」「行動４：
大勢の場所が苦手のように見える」「対人２：対人関係
について，不安・恐怖・苦痛がみられる」の４項目で
あった．
③ 気分障害

当該疾患事例の対応経験群が他の疾患事例の対応経験
群に比べて有意に高く認められた項目は，「行動７：自
傷行為が見られる，または疑われる」の行動について１
項目であった．この項目は適応障害と，不安障害につい
ても有意に高く認められた．逆に他の疾患事例の対応経
験群に有意に高く認められた項目は，「行動５：イン
ターネットから多量に情報収集を行い，それをうのみに
して話す」「対人６：命令口調など，身近な人を従わせ
ようとする」の２項目であった．
④ 統合失調症

当該疾患事例の対応経験群が他の疾患事例の対応経験
群に比べて有意に高く認められた項目は，身体的反応に
ついて１項目，気分・感情について３項目，認知（思
考・イメージ）について４項目，行動について１項目，
対人関係について１項目の計１０項目であった．そのうち
統合失調症のみに有意に高く認められた項目は，「気分
６：状況に関係なく，笑っていることが多い」「認知４：
注意力，集中力がないように見える」「認知５：指示さ
れた行動が理解できない様子が見られる」の３項目で
あった．また適応障害及び統合失調症のみに有意に高く
認められた項目は，「気分２：じっと見る，目が泳ぐ，
視点が合わないなど視線が特徴的である」「認知２：責
められているように感じる様子が伺える」の２項目で
あった．さらに適応障害，不安障害及び統合失調症に有
意に高く認められた項目は，「身体２：睡眠の障害があ
る」「気分１：表情がなく，暗さや硬さを感じる」「認知
６：自分の行動をあえて確認しにくる」「行動９：食行
動に異常が見られる」「対人１：話し相手となる友人が
いない」の５項目であった．

表３ 勤務年数による事例経験の比較
Ｎ＝８０ 人（％）

勤務年数別人数 高校での勤務年数別人数

１―９年
n＝１８

１０―１９年
n＝１４

２０―２９年
n＝２５

３０年以上
n＝２３

１―９年
n＝３０

１０―１９年
n＝２１

２０―２９年
n＝１８

３０年以上
n＝１１

１）適応障害 ７ａ）（３８．９）ｂ） １０（ ７１．４） １８（７２．０） １９（８２．６） １７（５６．７） １３（６１．９） １４（７７．８） １０（ ９０．９）
２）不安障害 ８（４４．４） １０（ ７１．４） １８（７２．０） ２０（８７．０） １７（５６．７） １５（７１．４） １４（７７．８） １０（ ９０．９）
３）気分障害 １３（７２．２） １１（ ７８．６） ２１（８４．０） ２１（９１．３） ２３（７６．７） １８（８５．７） １６（８８．９） ９（ ８１．８）
４）統合失調症 ９（５０．０） １０（ ７１．４） １６（６４．０） １４（６０．９） １９（６３．３） １３（６１．９） １２（６６．７） ５（ ４５．５）
５）発達障害 １５（８３．３） １４（１００．０） ２１（８４．０） ２１（９１．３） ２７（９０．０） １７（８１．０） １６（８８．９） １１（１００．０）

ａ）：事例経験数 ｂ）：事例経験率（＝１００×a／n）
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Ⅳ．考 察

１．養護教諭の観察視点の概要
調査の結果，肯定的回答が否定的回答よりも有意に高

くみられた観察視点は，質問全４０項目中３２項目であり，
後に医療機関で確定診断を受けた高校生の精神不調以前

にみられる様子が明らかになった．中でも特に頻度が高
かった「身体的な訴えがよくある」「保健室利用が多い」
「睡眠障害」「大勢の場所が苦手」は，高等学校でみら
れやすい高校生の様子といえる．岡崎らの調査２６）による
と，幻覚・妄想症状（PLEs）を複数回体験していた高
校生のうち，養護教諭に相談したのは３％である一方で

表４ 養護教諭の観察視点
Ｎ＝８０

養護教諭の観察視点
４件法による回答（％） 肯定的回答・否定的回答（％）

４．よくある ３．時々ある ２．あまりない １．全くない 肯定的回答 否定的回答 χ２値

１ 身体１ 頭痛・腹痛・腰痛・だるいなどの身体的な訴えが
よくある ５０（６２．５）ａ） ２７（３３．８） ３（ ３．８） ０（ ０．０） ７７（９６．３）ｂ） ３（ ３．８） ６８．４５０＊＊

２ 行動１ 保健室の利用が多い ４２（５２．５） ３４（４２．５） ３（ ３．８） １（ １．３） ７６（９５．０） ４（ ５．０） ６４．８００＊＊

３ 行動４ 大勢の場所が苦手のように見える ４０（５０．０） ３６（４５．０） ２（ ２．５） ２（ ２．５） ７６（９５．０） ４（ ５．０） ６４．８００＊＊

４ 情報２ 担任がその生徒を気にしている ３８（４７．５） ３８（４７．５） ４（ ５．０） ０（ ０．０） ７６（９５．０） ４（ ５．０） ６４．８００＊＊

５ 気分４ 気持ちが傷つきやすいように見える ３５（４３．８） ４１（５１．３） ４（ ５．０） ０（ ０．０） ７６（９５．０） ４（ ５．０） ６４．８００＊＊

６ 対人２ 対人関係について，不安・恐怖・苦痛がみられる ３０（３７．５） ４６（５７．５） ３（ ３．８） １（ １．３） ７６（９５．０） ４（ ５．０） ６４．８００＊＊

７ 気分１ 表情がなく，暗さや硬さを感じる ３９（４８．８） ３６（４５．０） ４（ ５．０） １（ １．３） ７５（９３．８） ５（ ６．３） ６１．２５０＊＊

８ 身体２ 睡眠の障害がある ４０（５０．０） ３４（４２．５） ５（ ６．３） １（ １．３） ７４（９２．５） ６（ ７．５） ５７．８００＊＊

９ 情報５ 学校側から見て，家庭または家族の様子が気になる ３６（４５．０） ３７（４６．３） ７（ ８．８） ０（ ０．０） ７３（９１．３） ７（ ８．８） ５４．４５０＊＊

１０ 情報３ ストレスの強い経験がある ３３（４１．３） ４０（５０．０） ７（ ８．８） ０（ ０．０） ７３（９１．３） ７（ ８．８） ５４．４５０＊＊

１１ 認知７ 被害感情があるように見える ２３（２８．８） ５０（６２．５） ６（ ７．５） １（ １．３） ７３（９１．３） ７（ ８．８） ５４．５００＊＊

１２ 行動２ 欠席，遅刻，早退がみられる ２９（３６．３） ４３（５３．８） ７（ ８．８） １（ １．３） ７２（９０．０） ８（１０．０） ５１．２００＊＊

１３ 気分３ 自分の思い・考えを表現できないようである ３４（４２．５） ３７（４６．３） ９（１１．３） ０（ ０．０） ７１（８８．８）ｃ） ９（１１．３） ４８．０５０＊＊

１４ 対人１ 話し相手となる友人がいない ２５（３１．３） ４６（５７．５） ８（１０．０） １（ １．３） ７１（８８．８） ９（１１．３） ４８．０５０＊＊

１５ 行動３ 学校行事は，過ごしにくそうである ２８（３５．０） ４２（５２．５） ８（１０．０） ２（ ２．５） ７０（８７．５） １０（１２．５） ４５．０００＊＊

１６ 気分５ 怒ったり気に病んだり，感情の起伏が激しいこと
がある ３２（４０．０） ３７（４６．３） １１（１３．８） ０（ ０．０） ６９（８６．３） １１（１３．８） ４２．０５０＊＊

１７ 認知３ 考えがまとまらないように見えることがある ２８（３５．０） ４０（５０．０） １１（１３．８） １（ １．３） ６８（８５．０） １２（１５．０） ３９．２００＊＊

１８ 対人３ 同年代との会話の様子を見て，すれ違いが見られる ２６（３２．５） ４２（５２．５） １０（１２．５） ２（ ２．５） ６８（８５．０） １２（１５．０） ３９．２００＊＊

１９ 行動７ 自傷行為が見られる，または疑われる １３（１６．３） ５４（６７．５） １０（１２．５） ３（ ３．８） ６７（８３．８） １３（１６．３） ３６．４５０＊＊

２０ 対人７ 周囲に一歩ひかれたりしている ２１（２６．３） ４５（５６．３） １０（１２．５） ４（ ５．０） ６６（８２．５） １４（１７．５） ３３．８００＊＊

２１ 認知４ 注意力，集中力がないように見える ２０（２５．０） ４５（５６．３） １４（１７．５） １（ １．３） ６５（８１．３） １５（１８．８） ３１．２５０＊＊

２２ 情報１ 入学以前は不登校傾向だったことがある １９（２３．８） ４５（５６．３） １３（１６．３） ３（ ３．８） ６４（８０．０） １６（２０．０） ２８．８００＊＊

２３ 認知８ 不平や不満などを饒舌に話す ２０（２５．０） ４１（５１．３） １６（２０．０） ３（ ３．８） ６１（７６．３） １９（２３．８） ２２．０５０＊＊

２４ 情報４ 本人が，家族のことを心配，または気にしている ２０（２５．０） ４１（５１．３） １９（２３．８） ０（ ０．０） ６１（７６．３） １９（２３．８） ２２．０５０＊＊

２５ 対人４ 同年代の輪に入れないでいるが，入りたそうに感
じられる ２１（２６．３） ３７（４６．３） １９（２３．８） ３（ ３．８） ５８（７２．５） ２２（２７．５） １６．２００＊＊

２６ 身体３ 食欲の異常がある １４（１７．５） ４４（５５．０） １８（２２．５） ４（ ５．０） ５８（７２．５） ２２（２７．５） １６．２００＊＊

２７ 気分２ じっと見る，目が泳ぐ，視点が合わないなど視線
が特徴的である １９（２３．８） ３８（４７．５） ２１（２６．３） ２（ ２．５） ５７（７１．３） ２３（２８．８） １４．４５０＊＊

２８ 認知１ 周囲の様子をうかがうような目をする １４（１７．５） ４３（５３．８） ２２（２７．５） １（ １．３） ５７（７１．３） ２３（２８．８） １４．４５０＊＊

２９ 対人５ 自己主張をせず，周囲の意見に従順である １３（１６．３） ４４（５５．０） ２１（２６．３） ２（ ２．５） ５７（７１．３） ２３（２８．８） １４．４５０＊＊

３０ 認知２ 責められているように感じる様子が伺える １０（１２．５） ４２（５２．５） ２６（３２．５） ２（ ２．５） ５２（６５．０） ２８（３５．０） ７．２００＊＊

３１ 行動９ 食行動に異常が見られる ４（ ５．０） ４６（５７．５） ２２（２７．５） ８（１０．０） ５０（６２．５） ３０（３７．５） ５．０００＊

３２ 行動６ インターネット上で人間関係に没頭する １２（１５．０） ３７（４６．３） ２７（３３．８） ４（ ５．０） ４９（６１．３） ３１（３８．８） ４．０５０＊

３３ 認知５ 指示された行動が理解できない様子が見られる １０（１２．５） ３８（４７．５） ２８（３５．０） ４（ ５．０） ４８（６０．０） ３２（４０．０） ３．２００

３４ 気分７ 涙を流して，泣きつづける ５（ ６．３） ４２（５２．５） ２６（３２．５） ７（ ８．８） ４７（５８．８） ３３（４１．３） ２．４５０

３５ 行動８ トイレや人気のない場所に閉じこもることがある ７（ ８．８） ３８（４７．５） ３０（３７．５） ５（ ６．３） ４５（５６．３） ３５（４３．８） １．２５０

３６ 行動１０ 行動・行為が普段よりも遅く感じられる ９（１１．３） ３４（４２．５） ３１（３８．８） ６（ ７．５） ４３（５３．８） ３７（４６．３） ０．４５０

３７ 行動５ インターネットから多量に情報収集を行い，それ
をうのみにして話す ９（１１．３） ２８（３５．０） ３３（４１．３） １０（１２．５） ３７（４６．３） ４３（５３．８） ０．４５０

３８ 認知６ 自分の行動をあえて確認しにくる ３（ ３．８） ２７（３３．８） ３８（４７．５） １２（１５．０） ３０（３７．５） ５０（６２．５） ５．０００＊

３９ 気分６ 状況に関係なく，笑っていることが多い １（ １．３） ２８（３５．０） ４０（５０．０） １１（１３．８） ２９（３６．３） ５１（６３．８） ６．０５０＊

４０ 対人６ 命令口調など，身近な人を従わせようとする ４（ ５．０） ２３（２８．８） ４３（５３．８） １０（１２．５） ２７（３３．８） ５３（６６．３） ８．４５０＊＊

ａ）：「よくある」と回答５０％以上 ｂ）：肯定的回答９０％以上 ｃ）：肯定的回答８０％以上 ＊P＜０．０５ ＊＊P＜０．０１ （χ２検定）

８８ 学校保健研究 Jpn J School Health５８；２０１６
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っ
た

り
気

に
病

ん
だ

り
，

感
情

の
起

伏
が

激
し

い
こ

と
が

あ
る

４０
．７

４８
．１

１１
．１

０．
０

３７
．５

５０
．０

１２
．５

０．
０

３７
．９

４８
．５

１３
．６

０．
０

４２
．９

４２
．９

１４
．３

０．
０

３８
．５

４２
．３

１９
．２

０．
０

４５
．８

３７
．５

１６
．７

０．
０

５０
．０

３５
．７

１４
．３

０．
０

３５
．５

５１
．６

１２
．９

０．
０

気
分

６
状

況
に

関
係

な
く

，
笑

っ
て

い
る

こ
と

が
多

い
０．

０
３８

．９
５１

．９
９．

３
１．

８
３７

．５
５１

．８
８．

９
１．

５
３４

．８
５０

．０
１３

．６
０．

０
４２

．９
５１

．０
６．

１ ＊
３．

８
２６

．９
４６

．２
２３

．１
０．

０
２９

．２
４５

．８
２５

．０
０．

０
３５

．７
５０

．０
１４

．３
３．

２
２２

．６
４８

．４
２５

．８

気
分

７
涙

を
流

し
て

，
泣

き
つ

づ
け

る
７．

４
６３

．０
２５

．９
３．

７ ＊
＊

８．
９

５８
．９

２８
．６

３．
６ ＊

＊
４．

５
５１

．５
３６

．４
７．

６
６．

１
５３

．１
３４

．７
６．

１
３ ．

８
３０

．８
４６

．２
１９

．２
０．

０
３７

．５
４１

．７
２０

．８
１４

．３
５７

．１
１４

．３
１４

．３
６．

５
５１

．６
２９

．０
１２

．９

認
知

１
周

囲
の

様
子

を
う

か
が

う
よ

う
な

目
を

す
る

２０
．４

５７
．４

２２
．２

０．
０

１９
．６

５０
．０

２８
．６

１．
８

１８
．２

５４
．５

２７
．３

０．
０

１６
．３

６１
．２

２２
．４

０．
０

１１
．５

４６
．２

３８
．５

３．
８

１２
．５

６２
．５

２５
．０

０．
０

１４
．３

５０
．０

２８
．６

７．
１

１９
．４

４１
．９

３５
．５

３．
２

認
知

２
責

め
ら

れ
て

い
る

よ
う

に
感

じ
る

様
子

が
伺

え
る

１６
．７

５９
．３

２２
．２

１．
９ ＊

＊
１６

．１
５３

．６
２８

．６
１．

８
１３

．６
５３

．０
３０

．３
３．

０
１４

．３
６３

．３
２２

．４
０．

０ ＊
＊

３．
８

３８
．５

５３
．８

３．
８

４．
２

５０
．０

４１
．７

４．
２

７．
１

５０
．０

４２
．９

０．
０

９．
７

３５
．５

４８
．４

６．
５

認
知

３
考

え
が

ま
と

ま
ら

な
い

よ
う

に
見

え
る

こ
と

が
あ

る
３５

．２
５３

．７
１１

．１
０．

０
３３

．９
５１

．８
１４

．３
０．

０
３１

．８
５３

．０
１３

．６
１．

５
３８

．８
４９

．０
１２

．２
０．

０
３４

．６
４２

．３
１９

．２
３．

８
３７

．５
４５

．８
１２

．５
４．

２
５０

．０
３５

．７
１４

．３
０．

０
２９

．０
５１

．６
１６

．１
３．

２

認
知

４
注

意
力

，
集

中
力

が
な

い
よ

う
に

見
え

る
２５

．９
５７

．４
１６

．７
０．

０
２６

．８
５８

．９
１４

．３
０．

０
２５

．８
５４

．５
１８

．２
１．

５
３２

．７
５７

．１
１０

．２
０．

０ ＊
＊

２３
．１

５３
．８

１９
．２

３．
８

２０
．８

５０
．０

２５
．０

４．
２

２１
．４

６４
．３

１４
．３

０．
０

１２
．９

５４
．８

２９
．０

３．
２

認
知

５
指

示
さ

れ
た

行
動

が
理

解
で

き
な

い
様

子
が

見
ら

れ
る

１３
．０

５３
．７

２９
．６

３．
７

１４
．３

４８
．２

３３
．９

３．
６

１２
．１

４３
．９

３７
．９

６．
１

１４
．３

５５
．１

２８
．６

２．
０ ＊

１１
．５

３４
．６

４６
．２

７．
７

８．
３

４５
．８

３７
．５

８．
３

１４
．３

６４
．３

２１
．４

０．
０

９．
７

３５
．５

４５
．２

９．
７

認
知

６
自

分
の

行
動

を
あ

え
て

確
認

し
に

く
る

１．
９

４４
．４

４８
．１

５．
６ ＊

＊
１．

８
４４

．６
４４

．６
８．

９ ＊
＊

３．
０

３３
．３

４８
．５

１５
．２

６．
１

３８
．８

４９
．０

６．
１ ＊

＊
７．

７
１１

．５
４６

．２
３４

．６
８．

３
８．

３
５４

．２
２９

．２
７．

１
３５

．７
４２

．９
１４

．３
０．

０
２５

．８
４５

．２
２９

．０

認
知

７
被

害
感

情
が

あ
る

よ
う

に
見

え
る

２９
．６

６３
．０

７．
４

０．
０

２８
．６

６４
．３

７．
１

０．
０

２５
．８

６５
．２

９．
１

０．
０

３４
．７

５７
．１

８．
２

０．
０

２６
．９

６１
．５

７．
７

３．
８

２９
．２

５８
．３

８．
３

４．
２

４２
．９

５０
．０

０．
０

７．
１

１９
．４

７１
．０

６．
５

３．
２

認
知

８
不

平
や

不
満

な
ど

を
饒

舌
に

話
す

２７
．８

５１
．９

１８
．５

１．
９

２５
．０

５１
．８

１９
．６

３．
６

２４
．２

５０
．０

２１
．２

４．
５

２６
．５

５１
．０

２０
．４

２．
０

１９
．２

５０
．０

２３
．１

７．
７

２５
．０

５０
．０

２０
．８

４．
２

２８
．６

５７
．１

１４
．３

０．
０

２２
．６

５１
．６

１９
．４

６．
５

回
答

は
，

４
．

よ
く

あ
る

３
．

時
々

あ
る

２
．

あ
ま

り
な

い
１

．
全

く
な

い
＊

：
P＜

０．
０５

＊
＊

：
P＜

０．
０１

（
M

an
n-
W

hi
tn

ey
の

Ｕ
検

定
）

８９増本ほか：精神不調のある高校生に対する養護教諭の観察視点の検討



表
５
―２

当
該

事
例

の
対

応
経

験
と

他
の

事
例

の
対

応
経

験
に

よ
る

比
較

（
割

合
）

②
Ｎ

＝
８０

（
％

）

養
護

教
諭

の
観

察
視

点

IC
D
-１０

分
類

適
応

障
害

不
安

障
害

気
分

障
害

統
合

失
調

症

人
数

上
段

：
当

該
事

例
の

対
応

経
験

あ
り

n＝
５４

下
段

：
他

の
事

例
の

対
応

経
験

あ
り

n＝
２６

上
段

：
当

該
事

例
の

対
応

経
験

あ
り

n＝
５６

下
段

：
他

の
事

例
の

対
応

経
験

あ
り

n＝
２４

上
段

：
当

該
事

例
の

対
応

経
験

あ
り

n＝
６６

下
段

：
他

の
事

例
の

対
応

経
験

あ
り

n＝
１４

上
段

：
当

該
事

例
の

対
応

経
験

あ
り

n＝
４９

下
段

：
他

の
事

例
の

対
応

経
験

あ
り

n＝
３１

回
答

４
３

２
１

４
３

２
１

４
３

２
１

４
３

２
１

行
動

１
保

健
室

の
利

用
が

多
い

５９
．３

３８
．９

１．
９

０．
０ ＊

５７
．１

３９
．３

３．
６

０．
０

５４
．５

４０
．９

３．
０

１．
５

５５
．１

４４
．９

０．
０

０．
０

３８
．５

５０
．０

７．
７

３．
８

４１
．７

５０
．０

４．
２

４．
２

４２
．９

５０
．０

７．
１

０．
０

４８
．４

３８
．７

９．
７

３．
２

行
動

２
欠

席
，

遅
刻

，
早

退
が

み
ら

れ
る

４０
．７

５３
．７

５．
６

０．
０

３７
．５

５７
．１

５．
４

０．
０

３６
．４

５６
．１

６．
１

１．
５

４２
．９

５１
．０

６．
１

０．
０

２６
．９

５３
．８

１５
．４

３．
８

３３
．３

４５
．８

１６
．７

４．
２

３５
．７

４２
．９

２１
．４

０．
０

２５
．８

５８
．１

１２
．９

３．
２

行
動

３
学

校
行

事
は

，
過

ご
し

に
く

そ
う

で
あ

る
４０

．７
５１

．９
７．

４
０．

０ ＊
４１

．１
５０

．０
８．

９
０．

０ ＊
３１

．８
５６

．１
１０

．６
１．

５
４０

．８
５１

．０
８．

２
０．

０
２３

．１
５３

．８
１５

．４
７．

７
２０

．８
５８

．３
１２

．５
８．

３
５０

．０
３５

．７
７．

１
７．

１
２５

．８
５４

．８
１２

．９
６．

５

行
動

４
大

勢
の

場
所

が
苦

手
の

よ
う

に
見

え
る

５７
．４

４０
．７

１．
９

０．
０ ＊

５８
．９

３７
．５

３．
６

０．
０ ＊

４７
．０

４８
．５

３．
０

１．
５

５３
．１

４４
．９

２．
０

０．
０

３４
．６

５３
．８

３．
８

７．
７

２９
．２

６２
．５

０．
０

８．
３

６４
．３

２８
．６

０．
０

７．
１

４５
．２

４５
．２

３．
２

６．
５

行
動

５
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

か
ら

多
量

に
情

報
収

集
を

行
い

，
そ

れ
を

う
の

み
に

し
て

話
す

１１
．１

３７
．０

４４
．４

７．
４

１２
．５

４１
．１

３７
．５

８．
９ ＊

９．
１

３０
．３

４７
．０

１３
．６

＊
１２

．２
３８

．８
４４

．９
４．

１
１１

．５
３０

．８
３４

．６
２３

．１
８．

３
２０

．８
５０

．０
２０

．８
２１

．４
５７

．１
１４

．３
７．

１
９．

７
２９

．０
３５

．５
２５

．８

行
動

６
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

上
で

人
間

関
係

に
没

頭
す

る
１３

．０
５３

．７
３１

．５
１．

９
１６

．１
５１

．８
２８

．６
３．

６
１２

．１
４５

．５
３７

．９
４．

５
１２

．２
５１

．０
３４

．７
２．

０
１９

．２
３０

．８
３８

．５
１１

．５
１２

．５
３３

．３
４５

．８
８．

３
２８

．６
５０

．０
１４

．３
７．

１
１９

．４
３８

．７
３２

．３
９．

７

行
動

７
自

傷
行

為
が

見
ら

れ
る

，
ま

た
は

疑
わ

れ
る

１８
．５

７２
．２

７．
４

１．
９ ＊

１６
．１

７８
．６

３．
６

１．
８ ＊

１８
．２

６９
．７

１０
．６

１．
５ ＊

１４
．３

７３
．５

１２
．２

０．
０

１１
．５

５７
．７

２３
．１

７．
７

１６
．７

４１
．７

３３
．３

８．
３

７．
１

５７
．１

２１
．４

１４
．３

１９
．４

５８
．１

１２
．９

９．
７

行
動

８
ト

イ
レ

や
人

気
の

な
い

場
所

に
閉

じ
こ

も
る

こ
と

が
あ

る
９．

３
５０

．０
３８

．９
１．

９
８．

９
５０

．０
３９

．３
１．

８
６．

１
４８

．５
３９

．４
６．

１
１０

．２
４２

．９
４２

．９
４．

１
７．
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４０％が保健室を１か月間に１回以上利用しており，保健
室が精神保健問題を早期に発見し得る重要な場であるこ
とを示唆している．また精神症状はそれが主症状でない
様々な疾患によっても引き起こされることや２７），緊急性
はないが日常生活に潜む症状もある２８）．精神不調の要因
や背景は多様にあるなかで９）１１）１３）１４），多くの養護教諭が頻
回に捉えていた精神不調以前にみられた高校生の様子は，
学校生活の中から高校生の精神不調を早期発見する観察
視点になると考える．
２．精神不調のある高校生に対する養護教諭の観察視点
の特徴

⑴ 精神医学的な観点での捉え
適応障害事例の対応経験者では，対人関係と行動に関

する観察視点が多く，他の事例の対応経験に比べて有意
に高く差が認められた項目数も多かった．適応障害と診
断される高校生には多様な不調が表れており，養護教諭
が様々な場面で捉えていたといえる．対人関係と行動に
関する内容としては保健室の利用が多いことや同年代と
の関わりが他覚的に見て気になるなどの観察視点であっ
た．過去のストレス経験や不登校といった情報の観察視
点についても特徴がみられ，それをもとに養護教諭がよ
り積極的に健康観察や情報収集を行っていたことも考え
られる．適応障害は主観的な苦悩と情緒障害の状態で，
抑うつ気分・不安・心配などの症状があり心理社会的ス
トレス因がないと症状は起こらないとされる１８）．その中
で精神不調に先行して対人関係や行動の表れを捉えてい
たことは，対人関係に問題を抱える高校生の中には適応
障害の診断につながることもあり，学校生活において不
適応を見る際に，対人関係の問題は重要な観察視点の一
つといえる．

不安障害事例の対応経験者では，身体的な訴え，睡眠
障害，食欲異常という身体的反応に対する特徴がみられ
た．高校生の健康相談活動のICD-１０分類の研究２０）におい
て，不安障害を含む神経症関連では５８．６％が身体不調を
訴えていた．高校生における対人恐怖傾向の調査２９）にお
いても，対人恐怖傾向と不定愁訴についての関連が示さ
れ，本研究も同様に身体的反応に対する捉えが多かった．
睡眠障害については，不眠の持続が不安障害へとつなが
る可能性３０）や，不安障害において抑うつの有無が睡眠障
害の出現に大きく関与している可能性が示唆されてお
り３１）３２），高校生においても睡眠障害がみられたことは抑
うつとの関連，その後の不安障害への可能性が考えられ
る観察視点といえる．また摂食障害は不安障害との併存
が高率といわれ３３）３４），食欲異常についても不安障害の考
慮を必要とする観察視点といえる．

気分障害事例の対応経験者では，自傷行為に特徴がみ
られた．「自傷あるいは自殺の観念や行為」はうつ病エ
ピソードの一般的症状の一つとされる３５）．また青年期の
自傷行為は他の年齢に比して多い３６）ことからも高校生の
気分障害には，自傷行為が他の年齢や疾患に比して多い

ことが推測され，自傷行為は気分障害につながる可能性
のある観察視点といえる．

統合失調症事例の対応経験者では，他疾患と比べて思
考・認知に関する項目が多く，特徴としては「注意力・
集中力がない」「指示が理解できない」であった．統合
失調症は１０代中ごろから２０代に発症し，その症状の一つ
には思考のまとまりのなさと混乱がみられる３７）３８）．また
「自分の行動をあえて確認」「話し相手となる友人がい
ない」も特徴としてあった．児童期発症の統合失調症の
前駆症状の研究３９）では，対人関係過敏，不安焦燥，身体
不調が多く認められ，また広汎性発達障害合併との比較
研究４０）では，合併群の前駆期症状として強迫症状が高頻
度に認められていた．これらのことから高校生において
も学校生活の中でみられる思考・認知の様子は統合失調
症につながる可能性がある観察視点といえる．

以上から，各疾患事例の対応経験による観察視点の特
徴は，それぞれ疾患でみられる症状と符合するものも
あった．養護教諭は医学的素養を持つことや４１），心の問
題の可能性を判断するときに精神疾患の可能性にも着眼
している４２）ことからも，養護教諭が意図的に精神疾患に
関連した様子を確認していたことが考えられる．
⑵ 高校生によく見られる精神不調の捉え

適応障害・不安障害・統合失調症に共通して見られた
観察視点は「睡眠障害」「表情の暗さや硬さ」「自分の行
動をあえて確認」「食行動に異常」「話し相手がいない」
の５項目であった．睡眠障害は多くの場合が精神的ある
いは身体的な障害の一症状であり４３），中高生の睡眠習慣
と精神的健康の変化に関する研究４４）では，就寝時刻と不
安・抑うつの関係が示されている．また遅刻や欠席等に
ついては全体の９０．０％の養護教諭が肯定的回答を示して
おり，養護教諭は睡眠障害について保健室利用時だけで
なく，遅刻や欠席等の様子からも推測していると考えら
れる．強迫性障害は，児童思春期で０．５～４％の有病率
であり，男子は前思春期，女子は思春期の発症が多い４５）．
不安障害・気分障害・統合失調症・発達障害の合併
症４６）４７）や発達の特徴による二次的障害３）４８）としても知られ
る．「自分の行動をあえて確認」する強迫的な様子は，
保健室で高校生との関わりや，周囲の高校生や教職員の
情報から注目していたと考えられる．食行動異常が主と
する摂食障害は，特に神経性無食欲症は青年期女子に多
くみられ，抑うつや強迫の症状の諸特徴を伴うことがあ
る４９）．高校生の摂食障害事例の研究５０）においては，症状
は多様であり，強迫傾向，対人関係不良，抑うつ感，及
び自殺念慮といった精神症状が出現していた．食行動の
異常は学校で直接見られることは多くはないが，養護教
諭は体重の増減による体格の変化や定期健康診断結果の
比較，高校生の手指の皮膚変化，月経の様子などからも
間接的に推測し食行動の異常を捉えていると考えられる．

自傷行為は気分障害をはじめ適応障害，不安障害の事
例経験者に共通の特徴としてみられた．自傷行為は，境
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界性パーソナリティ障害・気分障害・摂食障害・解離性
障害・外傷後ストレス障害などと関係する行動として認
識されている５１）．また保健室利用状況に関する調査報告
（平成２３年度）５２）で，高等学校において健康相談内容の
１．０％，救急処置の０．２％と示されており，小中学校に比
べて割合が高かった．中学生の自傷行為の調査５３）では，
自傷行為の経験と現在の抑うつ，自傷行為の頻度と現在
の抑うつの程度の関係が示されている．養護教諭は自傷
跡等を実際に見たことや，疾患に関連した事例経験から
も，精神不調の可能性のある高校生に対して，手首などを
より注意深く観察し，また健康相談では高校生自らが自
傷行為について語れる促しをしていることが推察される．

以上から，複数の疾患事例の対応経験者に共通して抽
出された観察視点は，高校生の精神不調以前にみられや
すい様子といえ，養護教諭は職務の特質から健康問題を
多面的に捉えていることからも９）１１），観察や健康相談等を
通して精神不調につながる可能性を捉えていたといえる．
⑶ 対人関係と行動から学校生活の困りとしての捉え

適応障害の事例経験者は同年代との他覚的な関わりの
不自然さを，適応障害・不安障害の事例経験者は対人関
係の不安を捉えていた．思春期には，特有の公的自己意
識の増大と，対人恐怖症等の背景にその過剰な高まりが
ある５４）．また高校生の抑うつと自殺念慮等の実態調査５５）

によると，高校生は人間関係に関する出来事に対して最
もストレスを感じていた．大熊５６）は青年期の精神症状の
特性の一つとして，心的葛藤が，神経症的症状のほかに，
行動化 acting outや現実からの回避といった直接行動
で表現されることが多いと述べている．本研究において
も，保健室利用や欠席等の様子，学校行事や大勢が苦手
な様子，及び保健室の内外でみられる対人関係の様子に
ついて多くの養護教諭が頻回に捉えており，精神不調以
前に学校生活においての困りとして表れた高校生の様子
を養護教諭が捉えていたといえる．

Ⅴ．結 論

本研究は高校生の精神不調を早期発見・早期支援する
ために必要な養護教諭の観察視点を検討することを目的
とした．精神科医療を要した高校生への養護教諭の観察
視点に対する調査をした結果，精神不調以前の観察視点
について，質問全４０項目中３２項目に対して肯定的回答が
否定的回答に比べて有意に高く認められた．疾患事例の
対応経験による観察視点の特徴は，各疾患の症状と符合
するものであり，学校生活の中で見られる特徴でもあっ
た．養護教諭は高校生が精神不調になる以前に，これら
の観察視点から精神不調につながる健康問題の可能性を
捉えていたといえる．また，養護教諭の観察視点の特徴
として，精神医学的な症状の捉え，高校生によく見られ
る精神不調の捉え，対人関係と行動から見る学校生活の
困りとしての捉えをしていたことが明らかになった．こ
れらの養護教諭の観察視点は，高校生の精神不調の早期

発見に対して有効であるといえる．
今後は本研究の結果をふまえて，学校における高校生

の精神不調に関する観察視点の項目の活用についてさら
に検討を進めていきたいと考える．
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Ⅰ．はじめに

児童生徒の心身の健康問題の多様化に伴い，昭和３３年
に制定された学校保健法が，約５０年ぶりに改正された．
そして，平成２１年（２００９年）４月に新たに施行された学
校保健安全法において健康相談は，「学校においては，
児童生徒等の心身の健康に関し，健康相談を行うものと
する．」と規定され，特定の教職員に限らず，養護教諭，
学校医・学校歯科医・学校薬剤師，担任教諭など関係教
職員による積極的な参画が求められるもの１）となった．
すなわち，児童生徒等の多様な健康課題に対して組織的
に対応する観点が取り入れられ，異なる専門性をもつ人

材がそれぞれの立場から健康相談に携わることが強調さ
れている．また，「心身」という文言が明記されたこと
から，体だけでなく，心の問題をも含んだより広い視点
から健康相談を行うことが期待されていると理解できる．
学校における健康相談は，「児童生徒の発達に即して一
緒に心身の健康問題を解決していく過程で，自己理解を
深め自分自身で解決しようとする人間的な成長につなが
ることから，健康の保持増進だけでなく教育的な意義が
大きく，学校教育において重要な役割を担って」２）おり，
今後一層の充実が望まれる分野である．

文部科学省２）が示している健康相談の基本的なプロセ
スを見ると，問題の背景の把握の段階について「医学的
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要因か心理社会的要因であるかの判断については，養護
教諭の専門性を発揮すること」との説明が加えられてい
る．また養護教諭は，平成９年（１９９７年）の保健体育審
議会答申（以下，平成９年保体審答申）３）において，「児
童生徒の身体的不調の背景に，いじめなどの心の健康問
題がかかわっていること等のサインにいち早く気付くこ
とのできる立場にある」と，その求められる機能が明示
されてきた経緯があり，学校における心理的な問題の早
期発見・早期対応のキーパーソンとして認識されている
といえる．すなわち，養護教諭が保健室来室者に対する
初期判断として，その心理的な側面を含めたアセスメン
トを行うことは，後に続く対応方針を決定していく際の
重要な分岐点であるととらえることができる．

しかしながら三木４）によれば，身体症状と心の健康問
題についての理解や，これにかかわる心身の観察やアセ
スメントに関して自信が持てない養護教諭が約８割に上
ることが報告されている．また，沖西ら５）が実施した養
護教諭の研修ニーズに関する調査によれば，「メンタル
ヘルスに関する問題の理解と対応」や「集団生活に適応
できない子どもについての理解と対応」といった内容が，
学校種や経験年数を問わずその上位を占めており，心理
的な問題を抱えた児童生徒の見立てやその対応方法につ
いて学ぶ必要性を感じている養護教諭が多数に及んでい
る現状がうかがえる．さらに，近年では，養護教諭が心
理的要因について判断する際の視点や根拠を明確化しよ
うとする試みがいくつか行われており６－８），児童生徒の
心理的側面の見立てに関する理論的背景の理解は，この
分野における喫緊の課題であると言える．

このような問題を解決する一つの着眼点として，臨床
心理学の知見の援用が考えられる．そして，児童生徒の
臨床心理学的理解における理論的背景を提供するための
一つの方法論として，行動論的コンサルテーション（be-
havioral consultation）が挙げられる．行動論的コンサ
ルテーションとは，主としてコンサルティの問題解決を
系統的に進めるために行われる，行動論的な方法や技法
（行動療法，応用行動分析など）を用いたコンサルテー
ションを総称したものである９）．学校現場における健康
相談の枠組みの場合には，行動療法や応用行動分析の視
点を用いた児童生徒の臨床心理学的理解の方法を養護教
諭（コンサルティ）に対して教授することによって，養
護教諭の支援対象者である児童生徒（クライエント）の
抱える心理的問題の改善を促進しようとすることを指し
ている．この方法論では，コンサルティの支援対象とな
るクライアントの抱える問題の分析段階として，応用行
動分析学において発展してきた「機能的アセスメント
（functional assessment）」を重視している１０）．機能的
アセスメントとは，問題行動の生起と機能的に関係して
いる先行事象と結果事象についての情報を集めるプロセ
スと定義される１１）．たとえば，保健室頻回来室行動など
心理的な問題が想定される行動を，「先行刺激」―「行

動」―「後続する結果」の三つの枠組み（三項随伴性）
に基づいて整理し，その行動がどのような条件で生じ，
どのような結果が随伴することによって維持されるのか，
すなわちその行動が，「教室の居心地の悪さを回避する
ために続けている」のか，あるいは「養護教諭の注目を
獲得するために続けている」のかといった行動の持つ「機
能」について理解していくこととなる．そして，教室か
らの回避の機能が優位であれば，教室の嫌悪性を下げて
いくような対応を行うことが有効であると考えられる．
また，注目の獲得の機能が優位であれば，児童が適切な
行動をとった時のみに対応し，不適切な行動をとった時
にはそれを受け流す対応を行うことが有効であると考え
られる．

日常場面における適用の観点から，教員等を対象とし
た機能的アセスメントのトレーニングに関する実験的研
究も増加しており１２），本邦においてもいくつかの取組が
なされている．たとえば，藤原ら１３）は，幼稚園教諭を対
象とした機能的アセスメントの知識教授を含んだ行動理
論に基づく研修プログラムを開発し，子どもの行動変容
と教師に与える影響について検討した．その結果，保育
者効力感が上昇し，保育者にとって気になる子どもの行
動の減少が認められたとしている．

元来コンサルテーションは，コンサルティの現在抱え
ている問題について援助することと同時に，コンサル
ティが新しい見識やスキルを身につけ，将来似たような
問題に遭遇した際に，コンサルタントの継続的な支援が
なくても効果的に対応できるようになることを志向して
いる１４）．ここでのコンサルティとはクライエントの直接
の援助者である専門家を指し，コンサルタントとはコン
サルティに支援や援助の方法論を提供する高度の専門家
を指す．また，本研究における行動論的コンサルテー
ションは，コンサルタントである行動療法，認知行動療
法の専門家が，機能的アセスメントという具体的な枠組
みをコンサルティすなわち児童生徒（クライエント）の
直接の援助者である養護教諭に提供するものである．こ
のような行動論的コンサルテーションによって，児童生
徒の心理的背景を理解する「方略」そのものを身につけ
ることが可能となるため，多様な訴えで来室する児童生
徒への見立てや支援を求められる養護教諭においても，
この方法論や理論的枠組みは非常に有用であると考えら
れる．

Crone & Horner１５）は，学校場面において機能的アセ
スメントを実施する際に重視すべき観点として，『文脈
における適合性（contextual fit）』を挙げている．『文脈
における適合性』とは，介入を実行する人の価値観やス
キル，日常的習慣と，実際の支援内容が適合することを
指している．コンサルテーションにおいては，コンサル
タントが提供する新たな方法論を，コンサルティが受け
入れ実行に移さなければ，対象となる児童生徒の変化を
見込むことができない．つまりコンサルティが，普段の
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自らの職務への取組方と照らし合わせて，新たな介入方
法を受け入れ可能であると判断することが，コンサル
テーションの有効化に大きく影響することが考えられる．
伊藤１６）は，養護教諭の職務に対する役割認知には差異が
あることを指摘していることから，同じ養護教諭という
職種であってもその『文脈』には違いがあるものと考え
られ，行動論的コンサルテーションの受け入れ方にもい
くつかのパターンが生じることが予測される．以上のこ
とから，養護教諭を対象として行動論的コンサルテー
ションを提供する際には，健康相談に対して普段どのよ
うな対応を重視して取り組んでいるのかを考慮し，実際
の職務において実践化されるための提案のあり方を検討
する必要があると考えられる．

そこで本研究では，養護教諭を対象とした行動論的コ
ンサルテーションの効果について，養護教諭の健康相談
における対応の特徴の側面からの検討を試みる．まず，
本研究で作成した健康相談における対応の特徴をアセス
メントするためのチェックリストへの回答をもとに，研
究参加者である養護教諭の類型化を行う．さらに，この
類型の違いによる行動論的コンサルテーションの受け入
れの程度の差異を，見立てに対する自己効力感の変容，
実際の職務における実行の程度から検証する．以上のこ
とから，養護教諭に対する行動論的コンサルテーション
の適用上の課題について，検討することを目的とする．

なお，本研究では，「養護教諭の健康相談における対
応チェックリスト」の作成過程や，養護教諭を対象とし
た行動論的コンサルテーションにおいて，平成９年保体
審答申３）において示された健康相談活動の定義（「養護教
諭の職務の特質や保健室の機能を十分に生かし，児童生
徒のさまざまな訴えに対して，常に心因的な要因や背景
を念頭において，心身の観察，問題の背景の分析，解決
のための支援，関係者との連携など心や体の両面への対
応を行う活動である」）を使用した．文部科学省は学校
保健安全法第８条（健康相談）に関し，養護教諭が行っ
てきた健康相談活動については，法に規定された健康相
談に含まれる１７）との見解を示しており，これまで養護教
諭が担ってきた健康相談活動の概念は，法律上の健康相
談として再整理されている．そこで本研究では，養護教
諭の専門性を生かしながら，児童生徒の心理的側面に対
応していく健康相談の一つの例として健康相談活動の定
義に着目し，様々な訴えで保健室を訪れる児童生徒に対
する初期判断として心理的アセスメントを行うことを想
定し，行動論的コンサルテーションを実施することとし
た．

Ⅱ．研究方法

１．養護教諭の健康相談における対応チェックリストの
作成
本研究においては，養護教諭の健康相談における対応

の特徴をアセスメントするためのチェックリストを独自

に作成した．作成方法を以下に示す．
１）チェックリスト項目の抽出
①調査対象者

首都圏，東海地方，九州地方に勤務する現職養護教諭
４０名（平均年齢３８．５歳，SD＝８．３８，平均養護教諭経験
年数１５．９２年，SD＝８．８６，女性４０名，男性０名）．
②調査実施時期及び調査方法

調査は２００９年８月～９月に実施した．養護教諭が集ま
る研修会等の機会を用い，研究の趣旨等を説明する文書
とともに質問紙を配布した．質問紙調査への回答に同意
が得られた対象者には，郵送による返信を依頼した．
③調査内容

児童生徒の心理的側面に対応する健康相談の一例とし
て，平成９年保体審答申３）に記述されている健康相談活
動の定義（前掲）を提示した上で，調査対象者の勤務す
る学校の保健室に，身体症状を訴えて頻繁に来室する児
童生徒がおり，訴えの背景に心理的背景が想定される場
合，その児童生徒への対応に関して，どのようなことを
考えるかについて，箇条書き式の自由記述を求めた．

なお本研究においては，健康相談活動の対象となる児
童生徒の典型例として，「保健室頻回来室」を取り上げた．
日本学校保健会１８）によれば，養護教諭の約９割が，背景
に心の問題が関係しそうだと思う児童生徒のあらわれに
ついて，「保健室に来る回数」と回答しており，健康相
談活動の概念について調査対象者の共通理解を得やすい
状態像であると言える．また平山ら１９）は，保健室登校者
の心身の不適応兆候の見つかった経緯として，「保健室
頻回来室」が「長期欠席」に次いで多いとの見解を示し
ており，児童生徒の抱える心理的問題の早期発見・早期
対応を実現する上でも重視すべき対象であるといえる．
④分析方法

調査対象者から得られた箇条書き式の自由記述につい
て，重複する項目を削除し，計３５項目を抽出した．この
３５項目について，研究の内容に熟知した臨床心理学を専
攻する大学院生３名がKJ法による分類を行った．さら
に３名の現職養護教諭及び，養護教諭経験者である第一
著者によって，各項目が健康相談活動に対する養護教諭
の対応を示す概念として妥当であるかを検討した．検討
の際には，平成９年保体審答申３）で述べられている健康
相談活動に必要な養護教諭の資質，健康相談活動カリ
キュラム開発委員会２０）が示している健康相談活動のプロ
セス及び健康相談活動に必要な知識・技術と照合し，健
康相談活動の概念に含まれないと判断される項目は除外
した．
⑤倫理的配慮

調査対象者には文書を通じて研究の趣旨を伝えるとと
もに，個人情報や個人の回答内容が公表されることは一
切ないこと，調査への回答は自由意志によるものであり，
いつでも中止できることを説明した．質問紙の返送を
もって同意が得られたものとし，分析対象とした．
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２）チェックリストの決定
分析の結果，健康相談における養護教諭の対応を示す

２４項目を抽出し，「受容的対応」，「教育的支援」，「連
携・校内体制の活用」，「専門家へのコーディネート」，
「来室児童生徒の情報収集」，「訴えに対する見立てと判
断」の６カテゴリに分類した．これを「養護教諭の健康
相談における対応チェックリスト」とした．KJ法の結
果を表１に示す．
２．行動論的コンサルテーションの対象者

研究の趣旨を明示した研究参加者募集要領を，首都圏，
東海地方，近畿地方，中国地方の計６都県に設置されて
いる公立小中学校に，ダイレクトメール（郵送）にて配
布した．参加申し込みはe-mailを用いて行い，申し込み
のあった参加者に改めて書類を郵送し，研究の趣旨及び
同意についての説明を行った．参加への同意が得られた
現職養護教諭３２名（平均年齢４２．５９歳，SD＝７．０５歳，平
均養護教諭経験年数１９．９７年，SD＝８．４３）を研究対象者
とした．また研究対象者の居住地は，首都圏７名，東海
地方８名，近畿地方８名，中国地方９名であった．
３．行動論的コンサルテーションの実施方法

本研究における行動論的コンサルテーションは，行動
療法，認知行動療法を専門とする研究実施者（研修会講
師）をコンサルタント，養護教諭（研修会参加者）をコ

ンサルティと位置づけ，合計３時間で構成された一斉研
修会形式の集団コンサルテーションとして実施した．な
お，研修会講師（コンサルタント）は１０年以上の養護教
諭経験があり，大学院において臨床心理学を専攻する者
及び臨床心理士資格を有する者が複数で担当した．会場
は，研究参加者（研修会参加者）を募集した各地区の公
的施設を借用した．Scottら２１）は，教員を対象とした機
能的アセスメントのトレーニングに関し，最良の実践を
構築するための理論と学校現場の実情，両者のバランス
を検討する必要があるとしており，時間をかけ，徹底的
に広範囲の内容を取り扱うことは，必ずしも現実的な選
択ではないとしている．肥後２２）は，一般的な教員研修を
考えると，３時間程度の短時間である一定の成果を上げ
ることが求められるが，教授できる知識や技術には限り
があるため，そのプログラムの参加によって継続的に情
報にアクセスするための動機づけを与えることなどを念
頭に置く必要があるとしている．本研究においてはこの
点を考慮し，短時間のコンサルテーションに加えて研修
会参加者の理解を補助する目的でセキュリティ等に十分
配慮したBBS（Bulletin Board System：参加者が自由
にメッセージを書き込んだり読んだりすることのできる
コンピューターネットワーク上の電子掲示板）を設定し
た．ウェブ上で質問や疑問に答えることで，コンサル

表１ 養護教諭の健康相談における対応抽出項目（全２４項目）

カテゴリ名 抽出項目

受容的対応

１ やさしく受け止めよう．
２ ゆっくり時間を取って児童の話を聞こう．
３ 安心して来室できる居場所を提供しよう．
４ 保健室で安心して話せる雰囲気を作ろう．
５ 子どもが何でも話すことができるような人間関係作りをしよう．

教育的支援
６ 子ども自身が問題と向き合って解決できるように支援をしよう．
７ 自立していけるような教育的援助をしよう．
８ 保健だよりや保健学習の中で心の健康について取り上げよう．

連携・校内体制の活用

９ 担任との連携を図ろう．
１０ 関係職員との連携を図ろう．
１１ 保護者との連携を図ろう．
１２ 校内での支援体制を確認し組織として動こう．

専門家へのコーディネート

１３ スクールカウンセラーのアドバイスをもらおう．
１４ スクールカウンセラーにその子どもの面接をお願いしよう．
１５ 医療機関や，相談機関の意見を聞こう．
１６ 医療機関や相談機関を勧めよう．

来室児童生徒の情報収集

１７ クラスや部活での様子について把握しよう．
１８ 家庭内での様子を把握しよう．
１９ 過去の保健室来室状況を調べよう．
２０ 来室時の様子を注意深く観察・記録しよう．

訴えに対する見立てと判断

２１ 心因的な要因や背景に対する見立てを行おう．
２２ 身体症状に対する見立てを行おう．
２３ 医療にかけるのかどうかを判断しよう．
２４ 緊急を要するものかどうかを判断しよう．
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テーションの質を担保することとした．
４．プログラムの構成と内容

プログラムの内容は，行動療法，認知行動療法を専門
とする臨床心理士が，大学学部及び大学院の講義で用い
ている教材，教育委員会等が主催する教員向け「カウン
セリング研修会」で用いている資料等に基づき，前後半
２部構成のプログラムとした．

前半は「児童生徒の心理学的理解とその対応」と題し，
行動論的アプローチの基礎的な内容の知識教授を，１時
間程度の講義形式で実施した．はじめに「児童生徒の問
題行動や症状は，環境（先行刺激や後続する結果）との
相互作用により生じる」という行動論的アプローチの基
本的な考え方を説明し，行動の再学習や環境調整によっ
て，適応を促進する方法を具体的に解説した．次に，不
登校や多動など，学校内で頻回に経験する児童生徒の問
題行動を例に取り上げ，「先行刺激」―「行動」―「後
続する結果」という三項随伴性によって行動の機能を理
解する方法について具体的に教授した．その際には，一
見不適応的に見える行動であってもその行動が繰り返さ
れるのは，本人にとってプラスの結果が伴っているから
であること（正の強化，負の強化）を説明し，行動の「機
能」（その行動によって得ている結果）に着目する必要
があることを強調した．

後半は，「健康相談活動で使える，臨床心理学的視点」
と題し，講義及び個別のワークを計２時間程度行った．
健康相談活動の対象となる児童生徒の典型例として「保
健室頻回来室」を取り上げ，三項随伴性の枠組からその
行動の心理的背景を理解する方法（機能的アセスメント）
について知識教授を行った．ここでは，見かけ上は保健
室に来るという「同じ行動」であっても，教室での友人
関係を避けている場合（嫌な状況からの回避機能）や，
養護教諭との個人的なかかわりを求めている場合（注目
の獲得機能）など，その機能が異なる場合があることを
例示した．また，このように機能が異なることによって，
児童生徒の抱えている心理的問題を解決する方略が異な
ることを説明した．例えば前者であれば，「友だちとの
かかわり方のスキルを教える」などの行動の再学習を促
すことによって，来室者の学校適応を促すことが可能で
あることを示した．また，後者であれば，授業中ではな
く，休み時間や放課後に十分にかかわるなど「受け入れ

方の調整」によって，来室者の学校適応を促すことが可
能であることを示した．このように，その行動の機能を
アセスメントすることによって，養護教諭としてのかか
わり方や，具体的解決の方向性が見つかりやすくなるこ
とを解説した．

最後に，参加者が経験した保健室頻回来室の経験事例
を三項随伴性の枠組みによって整理し，実際に機能的ア
セスメントを行う練習を，ワークシートを使用して行っ
た．プログラムの構成及び内容を表２に示す．
５．測 度

コンサルテーション参加者には以下の項目について，
質問紙による回答を求めた．回答した個人が特定される
ことのないよう，質問紙は無記名での記入とした．質問
紙には研究参加者ごとに通し番号を割り当て，事前，事
後及びフォローアップのデータの連結が可能になるよう
にした．
１）フェイスシート

コンサルテーション前に，性別，年齢，養護教諭経験
年数等について回答を求めた．
２）養護教諭の健康相談における対応チェックリスト

健康相談における対応を示した２４項目について，普段
の自分の考えや様子にどの程度あてはまるか，５段階評
定（「全くそのようには考えない」＝０，「あまりそのよ
うには考えない」＝１，「どちらともいえない」＝２，「そ
のように考える」＝３，「とてもそのように考える」＝４）
による回答を求めた．
３）行動論的アプローチに関する理解度

コンサルテーション前及びコンサルテーション直後に，
機能的アセスメントの視点を中心とした知識を確認する
ためのテスト（２０項目３択式）への解答を求めた．使用
したテストは，研修会で教授した内容に準じて独自に作
成した．
４）来室者の心理的要因の見立てに対する自己効力感

コンサルテーション前及びコンサルテーション直後に，
心理的要因の見立てをどの程度うまく遂行できるかとい
う確信の強さについて，０（まったくできそうにない）～
１００（とてもうまくできそう）の範囲での評定を求めた．
ここでは嶋田２３）の方法に基づき，課題特異的な行動の遂
行に対する確信の強さ（主観的確率）を尋ねる方法とし
て，ある行動に対する自己効力感をパーセンテージで評

表２ プログラムの内容

テーマ 内 容

第１部〈基礎編〉（１時間）
「児童生徒の心理学的理解とその対応」

行動論的アプローチの基本的な考え方
三項随伴性による児童生徒の臨床心理学的理解の方法
行動論的アプローチによるケース理解と実際の介入

第２部〈健康相談活動編〉（２時間）
「健康相談活動で使える！臨床心理学的視点」

三項随伴性による保健室頻回来室行動の理解
行動論的アプローチに基づく来室者への対応方法の選び方
参加者の経験事例を用いた機能的アセスメントの実践
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価する方法を用いた．実際には，「保健室頻回来室など
児童生徒の不適応行動の心理的背景要因に関する適切な
見立てについて，どのぐらいうまくできそうだと感じて
いますか」という設問に対して，０を始点，１００を終点
とした数直線上に，１０ポイント刻みで区切りをつけ，当
てはまる位置に○をつけるよう教示した（visual ana-
logue scale）．
５）コンサルテーションに対する評価

コンサルテーション直後に，コンサルテーションの内
容に対する参加者の評価を収集するため，質問紙による
調査を実施した．主観的理解度（理解することが可能な
内容であったか），満足度（満足できる内容であったか），
有効性認知（健康相談活動を遂行する上で役に立つ内容
であったか），実践に対する自己効力感（健康相談活動
を遂行する上で実際に実行できそうな内容であったか），
実行に対する動機づけの程度（健康相談活動を遂行する
上で実際にやってみようと思う内容であったか）の５項
目について，５段階評定（「当てはまらない」＝０，「あ
まり当てはまらない」＝１，「どちらともいえない」＝２，
「まあ当てはまる」＝３，「とても当てはまる」＝４）に
よる回答を求めた．

また１ヶ月後のfollow-up時にはこの５項目に加え，
主観的対応レパートリ増大感（研修会に参加することで，
健康相談活動上の児童生徒への対応の選択肢が増えた
か），主観的実行の程度（研修会で学んだことを実際に
現場で活用することができたか）を評価項目に追加し，
同じく５段階評定での回答を求めた．さらにこれと併せ
て，自由記述式の感想を収集した．
６）機能的アセスメント実行の有無

１ヶ月後のfollow-up時に，実際の保健室来室者対応
において実践した事例報告を収集した．事例報告には，
実際に行った機能的アセスメントの内容を記述すること
を求めた．
６．分析方法
１）健康相談における養護教諭の対応の特徴の類型化

コンサルテーション参加者３２名を対象として分析を
行った．本研究に参加した養護教諭の健康相談における
対応の特徴を類型化することを目的として，「養護教諭
の健康相談における対応チェックリスト」の六つの各カ
テゴリの合計得点をz得点に変換し，Ward法によるクラ
スタ分析を実施した．
２）養護教諭の類型による行動論的コンサルテーション

の効果の差異
①コンサルテーション前後の「行動論的アプローチに関

する理解度」得点の変化
回答に不備のあった３名を除く２９名を対象として分析

を行った．養護教諭の類型によるコンサルテーション内
容の理解度の変化の差異を検討するため，クラスタ及び
時期（コンサルテーション前，コンサルテーション直後）
を独立変数，理解度チェックテストの点数を従属変数と

する２要因分散分析を行った．
②コンサルテーション前後の「来室者の心理的背景の見

立て」に対する自己効力感の変化
コンサルテーション参加者３２名を対象として分析を

行った．養護教諭の類型による来室者の心理的背景の見
立てに対する自己効力感の変化の差異を検討するため，
クラスタ及び時期（コンサルテーション前，コンサル
テーション直後）を独立変数，来室者の心理的背景の見
立てに対する自己効力感得点を従属変数とする２要因分
散分析を行った．交互作用が有意であったものについて
は，単純主効果の検定を実施した．
③研修会直後のコンサルテーションに対する評価

回答内容に不備のあった６名を除く２６名を対象として
分析を行った．養護教諭の類型による研修会直後のコン
サルテーションに対する評価の差異を検討するため，ク
ラスタを独立変数，研修会への評価得点を従属変数とす
る１要因分散分析を行った．
④follow-up期におけるコンサルテーション内容の実行

の程度の差異
コンサルテーションに参加した３２名のうち，１ヶ月後

のfollow-up期の質問紙への回答が得られた２７名を分析
対象とした．まず，回収した実践事例報告から，各研究
参加者の機能的アセスメントの実行の有無について検討
した．報告書に実際に行った機能的アセスメントの内容
が記載されていれば実行したものと判断し，記載がない
ものは実行には至らなかったと判断した．養護教諭の類
型によるコンサルテーション実施後の行動論的アプロー
チの実行の程度の差異を検討するため，カイ２乗検定を
用いて分析を行った．
⑤follow-up期におけるコンサルテーションに対する評価

回答内容に不備のあった５名を除く２７名を対象として
分析を行った．養護教諭の類型による１ヶ月後のコンサ
ルテーションに対する評価の差異を検討するため，クラ
スタを独立変数，１ヶ月後の研修会の評価得点を従属変
数とする１要因分散分析を行った．

これらの解析には，統計解析ソフトSPSSバージョン
１６を使用し，有意水準は５％とした．
７．倫理的配慮

研究参加申込者には，研究の趣旨や同意に関する文書
を改めて郵送し，本研究への参加は対象者の自由意志に
よるものであること，研究に参加しないことによって不
利益な対応を受けることはないこと，いったん参加に同
意した場合でもいつでもその撤回が可能であることを説
明した．また個人情報や研究データはこの研究を遂行す
るために必要な範囲においてのみ利用すること，その保
管は厳重に行うこと，個人を特定できる情報が公表され
ることは一切ないことを説明した．さらに，コンサル
テーション当日にも会場にて同様の内容を口頭で説明し，
同意書の提出を持って研究対象者とした．なお本研究に
おける行動論的コンサルテーションは，早稲田大学「人
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を対象とする研究に関する倫理委員会」に申請し，承認
を得て実施した（倫理申請番号：２００９―０６１）．

Ⅲ．結 果

１．健康相談における養護教諭の対応の特徴の類型化
Ward法によるクラスタ分析を実施した結果，三つの

クラスタに分類できると判断した．各クラスタにおける
六つのカテゴリの合計得点の特徴から，第１クラスタを
「受容的対応重視群（N＝１２，全サンプル数の３８％）」，
第２クラスタを「課題解決的対応重視群（N＝１０，全サ
ンプル数の３１％）」，第３クラスタを「受容的対応偏向群
（N＝１０，全サンプル数の３１％）」とした．各クラスタ
の基本的デモグラフィックデータを表３に示す．

第１クラスタである「受容的対応重視群」は，「受容
的対応」の得点が顕著に高く，児童生徒に受容的に接す
ることを特に重要視しているクラスタであると考えられ
る．これに対し第２クラスタである「課題解決的対応重
視群」は，受容的対応を発揮しようという志向性は顕著
に低く，情報収集や連携など課題解決的視点を重視した
考え方を持っているクラスタであると考えられる．第３

クラスタである「受容的対応偏向群」は，「受容的対応」
はごく平均的レベルであるが，それ以外の対応の志向性
が顕著に低いという特徴を持っている．児童生徒に対し，
適度に受容的に接することが健康相談上の対応レパート
リの中心であり，他の対応に関するコミットメントはあ
まり高くないタイプの養護教諭であると言える．クラス
タ分析の結果を図１に示す．
２．養護教諭の類型による行動論的コンサルテーション
の効果の差異

１）コンサルテーション前後の「行動論的アプローチに
関する理解度」得点の変化
三つの群（受容的対応重視群１１名，課題解決的対応重

視群９名，受容的対応偏向群９名）及び時期（コンサル
テーション前，コンサルテーション直後）を独立変数，
理解度チェックテストの点数を従属変数とする２要因分
散分析を行った結果，時期の主効果（F（１，２６）＝４６．５９，
p＜．０１）が有意であり，どの群においてもコンサルテー
ション前に比べて，コンサルテーション直後の得点が有
意に上昇していた（表４）．このことから，今回の研修
会は，行動論的アプローチに関する理解を促すのに妥当

図１ 健康相談における養護教諭の対応の特徴の類型化 クラスタ分析の結果

表３ 各クラスタの基本的デモグラフィックデータ（現在の勤務校種，年齢，養護教諭経験年数）

クラスタ１
（受容的対応重視群）

クラスタ２
（課題解決的対応重視群）

クラスタ３
（受容的対応偏向群）

サンプル数 １２ １０ １０
勤務校種

小学校 ８ ５ ７
中学校 ４ ４ ３
高等学校 ０ １ ０

平均年齢（レンジ） ４３．８３±７．１９（２８～５２） ４４．１０±６．９２（３４～５４） ３９．６０±６．０２（２７～４８）
平均経験年数（レンジ） ２０．７５±９．１１（２～３２） ２１．６０±７．７５（７～３３） １７．４０±７．５９（７～２６）
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な内容であり，どの群も同じようにコンサルテーション
の内容を理解していたことが示された．
２）コンサルテーション前後の「来室者の心理的背景の

見立て」に対する自己効力感の変化
三つの群（受容的対応重視群１２名，課題解決的対応重

視群１０名，受容的対応偏向群１０名）及び時期（コンサル
テーション前，コンサルテーション直後）を独立変数，
来室者の心理的背景の見立てに対する自己効力感得点を
従属変数とする２要因分散分析を行った結果，群と時期
の交互作用が有意であり（F（２，２９）＝４．４１，p＜．０５），
受容的対応偏向群においてコンサルテーション前の自己
効力感が他の群に比べて有意に低く（p＜．０５），コンサ
ルテーション前と比較して，コンサルテーション直後の
自己効力感が有意に上昇していた（p＜．０１）．結果を図
２に示す．
３）研修会直後のコンサルテーションに対する評価

三つの群（受容的対応重視群１１名，課題解決的対応重
視群９名，受容的対応偏向群６名）を独立変数，研修会
への評価得点（主観的理解度・満足度・有効性認知・実
行に対する自己効力感・実行に対する動機づけ）を従属
変数とする１要因分散分析を行った結果，「実行に対す
る動機づけ」において群間の得点差は有意傾向であった
（F（２，２３）＝２．８３，p＜．１０）（表５）．

４）follow-up期におけるコンサルテーション内容の実
行の程度の差異
保健室来室者対応における実践事例報告の回収率は

８４％（受容的対応重視群１１名，課題解決的対応重視群
８名，受容的対応偏向群８名）であった．分析の結果，
各群における実行の程度に有意差は認められなかった
（χ２（２）＝．２２，n .s .）が，実行した者の割合は，受容
的対応重視群６４％，課題解決的対応重視群２５％，受容的
対応偏向群３８％であり，受容的対応重視群のみが６割を
超える結果となった（表６）．
５）follow-up期におけるコンサルテーションに対する

評価
三つの群（受容的対応重視群１１名，課題解決的対応重

視群８名，受容的対応偏向群８名）を独立変数，１ヶ月
後の研修会の評価得点（主観的理解度・満足度・有効性
認知・実行に対する自己効力感・実行に対する動機づ
け・主観的実行の程度・主観的対応レパートリ増大感）
を従属変数とする１要因分散分析を行った結果，「主観
的対応レパートリ増大感」において群間の得点差は有意
傾向であった（F（２，２４）＝３．０４，p＜．１０）．結果を表
７に示す．

表４ コンサルテーション前後の行動論的アプローチに関する理解度得点の変化

群
受容的対応重視群

（n＝１１）
課題解決的対応重視群

（n＝９）
受容的対応偏向群

（n＝９）
時期 群 交互作用

時期 pre post pre post pre post F F F

平均 １３．４５ １８．００ １４．６７ １７．５６ １３．８９ １７．７８ ４６．５９＊＊ ．１２ n .s . ．７８ n .s .
SD ３．１７ １．１０ ２．８３ １．１３ ３．３７ ．９７

＊＊p＜．０１

＊p＜．０５，＊＊p＜．０１
図２ コンサルテーション前後の来室者の心理的要因の見立て対する自己効力感の変化
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Ⅳ．考 察

本研究の目的は，養護教諭を健康相談における対応の
特徴により類型化し，行動論的コンサルテーションの受
け入れの程度の差異を，見立てに対する自己効力感の変
容，実際の職務における実行の程度から検証することで
あった．本研究の結果から，養護教諭の健康相談におけ
る対応の特徴によって，行動論的コンサルテーションの
受け入れの程度には差異があることが示された．

伊藤１６）は，相談活動における養護教諭の役割認知には
差異があることを示唆している．また早坂２４）も，養護教
諭によって職務に対する行動様式には差異があることを
示している．本研究においても，健康相談の中でどの対
応に重きを置くのかが養護教諭によって異なることが示
され，同じ養護教諭という職種であっても職務に対する
考え方や行動様式が異なるとするこれらの先行研究を支
持する結果となった．また，健康相談における対応の特
徴による，行動論的コンサルテーションの受け入れの程

表５ 研修会直後のコンサルテーションに対する評価

受容的対応重視群
（n＝１１）

課題解決的対応重視群
（n＝９）

受容的対応偏向群
（n＝６）

F

主観的理解度 平均 ３．３６ ３．４４ ３．６７ ．６８ n .s .
SD ．５０ ．５３ ．５２

満足度 平均 ３．４５ ３．２２ ３．３３ ．55 n .s .
SD ．５２ ．４４ ．５２

有効性認知 平均 ３．６４ ３．４４ ３．６７ ．46 n .s .
SD ．５０ ．５３ ．５２

実行に対する自己効力感 平均 ３．６４ ３．４４ ３．８３ ．84 n .s .
SD ．５０ ．７３ ．４１

実行に対する動機づけ 平均 ３．６４ ３．３３ ４．００ ２．８３ †
SD ．５０ ．７１ ．００

†p＜．１０

表６ follow-up期におけるコンサルテーション内容の実行の程度の差異

受容的対応重視群
（n＝１１）

課題解決的対応重視群
（n＝８）

受容的対応偏向群
（n＝８） χ２

n ％ n ％ n ％

実行あり ７ ６４ ２ ２５ ３ ３８
．２２ n .s .

実行なし ４ ３６ ６ ７５ ５ ６３

表７ follow-up期におけるコンサルテーションに対する評価

受容的対応重視群
（n＝１１）

課題解決的対応重視群
（n＝８）

受容的対応偏向群
（n＝８）

F

主観的理解度 平均 ３．４５ ３．３８ ３．３８ ．０６ n .s .
SD ．５２ ．７４ ．５２

満足度 平均 ３．３６ ３．２５ ３．２５ ．１３ n .s .
SD ．５０ ．７１ ．４６

有効性認知 平均 ３．４５ ３．２５ ３．３８ ．２９ n .s .
SD ．５２ ．７１ ．５２

実行に対する自己効力感 平均 ３．３６ ３．２５ ３．３８ ．１０ n .s .
SD ．６７ ．７１ ．５２

実行に対する動機づけ 平均 ３．２７ ３．１３ ３．６３ ．９９ n .s .
SD ．７９ ．８３ ．５２

主観的な実行の程度 平均 ２．７３ ２．１３ ２．５０ ．７５ n .s .
SD １．１９ １．１３ ．７６

主観的対応レパートリ増大感 平均 ３．４５ ２．５０ ３．００ ３．０４ †
SD ．５２ １．３１ ．５３

†p＜．１０
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度の差異は，Crone & Horner１５）が学校場面において機
能的アセスメントを実施する際に重視すべき観点として
指摘した『文脈における適合性』，つまり，介入を実行
する人の価値観やスキル，日常的習慣と，提供される支
援内容との適合度の違いによって生じたものと考えられ
る．本研究の結果を踏まえ，養護教諭の対応の特徴を考
慮した行動論的コンサルテーションの適用方法について，
以下に述べる．

受容的対応偏向群においては，コンサルテーション後
の来室者の心理的側面の見立てに対する自己効力感の上
昇が顕著であり，統計的に有意な差ではなかったものの，
コンサルテーション直後の「実行に対する動機づけ」が
比較的高い傾向にあるという特徴が示唆された．受容的
対応偏向群はクラスタの特徴として，適度に受容的に接
することがその対応の中心であり，コンサルテーション
前の見立てに対する自己効力感も他の２群と比較して有
意に低かった．実行動機づけが高い傾向からは，行動論
的コンサルテーションの内容を有用な情報として受け入
れた可能性が推測され，機能的アセスメントという新し
い対応レパートリの獲得が，見立てに対する自己効力感
の上昇につながった可能性が考えられる．しかしながら，
１ヶ月後のfollow-up期の時点で機能的アセスメントを
実行した者の割合は，３８％にとどまった．このクラスタ
は，受容的対応以外の対応に対するコミットメントがあ
まり高くないこともその大きな特徴であり，新たな介入
方法を日常執務での実践にまでつなげるためには，それ
相応の具体的なサポートが必要であったと考えられる．
加藤２５）は，機能的アセスメントを教育現場に普及させる
ためには，教師等が日々の実践の中で簡単に使用できる
アセスメントの方法の開発が求められることを指摘して
おり，受容的対応偏向群はこの点で特に配慮の必要なク
ラスタであったと考えられる．したがって，実行に対す
る動機づけを維持するための支援や，機能的アセスメン
トを比較的簡便に学校現場で実践できるような方法論の
構築が，今後の課題となるものと考えられる．本研究で
は肥後２２）の指摘を踏まえ，コンサルテーション後の理解
を補助する目的でBBSを設置したが，実際にはその活用
度は著しく低かった．機能的アセスメントが職務の中で
継続的に実行されるためのサポートのあり方についても，
検討を重ねる必要があると考えられる．

受容的対応重視群においては，コンサルテーション直
後の自己効力感に上昇は認められなかった．コンサル
テーション後に収集した自由記述式の感想では，「自分
の偏った見方や，子どもたちの視点まで掘り下がってい
ないということを自己反省した」「感情や感覚ではなく
客観的に対応しなければだめだと感じた」など，これま
での自らの対応の客観性の不足についての言及が見受け
られた．このことから，行動論的アプローチの考え方の
有用性を感じつつも，機能的アセスメントという新たな
視点を得たことによって，自らの重視する受容的対応を

否定的にとらえた可能性があるものと考えられる．すな
わち，Crone & Horner１５）の指摘する『文脈における適
合性』の観点からみると，今回提供した機能的アセスメ
ントは，普段の対応における価値観や習慣とは対極的な
方法論であると受け止められた可能性が考えられる．そ
の一方で，研修会１ヶ月後follow-up期の主観的対応レ
パートリ増大感は，統計的に有意な差ではなかったもの
の比較的高い傾向が示された．また１ヶ月後の機能的ア
セスメントの実行の程度においては，受容的対応重視群
でのみ実行した者の割合が６割を超える結果となってい
ることから，行動論的アプローチを職務上の一つの方法
論として積極的に取り入れた可能性が推測される．保健
室は『心の居場所』２６）２７）と表現されていることからも，子
どもたちの様々な訴えをありのままに受け入れていくこ
とが，養護教諭に求められる基本的なスタンスであるこ
とは言うまでもない．受容的側面の有用性を肯定的にと
らえながら，機能的アセスメントの特長に目を向けられ
るような提案の工夫を検討する必要性があるものと考え
られる．

課題解決的対応重視群においても，コンサルテーショ
ン直後の自己効力感に上昇は認められず，コンサルテー
ションの内容の実行に対する動機づけや対応レパートリ
の増大感が，統計的に有意な差ではなかったものの比較
的低い傾向にあることが示された．課題解決的対応重視
群はクラスタの特徴として，受容的な対応以外の様々な
対応レパートリをすでに持ち合わせており，機能的アセ
スメントの視点の獲得が対応レパートリの拡大をもたら
さず，改めて取り組んでみようという意欲につながらな
かった可能性がある．研修会に対する感想では，「経験
の中からイメージで取り組んでいる事柄が整理され，理
論として提示されているものがあったので理解しやす
かった．」「ここまで行ってきた対応に理論づけができた
ということは有意義だった．」などの意見が見受けられ
た．このことから，機能的アセスメントを新たに取り入
れるべきスキルとして提示するよりも，すでに行ってい
る実践の再理解を図る目的で提供することにより，対応
の根拠を明確化することにつながり，自信を持って児童
生徒の対応にあたることができるようになる可能性が推
測される．

Ⅴ．本研究の限界点と今後の課題

最後に，本研究の限界点と今後の課題を挙げる．第１
に，研究参加者である現職養護教諭を，公募によって募
集したことが挙げられる．研究参加者は自発的に申し込
みをしていることから，健康相談に対して関心の高いサ
ンプルであった可能性が高い．たとえば悉皆形式の研修
会であれば，違ったクラスタが抽出されることも考慮し，
コンサルテーションの方向性を再検討していく必要性が
あると考えられる．

第２に，養護教諭が健康相談において担う役割の中で
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も，健康相談活動の定義に限定された視点からの検討に
とどまった点が挙げられる．また，チェックリストの作
成や養護教諭の対応の特徴を測定する際に用いた「その
児童生徒への対応に関して，どのようなことを考えるの
か」という質問方法は曖昧なものであり，調査対象者が
想起した事例の状況や重症度は様々であったことが考え
られる．したがって，本研究で分類した健康相談におけ
る六つの対応カテゴリーの妥当性については，現行の健
康相談のプロセスやその中で養護教諭に求められる役割
を考慮し，再検討する必要があるもの考えられる．

第３に，フォローアップの時期の問題が挙げられる．
本研究においては，実行の有無を判定するための事例報
告を１ヶ月後に設定しており，研究参加者の感想からは，
該当する事例そのものが無かったなどの意見も寄せられ
た．今後は，更に長いスパンで実行の有無を検討してい
く必要があると考えられる．

最後に，本研究においては，養護教諭が行動論的コン
サルテーションをどのように受け止めたのかをとらえ，
実践化に向けて考慮すべき観点の整理にとどまっている．
また本研究で検討した機能的アセスメントの実行の程度
は，報告の有無により判定したものであり，養護教諭が
実践した内容の正否や，本来の重要な視点となりうる児
童生徒の変化には言及していない．コンサルテーション
の効果は，コンサルティの支援行動の改善，その般化や
維持といった面からの評価，コンサルティの支援対象で
あるクライエントの行動改善や問題解決といった面から
の評価が中心とされている２８）．今後は，コンサルティで
ある養護教諭の支援スキルの変化，クライエントである
児童生徒の心の健康問題の改善の視点から，行動論的視
点を取り入れることの有用性について述べていく必要が
あると考える．
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データを解析するためには，データの要約の他に，統
計学的な比較をするための検定を行う必要がある．今回
は，検定を行う上で必要な考え方，差の検定の選択方法
など，検定の基礎について述べる．

Ⅰ．仮説検定（帰無仮説と対立仮説）

たとえば，大学生のある学年のＡクラスとＢクラスの
平均体重に差（違い）があることを証明したい場合，以
下の二つの考え方がある．
１）ＡクラスとＢクラスの平均体重に「差がある」とい

う予想が，「正しい」ことを証明する．
２）ＡクラスとＢクラスの平均体重に「差がない」とい

う予想が，「正しくない」ことを証明する．
統計学的な検証（検定という）では，通常，２）の考

え方を用いて「差がある」ことを証明する．「差がある」
ということを証明したい場合，「差がない」という予想
（これを帰無仮説という）が間違っていることを証明す
る（棄却する）ことで，「差がある」という結論を導く．

このような回りくどいことをする理由は，仮に上の例
の１）の考え方で証明しようとすると，すべての平均体
重の差（この場合，何kg違うのか）に対して，「差があ
る」ことを証明しなければならない．一方，２）の考え
方を用いれば，「差がない」（差がゼロ）という仮説は唯
一であるため，この仮説が間違っていることが証明でき
れば，その逆である「差がある」ことを証明することが
できる（この「差がある」という仮説を対立仮説という）．
このため，統計学的な検定を行う場合は，「差がない」
という帰無仮説を確率的に棄却できるかを検証すること
になる．

Ⅱ．有意確率と有意水準

「Ⅰ．仮説検定（帰無仮説と対立仮説）」で述べたよう
に，統計学では帰無仮説（差がないという予想）が間違っ
ている根拠を，有意確率（Ｐ値）と呼ばれる確率を用い
て証明する．この有意確率は前述の例で本当はＡクラス
とＢクラスの平均体重に差がないにもかかわらず，あた
かも差があるような判定をしてしまう「間違い（エラー）
が起こりうる確率」のことをいう．慣習的に，この偶然

にも差が観察されてしまう確率（有意確率）が５％（１００
回中５回は起こる）を下回るのであれば，偶然に差があ
ると判定してしまう可能性は十分小さいとみなし，確率
的に「差がある」と認めてもよいとしている．実際に，
多くの研究では有意確率が５％未満（「P＜０．０５」と表
記する）の場合「有意差がある」と判定しており，この
有意確率による判断基準（５％未満）を有意水準とよぶ．

ここで，有意確率を用いる上で注意すべき点がある．
①有意確率は，統計学的に「差がある」ということを表
しているだけで，群間の差の大きさに関しては何も表し
ていない．このため，単に有意確率によって有意差があ
るかどうかを判断するだけではなく，どの程度の差があ
れば臨床的に意味がある差なのかについても考察するこ
とが重要である．②有意確率が０．０５に近い値だが，０．０５
未満にならなかった時に「統計学的に有意差がある傾向
がみられた」といった内容の表現が論文でも散見される．
しかし，Annuals of Internal Medicineの統計チェック
リスト１）では，「このような表現は避けるべきであり，こ
の場合には，たとえば，単に２群の差の９５％信頼区間
（後述）と有意確率を併記することが望ましい」と記載
されている．

Ⅲ．検定の誤り（第１種と第２種の過誤）

仮説検定は確率に基づくものであり１００％確実に証明
できるものではないため，間違った結論を導く可能性が
ある．つまり，①本当は差がないのに差がある（第１種
の過誤，αエラーという），②本当は差があるのに差が
ない（第２種の過誤，βエラーという），と結論づけて
しまう二つの間違いが存在する．

第１種の過誤が生じる確率はαで表され，これが仮説
検定のために設定する有意水準である．「Ⅱ．有意確率
と有意水準」で述べたように，通常，本当は差がないの
に差があると結論づけてしまう確率を５％までは許容す
るとしている．一方，第２種の過誤が生じる確率はβで
表される．また，差があることを正しく結論づける確率
（１－β）を検出力（パワー）とよび，サンプル数（対
象者数）を見積もる際に用いられる．これらの関係は裁
判にたとえることができる２）．つまり，本当は罪を犯し

■連載 データ解析の基礎力を高める
Serial Articles: Enhancing the Basic Skills to Analyze the Data

第２回 検定の基礎
渡 邉 智 之

愛知学院大学心身科学部

２. What are Statistical Tests？
Tomoyuki Watanabe

Faculty of Psychological and Physical Science，Aichi Gakuin University
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ていない者を誤って有罪（えん罪）としてしまう確率が
第１種の過誤であり，逆に本当は罪を犯した者を誤って
無罪としてしまう（罪を見逃してしまう）確率が第２種
の過誤である（表１）．

Ⅳ．信頼区間

「Ⅱ．有意確率と有意水準」で述べたように，有意確
率が５％より小さければ，群間に有意な差があると判断
しているが，有意確率はサンプル数が多ければ臨床的に
意味の無いわずかな差であっても有意な差があると判定
され，逆に少なければ臨床的に意味がある差であっても
有意な差がないと判定される場合が多々ある．たとえば，
ある運動プログラムを行った１，０００人の生徒の方が，行
わなかった１，０００人の生徒よりも平均体重が０．２kg減り，
Ｐ＝０．０３で有意な差があった時，この運動プログラムを
積極的に使いたいだろうか？統計学的な有意差があった
としても，臨床的に意味の無い差（実際の効果が小さい）
であれば，結局は意味の無い結果となってしまう．

このように，有意確率の計算上，サンプル数が多いと
小さな効果であっても有意な差が出る場合があるため，
有意確率だけでは，効果が小さい運動プログラムである
がサンプル数が多いために有意差が出たのか，あるいは，
サンプル数が少ないが効果が大きいために有意差が出た
のかがわからないという欠点がある．この欠点を補うの
が「信頼区間」というものである．

多くの研究では，全数を対象とすることができないた
め，母集団の平均（母平均）を求めることは不可能であ
り，標本という一部の集団を用いた調査（標本調査）に
よって母集団の状況を推測せざるを得ない．このとき，
母平均そのものを推定するのではなく，「ある範囲の中
に母平均が存在する」と幅をもたせて推測するが，その
範囲を信頼区間という．通常，信頼区間は同じ条件で標
本集団を１００回抽出して調査をすると少なくとも９５回（全
体の９５％）は各標本の信頼区間に母平均が含まれている
範囲を表す，９５％信頼区間が用いられる．

たとえば，図１の①は，ＡクラスとＢクラスの平均体
重の差（Ａクラス－Ｂクラス）の９５％信頼区間であるが，
この信頼区間は３～８kgであり，この区間にゼロ（２

群の平均値に差がない）を含んでいない．これは，同様
の研究を他の標本で行った場合，１００回中少なくとも９５
回は真の平均値の差がゼロ（差がない）にならないこと
を表している．このとき，有意水準５％で２群間の平均
値に有意差がある（Ａクラス＞Ｂクラス）と判断できる．
また，図１の②の場合も９５％信頼区間が－７～－４kg
とゼロを含まないため，２群間の平均値に有意差がある
（ただし，Ａクラス＜Ｂクラス）と判断できる．一方，
図１の③では，９５％信頼区間が－２～３kgとゼロ（差
がない）を含み，２群の真の平均値がゼロになる可能性
があるため，有意差がない（厳密には有意差があるとは
いえない）と判断する．なお，オッズ比を用いて比較を
する場合は，オッズ比＝１のとき，２群のオッズが同じ
であることを表すので，オッズ比の９５％信頼区間が１を
含まないとき，有意水準５％で有意に高い（低い）と判
断できる．

Ⅴ．検定の選択方法

誤った統計手法を用いたり，正しい解析方法を用いて
も結果の解釈を誤るなど，間違った結果を世に出すこと
は社会的な損害となり得る．このため，研究の計画を立
てる際に，データをどのような方法で解析するかを考え
ることが重要となる（データをとった後に解析方法を考
えるのは誤りである）．検定方法を選択する上で重要な
ポイントとして，主に⑴差または相関をみるのか，⑵変
数データの種類は何か，⑶比較データは対応しているか，
⑷データの分布は正規分しているか，⑸比較する群の数
はいくつか，⑹データ（対象者）の総数はどのくらいか，

表１ 第１・２種の過誤の関係

帰無仮説（無実）の真偽

仮説の採否 真 偽

裁判の判決 本当に無実 罪を犯した

帰無仮説を採用（差がない） 正
（１－α）

本当に差がないことを正しく判定 誤
（βエラー）

本当は差がないのに，差があると誤って判定

無実の主張を採用（無罪） 無実の人を正しく無罪とする 真犯人を無罪とする

対立仮説を採用（差がある） 誤
（αエラー）

本当は差があるのに，差がないと誤って判定 正
（１－β：検出力）

本当に差がないことを正しく判定

無実の主張を棄却（有罪） 無実の人を有罪とする（えん罪） 真犯人を正しく有罪とする

※上段は仮説の採否，下段は裁判の判決の場合の関係を表す．

図１ ９５％信頼区間と有意差の関係

１０８ 学校保健研究 Jpn J School Health５８；２０１６



が挙げられる３）．ここでは，これらのポイントふまえた
上で，適した検定手法を選ぶためのリスト２）３）を示し（表
２），研究を計画した際に適した検定方法をどのように
して選ぶかについて述べる．
⑴ 差と相関

解析方法を選ぶ際にまず，何を検証したいかを考える
必要があるが，主に差をみる場合と相関をみる場合の二
つに分けられる．つまり，差とは「平均体重はＡクラス
とＢクラスで異なるか」といったように，二つ以上の群
間での差（違い）である．一方，相関とは「Ａクラスで
は，身長が高くなるほど体重が増加する」といったよう
に，一つの群内において，ある変数の値が変化すると，
それに伴って他方の変数がどのように変化するか，と
いった関係である．
⑵ 変数の種類と尺度

比較する変数データの種類は，検定の選択に大きく影
響する．本シリーズの第１回にもあるように，データの
種類には名義変数（特に，性別のように二つの値しかと
らないデータを２値変数という），順序変数，連続変数
（間隔尺度や比例尺度）があり，比較する変数データの
種類がこれらのどれに該当するかを区別することが重要
となる．
⑶ 対応の有無

比較するデータの対応の有無によっても検定の種類が
異なる．たとえば，Ａクラスの学生がある運動プログラ
ムを実施した場合，プログラム実施前と実施後で体重変
化があったかを調べたい場合は対応ありとなる．一方，
ＡクラスとＢクラスにおいて運動プログラムの実施の有
無で体重変化に差があるかを調べる場合は対応なしとな

る．つまり，同じ対象者を異なる条件等を比較する場合
は対応あり，異なる対象者を比較する場合は対応なしと
なる．
⑷ データの分布

連続変数の場合は，比較する変数データの分布の形に
よって検定方法が異なる．つまり，変数データが正規分
布（データの分布が平均値に近い値の対象者が一番多く，
平均値から離れるにしたがって左右対称に対象者が少な
くなる釣り鐘型の分布）であるかどうかによって検定の
種類が変わってくる．分布が正規分布であればパラメト
リック検定を用い，正規分布でなければノンパラメト
リック検定を用いる．パラメトリック検定はデータの分
布が正規分布であることを想定しているため，正規分布
であれば正しい結果を導くことができ，ノンパラメト
リック検定はデータの分布は想定しないため，データの
分布がどのような形でも結果にそれほど影響を与えない
検定方法となる．また，順序変数の場合は基本的にノン
パラメトリック検定を用いる．たとえば，連続変数を対
応のない２群間で比較する場合，データが正規分布であ
ればスチューデントのｔ検定（パラメトリック検定），
正規分布でなければマン・ホイットニーのＵ検定（ノン
パラメトリック検定）を用いる．

ただし，データの分布を調べる際は全体の分布をみる
のではなく，比較する群ごとに調べる必要がある．たと
えば，ある運動プログラムによる体重減少の効果をＡク
ラスとＢクラスで比較する場合は，ＡクラスとＢクラス
それぞれの体重の分布を調べなければならないことに注
意する．

表２ 統計手法の選択基準

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹
適切な統計手法

差／相関 群間の対応の有無 変数の種類 正規性 比較する群の数 サンプル数

差

対応なし

連続変数 正規分布
２ 総数３０以上 スチューデントのｔ検定

３以上 １群１５以上 分散分析

連続変数もしく
は順序変数

非正規分布
（連続変数の場合）

２ 制限なし マン・ホイットニーのＵ検定

３以上 制限なし クラスカル・ウォリス検定

名義変数 ―
２ 総数２０未満 フィッシャーの正確確率検定

２以上 総数２０以上 ピアソンのχ２検定

対応あり

連続変数 正規分布
２ １５組以上 対応のあるｔ検定

３以上 １５組以上 反復測定の分散分析

連続変数もしく
は順序変数

非正規分布
（連続変数の場合）

２ 制限なし ウィルコクソンの符号付き順位検定

３以上 制限なし フリードマン検定

名義変数 ― ２ 制限なし マクネマー検定

相関
（関連性）

― 連続変数 正規分布 ― 総数２０以上 ピアソンの相関係数

連続変数もしく
は順序変数

非正規分布
（連続変数の場合）

― 制限なし スピアマンの順位相関係数
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⑸ 比較する群の数
比較する群の数が２群か，または３群以上かで選択す

る検定方法が変わる．ただし，相関をみる場合は，対象
が１群であるため，比較する群の数を考慮する必要はな
い．よくみられる検定の誤用として，比較する群が３群
以上ある場合に，すべての２群の組み合わせで２群間比
較の検定を何度も繰り返して比較をしてしまうことがあ
る．このように，検定を何度も繰り返すことによって，
本当は差がないのに偶然，有意差が出てしまうというま
ぐれ当たりの確率（第１種の過誤：「Ⅲ．検定の誤り（第
１種と第２種の過誤）」参照）が大きくなる，いわゆる
多重検定の問題が生じる．この多重検定の問題によって，
この研究ではたまたま有意差が出たが，同様の研究が繰
り返し行われたときに同じ結果が再現できないという事
態が起こりうるため，比較する群の数に応じて適切な検
定方法を選択する必要がある．
⑹ データの総数

特に連続変数の場合，対象者の数が少なすぎると正規
分布が成り立ちにくくなるため，「⑷ データの分布」
でも述べたようにノンパラメトリック検定を用いる必要
がある．このように，特に対象者数が少ない研究の場合
は，検定手法の選択に注意を要する．パラメトリック検
定で解析を行う場合も，必要とされる対象者数は統計家

によって見解は異なるが，たとえば，対応のないｔ検定
の場合は最低でも各群１５人（総数３０人），対応のないｔ
検定では対応のあるデータを１組とした場合，１５組は必
要となる．

Ⅵ．おわりに

適切な検定方法を選ぶには，まずはその研究の目的か
ら何を明らかにしたいかを明確にすることが重要である．
それに基づき，今回紹介したポイントをふまえて検定手
法を選択できるよう，本稿がその一助として活用される
ことを願っている．
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「School Health」掲載論文の抄録

School Health Vol.１２,２０１６
【Original Article／原著論文】

Factors Related to the Risk of Drug Use among Japanese College Students
Sawako Takahashi and Mikako Arakida
［School Health Vol.１２,１―８,２０１６］

http:／／www.shobix.co.jp／sh／tempfiles／journal／２０１６／０７３.pdf

Background: Since ２００８, there has been a heightened awareness in Japan concerning the use of illegal drugs by
college students. As a result, colleges and universities have been implementing drug abuse prevention programs
as required by the government. Previously, drug abuse prevention programs in Japan mainly targeted middle
school and high school students. We conducted a study concerning the prevalence of drug use and related factors
among college students to inform drug use prevention programs targeting college students.
Methods: A questionnaire was completed by１，４４５sophomore students at１６ colleges and universities throughout
Japan in ２０１２―２０１３. The questionnaire asked respondents about current drug use and other drug use related ex-
periences. It also assessed students’personal backgrounds, orientations toward drugs, and personality characteris-
tics.
Results: Among the respondents,２．１% reported having drug use experience. The logistic regression analyses indi-
cated the risk of drug use, measured by past drug use and the intent and willingness questions was correlated
with the students’sense of norm toward drug use, Pachinko／Pachi-slot experiences, club／rave experiences, and
personality characteristics such as self assertiveness and affinity for sensation.
Conclusions: The present study confirms that there are college students already have had experience of using
drugs（２．１%）, and the risk of drug use is correlated with several behavioral factors and students’personality
characteristics. The findings suggest a drug use prevention program targeting college students would be more ef-
fective if it aims to raise the sense of norm among not only individual students but also the school as a whole and
includes monitoring Pachinko／Pachi-slot and club／rave activities. Individual students’personality characteristics
should also be considered in designing a prevention program. Since the present study was conducted at only those
schools which complied with our request for cooperation, it is difficult to generalize these results to represent the
national college population.

大学生の薬物使用リスクに関連する要因

高橋佐和子，荒木田美香子

背景：日本では２００８年以降，大学生による薬物使用に対する問題意識が高まっている．これを受けて，各大学では政
府の方針により薬物乱用防止プログラムを実施している．これまでの薬物乱用防止教育の対象は中高生であった．大
学生を対象とした薬物防止プログラムへの示唆を得るために，大学生の薬物使用の実態及びその関連要因を明らかに
することを目的とした調査を実施した．
方法：２０１２年から２０１３年にかけて全国の大学でアンケート調査を実施し，１６大学の２年生１，４４５人から回答を得た．
アンケート調査は実際に薬物を使用するなど薬物使用に関連する経験についてたずねたほか，回答者の個人的背景，
薬物に対する意識，性格特性などについてのデータを収集した．
結果：今回の調査では回答者の２．１％が薬物を使用した経験があると答えた．ロジスティック回帰分析の結果，薬物
使用リスクは回答者の薬物使用に関する規範意識，パチンコ・パチスロ経験，クラブ・レイブ経験と性格特性（自己
主張，刺激希求性）と関係があった．
結論：本研究ではすでに薬物を使用したことのある学生（２．１％）がいることが確認され，薬物使用リスクはいくつ
かの行動・意識とさらには個人の性格特性とも関係があることがわかった．これらの結果から，大学生を対象とした
薬物乱用防止プログラムが効果を上げるためには，個々の学生だけでなく大学全体で薬物使用に関する規範意識を高
め，パチンコ・パチスロやクラブ・レイブ行動を監視するべきであることが示唆された．また，薬物使用防止プログ
ラムを策定するにあたっては個々の学生の性格特性も考慮すべきだろう．本研究の対象は，調査協力への承諾のあっ
た大学としたため，全国の大学生を代表する結果として一般化することは困難である．

連絡先：〒４３３―８５５８ 浜松市北区三方原町３４５３ 聖隷クリストファー大学（高橋）

英文雑誌
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School Health Vol.１２,２０１６
【Research report／研究報告】

The Effects of Behavior Support Targeting Self-injurious Behavior through
Promotion of Task Engagement on Problem Behavior in ASD Children
Koichi Tani, Saeko Sakai, Hiroko Okuno, Sachiko Takagi and Yoshihiro Fujiwara

［School Health Vol.１２,９―２０,２０１６］
http:／／www.shobix.co.jp／sh／tempfiles／journal／２０１６／０７６.pdf

Background: Problem behavior is a factor that can make everyday life and studying in educational settings diffi-
cult for children with developmental disorders, resulting in reduced quality of life. Problem behavior is one of the
difficulties presented by children with autism spectrum disorder（ASD）and developmental disorders; and self-in-
jurious behavior（SIB）is one such behavior that clearly negatively impacts the child’s quality of school life. Recent
studies have indicated the effectiveness of initiatives to reduce problem behaviors through promoting and support-
ing task engagement behavior.
Purpose: The present study is an interventional study carried out on three children with ASD enrolled in special
needs schools. Behavior support plan that promoted task engagement behavior was carried out with the objectives
of（a）confirming whether task engagement behavior is effective in reducing SIB in targeted settings and（b）
verifying the effects of task engagement behavior on problem behaviors other than SIB in everyday school life.
Methods: For each child, an examination was carried out to determine the setting within school life in which SIB
occurred most readily; this setting was specified as the target setting. Functional assessments of the children
within these settings were carried out and behavior support plans drawn up on the basis of the results were car-
ried out. In the target settings, instruction from homeroom teachers took place in both intervention and baseline
periods.
Results: As the result of above procedure, all three children showed greater task engagement behavior during the
intervention period than during the baseline period, and there was a reduction in SIB from the start of the inter-
vention period. In addition, the results of the Aberrant Behavior Checklist Japanese Version（ABC-J）, which
evaluate behaviors in everyday life, completed by the same teacher showed that in everyday school life outside
the specified target setting, there were improvements in three subscales of ABC-J（１. Irritability／Agitation, ２.
Lethargy／Social Withdrawal,４. Hyperactivity／Noncompliance）.
Conclusions: The results indicate that carrying out a behavior support plan that promotes task engagement be-
havior based on a functional assessment not only reduces SIB in the intervention setting, but also brings about im-
provement in other problem behaviors shown by the child in everyday school life.

自閉症スペクトラム児に対する自傷行動を標的とした
課題従事行動促進支援による行動問題への効果

谷 浩一，酒井佐枝子，奥野裕子，髙木幸子，藤原義博

背景：自閉症スペクトラム障害（ASD）などの発達障害のある子どもの行動問題は，学校教育場面において彼らの
生活や学習上の困難さを生み，生活の質（QOL）の低下を招くと考えられる．行動問題の中でも特に自傷行動は明
らかに子どもたちの生活の質の向上を妨げるものである．近年の先行研究では，自傷行動の軽減を図るために課題従
事行動の促進支援の取組が進められ，その有効性が示されつつあるが，それによる自傷行動以外の他の行動問題への
影響は検証されていない．
目的：本稿は，特別支援学校に在籍するASD児３名を対象として，課題従事行動を促進する行動支援プログラムを
実施することにより，ａ）標的場面における自傷行動の軽減効果の検証，次に，ｂ）生活場面における自傷行動以外
の他の行動問題への影響についての検証を目的とした．
方法：対象児３名について，学校生活の中で最も自傷行動が生起しやすい場面をそれぞれ標的場面として抽出し，そ
れらの標的場面に対して機能的アセスメントを実施した．次に，これらの機能的アセスメントの結果に基づき行動支
援プログラムを作成した．担任教諭は，各々の行動支援プログラムに従って標的場面におけるベースライン期及び介
入期の取組を実施した．
結果：対象児３名ともに，ベースライン期に比べ介入期において標的場面における課題従事行動が増加した一方，自
傷行動の軽減が認められた．加えて，担任教諭による対象児の異常行動チェックリスト日本語版（ABC-J）の結果よ
り，標的場面以外の生活場面において，ABC-Jの三つのサブスケールスコア（Ⅰ．興奮性，Ⅱ．無気力，Ⅳ．多動）
上での改善が認められた．
結論：以上より，機能的アセスメントに基づく課題従事行動を促進する行動支援プログラムの実施により，標的場面
において自傷行動の軽減がみられ，学校生活場面におけるその他の行動問題の改善の可能性が示された．

連絡先：〒５６５―０８７１ 吹田市山田丘２―２ 大阪大学大学院連合小児発達学研究科（谷）
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会 報 一般社団法人日本学校保健学会
第１４回理事会議事録

日 時 平成２８年３月２０日 １３時～１５時
場 所 聖心女子大学グリーンパーラー（マリアンホール１Ｆ）
出席者 衞藤 隆（理事長）・植田誠治・野津有司・大澤 功・川畑徹朗・森岡郁晴（常任理事）・数見隆生・面澤和

子・朝倉隆司・遠藤伸子・近藤 卓・高橋浩之・瀧澤利行・渡邉正樹・中川秀昭・佐藤祐造・宮尾 克・村
松常司・西岡伸紀・宮井信行・宮下和久・池添志乃・鈴江 毅・住田 実・門田新一郎・照屋博行（理事）・
田嶋八千代（監事）・佐々木 司（事務局長）・七木田文彦（副事務局長）・内山有子・物部博文（幹事）

オブザーバー：棟方百熊（第６２回学術大会事務局長）

理事長挨拶
・議事録の確認

前回議事録が了承された．
・議事録署名人の確認

議事録署名人として衞藤理事長，田嶋監事を確認した．

１．審議事項
１）入退会者の確認（事務局）

佐々木事務局長より資料１に基づき，入会者及び退会者の説明があり，入会者３７名，退会者２９名，全会員数
２，２２７名であることが報告された．

２）第６５回日本学校保健学会年次学会選考の依頼について
衞藤理事長より資料２に基づき西日本ブロックで開催する予定であると説明があった．その調整については中

川理事（第６１回学術大会長）にお願いすることになった．

２．報告事項
１）杉浦守邦名誉会員の逝去について

衞藤理事長より資料３に基づき，杉浦守邦名誉会員の逝去についての報告があった．
２）日本学校保健学会第６２回学術大会の決算案について

門田理事より追加資料に基づき参加者数，企画内容，学会行事，委員会，協賛団体についての説明があった．
また，第６２回学術大会の棟方事務局長より資料４に基づき，収入（参加費，協賛費・出展料，広告収入，補助
金・助成金，会議会場費・飲料費，情報交換会）及び支出（準備運営費，当日運営費）についての報告があった．
加えて佐々木事務局長より学会本体と学術大会の会計の関係について補足説明があった．

３）日本学校保健学会第６３回学術大会の進捗状況について
野津学術大会長より資料５に基づき第６３回学術大会の進捗状況についての説明があった．

４）日本学校保健学会第６４回学術大会の進捗状況について
面澤学術大会長より第６４回学術大会の進捗状況についての説明があった．開催日時は，平成２９年１１月３～５日，

３日は宮城教育大学，４～５日は仙台国際センターで実施する予定との報告があった．
５）名誉会員推挙の依頼について

衞藤理事長より資料６に基づき，各地区代表理事より８月末日までに名誉会員の推挙について依頼したいとの
報告があった．選挙年にあたって，名誉会員の推挙と関わって問題が生じた場合は，個別に審議することとなった．

６）学会賞・学会奨励賞の選考について
面澤委員長より資料７に基づき，現在の進捗状況についての説明があった．学会賞・学会奨励賞の選考作業に

関連して佐々木事務局長より国際文献社との契約についての補足説明があった．すなわち，契約は定額ではなく，
実際に依頼する作業の種類（単価あり）とその量に対して請求が発生する（増額する）システムであることが説
明された．

７）編集委員会報告
川畑常任理事より資料８に基づき編集関連会務及び編集委員会報告について説明があった．投稿にあたって，

著作権委譲承諾書に会員番号を記載する項目を設けること，School HealthのJ-stage搭載の承認連絡があったこ
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と，和文誌及び英文誌の投稿状況等についての報告があった．
８）学術委員会報告

森岡常任理事より資料９に基づき学術委員会の報告があった．平成２８年度企画研究のテーマがメンタルヘルス
と決定したこと，第６３回学術大会における学術委員会主催シンポジウムについて報告があった．

９）法・制度委員会報告
植田常任理事より資料１０に基づき法・制度委員会の報告があった．教員養成をはじめ教育改革動向に対する対

応の必要性について報告があった．
１０）渉外委員会報告

野津常任理事より資料１１に基づき渉外委員会の報告があった．第５回渉外委員会，健やか親子２１推進協議会，
各関連団体総会等の開催予定についての報告があった．また，関連団体への出席に関しての予算も含めて課題が
提示された．また，健やか親子２１推進協議会「テーマグループミィーティング」について，出席した内山幹事よ
り補足説明があった．

１１）国際交流委員会報告
照屋理事より資料１２に基づき，学術大会（岡山）におけるワークショップ，学術大会（つくば）での企画，台

湾学校衛生学会等の報告があった．瀧澤理事より台湾学校衛生学会との交流協定についての質問と意見とがあっ
た．協定書の文言を確認し，必要に応じて対処することとした．他国学会との交流については，戦略的な方向を
国際交流委員会で検討することとなった．

１２）選挙管理委員会報告
七木田副事務局長より資料１３及び追加資料に基づき選挙の日程，被選挙権，登録地区が実際の勤務先と異なる

場合は無効になること，及び第１６期選挙管理委員会（第１回）の状況についての報告があった．宮尾理事からは，
役員の若返りと実際に活躍している人の状況（学会賞・奨励賞の受賞状況，事務局長等）を投票用紙と一緒に参
考資料として送付してはどうかという提案があった．事務局から選挙管理委員会に報告することとし，基本問題
検討委員会でも取り上げることとした．

１３）次回理事会の日時について
次回理事会は，平成２８年７月１７日（日）１３時より聖心女子大学にて開催する．

１４）その他
・三木理事より１２月２３日の中央教育審議会の傍聴に行ってきたが，現在は教員養成の改革期にある．これまでは，

養護教諭関連で様々な団体がばらばらに申し込みをしていたので養護教諭関連団体協議会を立ち上げ，３月２８
日に担当の和田課長に会いに行くという情報提供があった．

・衞藤理事長より環境省エコチル調査の企画評価委員を学校保健学会の理事長として引き受けるとともに，書類
送付先を事務局としたいという申し出があり，了承された．

以上

【事務局から】
一般社団法人日本学校保健学会の会員の皆さま

平素より学会運営にご理解・ご協力を賜り，誠にありがとうございます．
さて，４月２６日（火）に２０１６年度会費請求書を発送させていただきましたが，こちらの備考欄の記載に誤りがござい

ました．

誤：ゆうちょ銀行 〇一九店（ゼロイチキュウ）当座００７１９１９
正：ゆうちょ銀行 〇一九店（ゼロイチキュウ）当座００７１９２９

ゆうちょ銀行以外の金融機関からお振込みの際には，上記の口座番号にお振込みくださいますようお願い申し上げ
ます．

なお，請求書下部の振込取扱票に記載されている口座に誤りはございません．そのままご利用いただければと存じ
ます．

以上お手数ではございますが，ご確認のうえ年会費納入のほどよろしくお願いいたします．
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会 報 一般社団法人日本学校保健学会 第６３回学術大会
開催のご案内（第３報）

学会長 野津 有司（筑波大学教授）

１．メインテーマ：学校保健学の知の創造と発信―子供たちの健康と安全を守り育てるために―

２．開催期日：平成２８年１１月１８日（金），１９日（土），２０日（日）

３．会 場：国立大学法人筑波大学 筑波キャンパス（大学会館・５Ｃ棟）
茨城県つくば市天王台１―１―１

（筑波大学 筑波キャンパス案内「交通アクセス」http:／／www.tsukuba.ac.jp／access／tsukuba_access.html）

■つくばエクスプレス（お薦めです．）
・「秋葉原駅」から快速４５分，「つくば駅」下車・乗り換え，

バス停「つくばセンター」から約１０分，「大学会館前」下車
■JR常磐線（「ひたち野うしく駅」や「荒川沖駅」からは，筑波大学行きのバスはほとんどありません．）

・「東京駅」，「上野駅」，「日暮里駅」等から「土浦駅」下車・乗り換え，
バス停「土浦駅」（西口２乗り場）から「筑波大学中央行き」で約３５分，「大学会館前」下車

■高速バス（交通事情によって，到着時刻が遅れることがあります．）
・羽田空港から「つくばセンター行き」で約１２０分，「つくばセンター」下車・乗り換え，
「つくばセンター」から約１０分，「大学会館前」下車

・成田空港から「つくばセンター行き」で約１００分，「つくばセンター」下車・乗り換え，
「つくばセンター」から約１０分，「大学会館前」下車

・「東京駅八重洲南口」から「筑波大学行き」で約７５分，「大学会館前」下車
■自動車

・常磐自動車道「桜土浦I.C.」下車，約８km
・首都圏中央連絡自動車道「つくば中央I.C.」下車，約８km
・駐車場（大学会館外来駐車場，仮設体芸西ゲート駐車場）約３００台（無料）

４．主 催：一般社団法人 日本学校保健学会

５．共 催：国立大学法人 筑波大学

６．協 力：つくば市

１１５学校保健研究 Jpn J School Health５８；２０１６



１．原理，歴史，制度
２．健康管理，疾病予防
３．喫煙，飲酒，薬物乱用
４．性，エイズ
５．ライフスキル
６．保健学習，保健指導
７．健康相談，健康相談活動
８．養護教諭，保健室

９．学校保健組織活動，関係職員
１０．メンタルヘルス
１１．いじめ
１２．特別支援，障害
１３．発育，発達
１４．体力，体格
１５．食，食育
１６．歯科保健

１７．ヘルスプロモーション
１８．安全，危機管理
１９．環境
２０．国際学校保健
２１．疫学，保健統計
２２．その他

７．大会の概要（予定）
１１月１８日（金）：常任理事会，理事会，総会（代議員会），学会関連行事 等
１１月１９日（土）：学会長講演，特別講演，教育講演，学会賞・学会奨励賞受賞講演，シンポジウム，一般発表（口

演，ポスター），ランチョンセミナー，情報交換会，企業展示 等
１１月２０日（日）：シンポジウム，ワークショップ，一般発表（口演，ポスター），ランチョンセミナー，自由集会，

企業展示 等

８．情報交換会
平成２８年１１月１９日（土）１８：００より，「オークラフロンティアホテルつくば」にて開催予定です．多くの皆様のご

参加をお待ち申し上げます．

９．一般発表（口演，ポスター）の演題登録
⑴ 登録期間（講演集原稿の提出も含む）：平成２８年４月２７日（水）正午～７月７日（木）正午（必着）
⑵ 登録に際しての注意

１）演者（筆頭）及び共同研究者の全員が，（一社）日本学校保健学会の会員である必要があります．学会員で
ない方は，速やかに入会の手続き（（一社）日本学校保健学会ホームページhttp:／／jash.umin.jp／）をお願い
します．

２）演者（筆頭）は，必ず早期事前参加申込み（８月３１日（水）まで）にて，大会参加の登録と参加費の支払いを
行ってください．

３）登録する演題は，学校保健に関する研究であり，未発表のものに限ります．演題登録に当たっては，下記の
演題区分を参照ください．

【演題区分】

⑶ 登録方法
・第６３回学術大会のホームページ（http:／／web.apollon.nta.co.jp／jash６３／）の「演題登録」（UMINオンライン演

題登録システム）により行ってください．
・演題登録の際には，講演集原稿の提出も同時に行うことになります．
※締切日以降に，登録した演題の削除や講演集原稿の訂正等はできません．
※締切直前はアクセスが集中し，システムに支障をきたす恐れもあります．余裕をもって登録してください．

⑷ 発表形式
「口演」，「ポスター」，「どちらでもよい」のいずれかを選択してください．ただし，演題数や会場等の関係で，

希望にそえない場合があります．
１）口演

口演時間（発表および討論）については，後日案内致します．すべての会場で，パワーポイントを使用でき
ます．スライドやOHPは使用できません．

２）ポスター
ポスター発表は，１１月１９日（土）及び２０日（日）のいずれかに指定されます．
ポスター発表では，座長制をとりません．指定された時間帯に，各自のポスターの前で参加者と討論してく

ださい．
なお，新しい試みとして，参加者各自が魅力的だと思うポスターに「Excellent！」シールを貼付して称賛

し合う取組を行う予定です．
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大 会 参 加 費 情報交換会参加費

一般
（会員・非会員）

学生
（学部生・大学院生等）

一般
（会員・非会員）

学生
（学部生・大学院生等）

⑴ 早期事前
参加申込み

８月３１日（水）まで ８，０００円 ４，０００円 ６，０００円 ４，０００円

⑵ 通常事前
参加申込み

９月１日（木）～
１０月１７日（月）

９，０００円 ４，０００円 ７，０００円 ４，０００円

⑶ 当日
参加申込み

１０月１８日（火）以降 ９，０００円 ４，０００円 ７，０００円 ４，０００円

※大会参加費には，講演集代が含まれます．
※早期事前参加申込み（８月３１日（水）まで）の場合は，講演集の事前送付が可能です．

事前送付を希望する方は，送料５００円を加えてお申込みください．
※学生は，大会当日に，身分を証明できるもの（学生証など）を持参ください．

⑸ 演題の採否及び発表日時等の通知について
１）演題の採否，発表形式，発表日時等の決定は，学会長に一任ください．
２）演題の採否及び発表日時等の通知は，演題登録の際に入力されたE-mailアドレス宛にお知らせします．
３）演題の発表日時等の一覧は，第６３回学術大会ホームページ（http:／／web.apollon.nta.co.jp／jash６３／）に掲載し

ます（１１月頃予定）．

１０．参加申込み

⑴ 早期事前参加申込み（８月３１日（水）まで）の場合
１）まず，第６３回学術大会ホームページ（http:／／web.apollon.nta.co.jp／jash６３／）の「参加申込み」から，オンラ

イン登録をしてください．
２）その上で，大会参加費等を８月３１日（水）までに，銀行振込，クレジットカード，コンビニ決算のいずれかに

てお支払いください．
※早期事前参加申込み（８月３１日（水）まで）をされた方には，「参加証」を郵送します．必ず，大会当日に持参

ください．
※本大会ホームページからオンライン登録ができない場合は，運営事務局（電話０３―５４７０―４４０１）にご連絡ください．

⑵ 通常事前参加申込み（９月１日（木）～１０月１７日（月）まで）の場合
１）まず，第６３回学術大会ホームページ（http:／／web.apollon.nta.co.jp／jash６３／）の「参加申込み」から，オンラ

イン登録をしてください．
２）その上で，大会参加費等を１０月１７日（月）までに，銀行振込，クレジットカード，コンビニ決算のいずれかに

てお支払いください．
※本大会ホームページからオンライン登録ができない場合は，運営事務局（電話０３―５４７０―４４０１）にご連絡ください．

⑶ 当日参加申込み（１０月１８日（火）～大会当日）の場合
大会当日，受付にて参加の登録及び参加費の支払いを行ってください．

⑷ 講演集のみの購入の場合
８月３１日（水）まで，１冊３，０００円（送料込）と送料５００円で販売致します．第６３回学術大会ホームページ（http:／／

web.apollon.nta.co.jp／jash６３／）の「参加申込み」からオンライン登録をし，その上で講演集代及び送料を８月３１
日（水）までに，銀行振込，クレジットカード，コンビニ決算のいずれかにてお支払いください．

なお大会当日は，１冊３，０００円で販売します．

１１．大会当日の昼食について
１１月１９日（土）及び２０日（日）ともに，昼食時にランチョンセミナーを開催予定です．なお，会場周辺の飲食店や学

内の食堂は限られており，大変な混雑が予想されます．予めご承知おきください．

１２．学会関連行事及び自由集会の申込み
本大会事務局では，会場の提供のみを致します．ただし，本大会ホームページや講演集等において，会場の案内

や内容の紹介を致します．
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申込み〆切：平成２８年８月２２日（月）
申 込 み 先：本大会事務局（kataoka@taiiku.tsukuba.ac.jp）
予 定 期 日：学会関連行事 １１月１８日（金），自由集会 １１月２０日（日）

１３．宿泊・交通
運営事務局（㈱日本旅行国際旅行事業本部ECP営業部，E-mail：travel_jash６３@nta.co.jp）までお問い合わせく

ださい．

１４．大会事務局
〒３０５―８５７４ 茨城県つくば市天王台１―１―１ 筑波大学体育系健康教育学領域内
片岡千恵 E-mail：kataoka@taiiku.tsukuba.ac.jp TEL＆FAX：０２９―８５３―２６７８

１５．運営事務局
（参加申込み，演題登録，協賛に関するお問い合わせ）

㈱プランドゥ・ジャパン
〒１０５―００１２ 東京都港区芝大門２―３―６ 大門アーバニスト４０１

E-mail：jash６３@nta.co.jp TEL：０３―５４７０―４４０１ FAX：０３―５４７０―４４１０
（宿泊に関するお問い合わせ）

㈱日本旅行国際旅行事業本部ECP営業部
〒１０５―０００１ 東京都港区虎ノ門３―１８―１９ 虎ノ門マリンビル１１階

E-mail：travel_jash６３@nta.co.jp FAX：０３―３４３７―３９４４

１６．大会ホームページ
一般社団法人日本学校保健学会第６３回学術大会 http:／／web.apollon.nta.co.jp／jash６３／
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原稿の種類 内 容

１．総 説
Review

２．原 著
Original Article

３．研究報告
Research Report

４．実践報告
Practical Report

５．資料
Research Note

６．会員の声
Letter to the Editor

７．その他
Others

学校保健に関する研究の総括，解説，提
言等
学校保健に関する独創性に富む研究論文

学校保健に関する研究論文

学校保健の実践活動をまとめた研究論文

学校保健に関する貴重な資料

学会誌，論文に対する意見など（８００字
以内）
学会が会員に知らせるべき記事，学校保
健に関する書評，論文の紹介等

機関誌「学校保健研究」投稿規程
１．投稿者の資格

本誌への投稿者は共著者を含めて，一般社団法人日
本学校保健学会会員に限る．

２．本誌の領域は，学校保健及びその関連領域とする．
３．投稿者の責任

・掲載された論文の内容に関しては，投稿者全員が責
任を負うこととする．

・投稿論文内容は未発表のもので，他の学術雑誌に投
稿中でないものに限る（学会発表などのアブストラ
クトの形式を除く）．

・投稿に際して，所定のチェックリストを用いて投稿
原稿に関するチェックを行い，投稿者全員が署名の
上，原稿とともに送付する．

４．著作権
本誌に掲載された論文等の著作権は，一般社団法人

日本学校保健学会に帰属する．
５．倫理

投稿者は，一般社団法人日本学校保健学会倫理綱領
を遵守する．

６．投稿原稿の種類
本誌に掲載する原稿は，内容により次のように区分

する．

「総説」，「原著」，「研究報告」，「実践報告」，「資料」，
「会員の声」以外の原稿は，原則として編集委員会の
企画により執筆依頼した原稿とする．

７．投稿された原稿は，査読の後，編集委員会において，
掲載の可否，掲載順位，種類の区分を決定する．

８．原稿は，「原稿の様式」にしたがって書くものとする．
９．随時投稿を受け付ける．
１０．原稿は，正（オリジナル）１部のほかに副（コピー）

２部を添付して投稿する．

１１．投稿料
投稿の際には，査読のための費用として５，０００円を

郵便振替口座００１８０―２―７１９２９（日本学校保健学会）に
納入し，郵便局の受領証のコピーを原稿とともに送付
する．

１２．原稿送付先
〒１１３―０００１ 東京都文京区白山１―１３―７

アクア白山ビル５F
勝美印刷株式会社 内「学校保健研究」編集事務局
TEL：０３―３８１２―５２２３ FAX：０３―３８１６―１５６１
その際，投稿者の住所，氏名を書いた返信用封筒

（角２）を３枚同封すること．
１３．同一著者，同一テーマでの投稿は，先行する原稿が

受理されるまでは受け付けない．
１４．掲載料

刷り上り８頁以内は学会負担，超過頁分は著者負担
（一頁当たり１３，０００円）とする．

１５．「至急掲載」希望の場合は，投稿時にその旨を記す
こと．「至急掲載」原稿は，査読終了までは通常原稿
と同一に扱うが，査読終了後，至急掲載料（５０，０００円）
を振り込みの後，原則として４ヶ月以内に掲載する．
「至急掲載」の場合，掲載料は，全額著者負担となる．

１６．著者校正は１回とする．
１７．審査過程で返却された原稿が，特別な事情なくして

学会発送日より３ヶ月以上返却されないときは，投稿
を取り下げたものとして処理する．

１８．原稿受理日は編集委員会が審査の終了を確認した年
月日をもってする．

原稿の様式
１．投稿様式

原稿は和文または英文とする．和文原稿は原則とし
てMSワードを用い，Ａ４用紙４０字×３５行（１，４００字）
横書きとし，本文には頁番号を入れる．査読の便宜の
ために，MSワードの「行番号」設定を用いて，原稿
全体の左余白に行番号を付す．査読を終了した最終原
稿は，CD等をつけて提出する．

２．文章は新仮名づかい，ひら仮名使用とし，句読点，
カッコ（「，『，（，［など）は１字分とする．

３．英文は，１字分に半角２文字を収める．
４．数字は，すべて算用数字とし，１字分に半角２文字

を収める．
５．図表及び写真

図表，写真などは，直ちに印刷できるかたちで別紙
に作成し（図表，写真などは１頁に一つとする），挿
入箇所を原稿中に指定する．なお，印刷，製版に不適
当と認められる図表は，書替えまたは削除を求めるこ
とがある．（専門業者に製作を依頼したものの必要経
費は，著者負担とする）
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６．投稿原稿の内容
・和文原稿には，【Objectives】，【Methods】，【Results】，

【Conclusion】などの見出しを付けた４００語程度の
構造化した英文抄録とその日本語訳をつける．ただ
し原著，研究報告以外の論文については，これを省
略することができる．英文原稿には，１，５００字以内
の構造化した和文抄録をつける．

・すべての原稿には，五つ以内のキーワード（和文と
英文）を添える．

・英文抄録及び英文原稿については，英語に関して十
分な知識を持つ専門家の校正を受けてから投稿する．

・正（オリジナル）原稿の表紙には，表題，著者名，
所属機関名，代表者の連絡先（以上和英両文），原
稿枚数，表及び図の数，希望する原稿の種類，別刷
必要部数を記す（別刷に関する費用は，すべて著者
負担とする）．副（コピー）原稿の表紙には，表題，
キーワード（以上和英両文）のみとする．

７．研究の内容が倫理的考慮を必要とする場合は，研究
方法の項目の中に倫理的配慮をどのように行ったかを
記載する．

８．文献は引用順に番号をつけて最後に一括し，下記の
形式で記す．本文中にも，「…知られている１）．」また
は，「…２）４），…１－５）」のように文献番号をつける．著者
もしくは編集・監修者が４名以上の場合は，最初の３
名を記し，あとは「ほか」（英文ではet al.）とする．

［定期刊行物］ 著者名：表題．雑誌名 巻：頁―頁，発
行年

［単 行 本］ 著者名（分担執筆者名）：論文名．（編
集・監修者名）．書名，引用頁―頁，発行
所，発行地，発行年

―記載例―
［定期刊行物］
１）高石昌弘：日本学校保健学会５０年の歩みと将来への

期待―運営組織と活動の視点から―．学校保健研究
４６：５―９，２００４

２）川畑徹朗，西岡伸紀，石川哲也ほか：青少年のセル
フエスティームと喫煙，飲酒，薬物乱用行動との関係．
学校保健研究 ４６：６１２―６２７，２００５

３）Hahn EJ, Rayens MK, Rasnake R et al.：School to-
bacco policies in a tobacco-growing state. Journal of
School Health７５：２１９―２２５,２００５

［単行本］

４）鎌田尚子：学校保健を推進するしくみ．（高石昌弘，
出井美智子編）．学校保健マニュアル（改訂７版），
１４１―１５３，南山堂，東京，２００８

５）Hedin D, Conrad D：The impact of experiential
education on youth development. In：Kendall JC
and Associates, eds. Combining Service and Learn-
ing：A Resource Book for Community and Public
Service. Vol １, １１９―１２９, National Society for Intern-
ships and Experiential Education, Raleigh, NC, USA,
１９９０

〈日本語訳〉
６）フレッチャーRH，フレッチャーSW：治療．臨床疫

学 EBM実践のための必須知識（第２版．福井次矢
監訳），１２９―１５０，メディカル・サイエンス・インター
ナショナル，東京，２００６（Fletcher RH, Fletcher
SW：Clinical Epidemiology. The Essentials. Fourth
Edition, Lippincott Williams & Wilkins, Philadelphia,
PA, USA,２００５）

［報告書］
７）和田清，嶋根卓也，立森久照：薬物使用に関する全

国住民調査（２００９年）．平成２１年度厚生労働科学研究
費補助金（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエ
ンス総合研究事業）「薬物乱用・依存の実態把握と再
乱用防止のための社会資源等の現状と課題に関する研
究（研究代表者：和田清）」総括・分担研究報告書，
２０１０

［インターネット］
８）厚生労働省：平成２３年（２０１１）人口動態統計（確定

数）の概況．Available at：http:／／www.mhlw.go.jp／
toukei／saikin／hw／jinkou／kakutei１１／dl／０１_tyousa.pdf
Accessed January６,２０１３

９）American Heart Association：Response to cardiac
arrest and selected life-threatening medical emer-
gencies：The medical emergency response plan for
schools. A statement for healthcare providers, policy-
makers, school administrators, and community lead-
ers. Available at：http:／／circ.ahajournals.org／cgi／
reprint／０１.CIR.００００１０９４８６.４５５４５.ADv１.pdf Accessed
April６,２００４

附則：
本投稿規程の施行は平成２７年（２０１５年）４月１日とする．
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投稿時チェックリスト（平成２７年４月１日改定）

以下の項目についてチェックし，記名・捺印の上，原稿とともに送付してください．

□ 著者（共著者を含む）は全て日本学校保健学会会員か．
□ 投稿に当たって，共著者全員が署名したか．
□ 本論文は，他の雑誌に掲載されたり，印刷中もしくは投稿中の論文であったりしないか．
□ 同一著者，同一テーマでの論文を「学校保健研究」に投稿中ではないか．

□ 原著もしくは研究報告として投稿する和文原稿には４００語程度の構造化した英文抄録とその日本語訳を，英文原稿
には１，５００字以内の構造化した和文抄録をつけたか．

□ 英文抄録及び英文原稿について，英語に関して十分な知識を持つ専門家の校正を受けたか．
□ キーワード（和文と英文，それぞれ五つ以内）を添えたか．
□ 研究の内容が倫理的配慮を必要とする場合は，研究方法の項目の中に倫理的配慮をどのように行ったのかを記載

したか．
□ 文献の引用の仕方は正しいか（投稿規程の「原稿の様式」に沿っているか）
□ 本文には頁番号を入れたか，原稿全体の左余白に行番号を付したか．
□ 図表，写真などは，直ちに印刷できるかたちで別紙に作成したか．
□ 図表，写真などの挿入箇所を原稿中に指定したか．
□ 本文，表及び図の枚数を確認したか．

□ 原稿は，正（オリジナル）１部と副（コピー）２部があるか．
□ 正（オリジナル）原稿の表紙には，次の項目が記載されているか．

□ 表題（和文と英文）
□ 著者名（和文と英文）
□ 所属機関名（和文と英文）
□ 代表者の連絡先（和文と英文）
□ 原稿枚数
□ 表及び図の数
□ 希望する原稿の種類
□ 別刷必要部数

□ 副（コピー）原稿２部のそれぞれの表紙には，表題，キーワード（以上和英両文）のみが記載されているか（そ
の他の項目等は記載しない）．

□ 表題（和文と英文）
□ キーワード（和文と英文）

□ ５，０００円を納入し，郵便局の受領証のコピーを同封したか．
□ 投稿者の住所，氏名を書いた返信用封筒（角２）を３枚同封したか．

上記の点につきまして，すべて確認しました．
年 月 日

氏名： 印
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著作権委譲承諾書

一般社団法人日本学校保健学会 御中

論文名

著者名（筆頭著者から順に全員の氏名を記載してください）

上記論文が学校保健研究に採用された場合，当該論文の著作権を一般社団法人日本学校保健学会に委譲することを
承諾いたします．また，著者全員が論文の内容に関して責任を負い，論文内容は未発表のものであり，他の学術雑誌
に掲載されたり，投稿中ではありません．さらに，本論文の採否が決定されるまで，他誌に投稿いたしません．以上，
誓約いたします．

下記に自署してください．

筆頭著者：

氏名 会員番号（ ） 日付 年 月 日

共著者：

氏名 会員番号（ ） 日付 年 月 日

氏名 会員番号（ ） 日付 年 月 日

氏名 会員番号（ ） 日付 年 月 日

氏名 会員番号（ ） 日付 年 月 日

氏名 会員番号（ ） 日付 年 月 日

氏名 会員番号（ ） 日付 年 月 日

氏名 会員番号（ ） 日付 年 月 日

氏名 会員番号（ ） 日付 年 月 日

氏名 会員番号（ ） 日付 年 月 日

氏名 会員番号（ ） 日付 年 月 日

＊１ 用紙が足りない場合は，用紙をコピーしてください．
＊２ 本誌への投稿は，共著者も含めて一般社団法人日本学校保健学会会員に限ります（投稿規定１項）．会員でな

い著者は投稿までに入会手続きをとってください．
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〈参 考〉
日本学校保健学会倫理綱領

制定 平成１５年１１月２日
日本学校保健学会は，日本学校保健学会会則第２条の規定に基づき，本倫理綱領を定める．

前 文
日本学校保健学会会員は，教育，研究及び地域活動によって得られた成果を人々の心身の健康及び社会の健全化の

ために用いるよう努め，社会的責任を自覚し，以下の綱領を遵守する．
（責任）
第１条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動に責任を持つ．
（同意）
第２条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動に際して，対象者又は関係者の同意を得た上で行う．
（守秘義務）
第３条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動において，知り得た個人及び団体のプライバシーを守秘

する．
（倫理の遵守）
第４条 会員は，本倫理綱領を遵守する．

２ 会員は，原則としてヒトを対象とする医学研究の倫理的原則（ヘルシンキ宣言）を遵守する．
３ 会員は，原則として疫学研究に関する倫理指針（平成１４年文部科学省・厚生労働省）を遵守する．
４ 会員は，原則として子どもの権利条約を遵守する．
５ 会員は，その他，人権に関わる宣言を尊重する．

（改廃手続）
第５条 本綱領の改廃は，理事会が行う．
附 則 この倫理綱領は，平成１５年１１月２日から施行する．
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会 報 「学校保健研究」投稿論文査読要領
日本学校保健学会 機関誌編集委員会

平成２５年８月３１日

１．日本学校保健学会会員（以下投稿者と略す）より，総説，原著，研究報告，実践報告，資料として論文の審査依頼がなさ
れた場合（以下，投稿論文と略す），編集委員長は，編集委員会または編集小委員会（以下，委員会と略す）の議を経て担
当編集委員を決定する．ただし，委員会が１０日以内に開催されない場合は，編集委員長は委員会の議を経ないで担当編集委
員を決定することができる．この場合，編集委員長は，担当編集委員名を編集委員会に報告する．

２．担当編集委員は，代議員の中から投稿論文査読者候補２名以上を推薦し，委員会においてこれを決定する．ただし，当該
投稿論文領域に適切な代議員がいない場合は，その他の会員または非会員をこれに充てることができる．

３．編集委員長は，論文査読者候補から２名の査読者を選考し，下記の書類を送付し，査読を依頼する．
① 著者名や所属をすべて削除した論文のコピー
② 投稿論文査読依頼用紙
③ 審査結果記入用紙（別紙を含む）
④ 返送用封筒
⑤ 論文受領確認用のFAX用紙

４．査読者による査読期間は，１回目の査読期間を２１日間，２回目以降を１４日間とする．
５．査読期間が守られない場合，編集委員長は，査読者に早急に査読するよう要求する．
６．審査結果記入用紙は，別紙（査読者からの審査結果記載部分）のみをコピーし，これを投稿者に送付する．
７．査読の結果において，２名の査読者の判断が大きく異なる場合は，委員会で審議の上，担当編集委員の意見を添えて投稿

者へ返却する．査読者のいずれか１名が，不採択と判定した場合，委員会の判断により，第３査読者に査読を依頼すること
ができる．その際，不採択と判定した査読者の査読は，その時点で終了する．

８．投稿者による投稿論文の内容の訂正・追加のための所要期間は，１か月を目途とする．
９．投稿者による投稿論文の内容の訂正・追加のために１か月以上要する場合は，投稿者から編集委員長に連絡するように依

頼する．
１０．投稿者からの訂正・追加原稿には，「査読者への投稿者の回答」及び訂正・追加前の投稿論文コピーを必ず添える．
１１．編集委員長は，委員会の審議の結果を尊重して，論文の採否や原稿の種類の最終判断を行う．
１２．その他，査読に当たっての留意点

① 論文の目的・方法・結論が科学的であり，かつ論理的に一貫しているかどうかを判断することが，査読の主たる目的で
ある．したがって，査読者の見解と異なる場合は，別途学会の公開の場において討論する形をとることとし，それを理由
に採否の基準にしてはならない．

② 問題点は，第１回目の査読で全て指摘することとし，第１回目に指摘しなかった問題点は第２回目以降には，指摘して
はならない．

③ 第２回目以降に新たに問題点が発見された場合は，その旨を編集委員長に報告し，判断を受ける．その場合，編集委員
長は，委員会に報告する．

④ 新しく調査や実験を追加しなければ意味がない投稿論文は不採択とし，採択できない理由を付す．
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お知らせ 渉外委員会からのお知らせ

⑴ 「第１５回健やか親子２１推進協議会総会」の報告
第１５回健やか親子２１推進協議会総会が平成２８年３月１６日に日比谷図書文化館で開催されました．「健やか親子２１

（第２次）」における三つの基盤課題及び二つの重点課題に取り組むため，関連協力団体により発足した「健やか
親子２１推進協議会」が掲げる四つのグループテーマ（①国民への普及啓発・情報発信等，②育児支援等，③児童虐
待防止・対応強化，④調査研究やカウンセリング体制の充実・ガイドライン作成等）について，それぞれのグルー
プ幹事よりこれまでの活動の成果と今後の展望等が報告されました．また，「厚生労働科学研究『健やか親子２１』
の最終評価・課題分析及び次期国民健康運動の推進に関する研究」の報告が山縣然太朗氏（山梨大学大学院教授）
よりなされ，今後の活動に向けた課題が指摘されました．さらに，「第４回健康寿命をのばそう！アワード（母子
保健分野）」受賞者から，実践の取組の紹介がありました．

※本総会の配布資料：http:／／www.mhlw.go.jp／stf／shingi２／００００１１６５４６.html（厚生労働省ホームページ）
⑵ 「教育関連学会連絡協議会第４回総会」の報告

教育関連学会連絡協議会第４回総会が平成２８年３月１９日に学習院大学（目白キャンパス）で開催されました．４
年目を迎えた本連絡協議会は今後，我が国の教育に関わる事項が劇的に変化してきている中で，その運営の趣旨・
在り方をこれまでの交流から政策提言へと進展させ，活動を活発化していく必要があることなどが確認されました．

※本総会の議事録：http:／／ed-asso.jp／steering／（教育関連学会連絡協議会ホームページ）
⑶ 教育関連学会連絡協議会・公開シンポジウム「人文社会科学の危機と教育学部の将来」の報告

本シンポジウムが平成２８年３月１９日に学習院大学（目白キャンパス）で開催されました．シンポジストの茂里毅
氏（文部科学省初中局教職員課長），寺岡英男氏（福井大学副学長），金子元久氏（筑波大学大学研究センター教授）
から，我が国の子どもたちをめぐる現状・課題・未来を踏まえながら，教育再生実行会議の提言とそれに基づく取
組や，大学が直面している課題と今後の教員養成の発展に向けた課題等が示され，参加者による議論が交わされま
した．
（一社）日本学校保健学会においても，社会状況や教育動向等を見据えながら，養護教諭や保健体育科教諭等の

養成に関わって，学術成果に基づいた改善・充実への提言を一層精力的に発信していかなければならない時期にき
ていると思われます．
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お知らせ
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JKYBライフスキル教育ワークショップ
かごっま（鹿児島）２０１６開催要項

主催 JKYBライフスキル教育研究会
後援 鹿児島県教育委員会，鹿児島市教育委員会

１．日 時：平成２８年８月１１日（木） ９：３０～１７：００～８月１２日（金） ９：１５～１６：３０（２日間）
２．会 場：宝山ホール（鹿児島県文化センター） TEL ０９９―２２３―４２２１（〒８９２―０８１６ 鹿児島市山下町５―３）
３．内 容：ライフスキル，喫煙・飲酒・薬物乱用防止，性教育，ボディイメージ，いじめ防止に関する教育の具体

的進め方
４．講 師：川畑 徹朗（神戸大学大学院教授）

早見（千須和）直美（大阪市立大学大学院助教）ほか
５．参加費：JKYB会員 ６，０００円 一般 ７，０００円

一日のみの参加費４，０００円（ただし，鹿児島県在住の方のみ）
６．申し込み方法 メールのみの受付となります．

下記の必要事項をご記入の上，申込先メールアドレスに送信してお申し込みください．（申込締切７／１３（水））
【申込先メールアドレス】ws_kagosima２０１６@yahoo.co.jp
【件名の欄】「WSかごっま２０１６申込〈氏名〉」とご記入ください．（例）WSかごっま２０１６申込川畑徹朗
【参加申込メール必要事項】

①氏名
②ふりがな
③所属（勤務先等）
④職種
⑤連絡先電話番号
⑥連絡先メールアドレス（パソコンのメールアドレスのみ，携帯のメールアドレス不可）
⑦希望コース（初参加者コース，経験者コース のいずれか）
⑧今までのJKYB主催のワークショップ参加回数
⑨会員番号（JKYB会員のみ）
⑩一日のみの参加者は参加予定日

＊⑥のアドレスにプログラム等を配信します．そのため，携帯電話のメールアドレスではなく，パソコンのメールア
ドレスをお知らせください．

＊申し受けた個人情報は本ワークショップ以外には使用しません．
「連絡先メールアドレス」はご案内の送付のみに使用いたします．お差し支えなければご自宅のメールアドレス

をお知らせください．

問い合わせ先 JKYBライフスキル教育研究会本部事務局〈神戸大学大学院 川畑研究室〉
電話０７８―８０３―７７３９ ＊電話はお問い合わせのみで受付はいたしません．
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お知らせ 第４６回全国性教育研究大会
第２６回関東甲信越静性教育研究大会のお知らせ

開 催 要 項

◇日 時 平成２８年８月５日（金）・８月６日（土）
◇会 場 前橋テルサ （群馬県前橋市）
◇定 員 ４００名
◇主 催 全国性教育研究団体連絡協議会

関東甲信越静性教育研究団体連絡協議会
ぐんま思春期研究会

◇協 賛 日本性教育協会
◇後 援 内閣府／文部科学省／厚生労働省／その他／（申請中，昨年度実績）
基本テーマ “思春期”に寄り添う

大 会 プ ロ グ ラ ム

第１日目 ８月５日（金）

全体会 ９：３０～１６：１５ 前橋テルサ 大ホール
基調講演 「性教育のこれからに期待すること（仮題）」 講師 文部科学省（予定）
特別講演Ⅰ 「１０代からの情報キャッチボール入門（仮題）」 講師 元TBSアナ 下村 健一
特別講演Ⅱ 「セレブオネエ・ピカ子とドクター北村，思春期を語る」

第２日目 ８月６日（土）

分科会 ９：３０～１２：００ ６分科会
①小学校 ②中学校 ③高等学校 ④特別支援学校・学級 ⑤IT社会 ⑥相談機関

課題別講議…１３：００～１５：５０
課題Ⅰ 女の子の性をめぐって ～女性アスリートを応援しよう！～
課題Ⅱ 若者のライフデザインをめぐって ～どう伝える「産む」と「働く」～
課題Ⅲ 男の子の性をめぐって ～思春期男子への性教育再考！～
課題Ⅳ 思春期のDVをめぐって ～思春期外来：メール相談から見える現状とサポート～
課題Ⅴ 施設で暮らす子どもたちをめぐって ～社会的養護としての性の支援を学ぼう！～
課題Ⅵ ピアカウンセリングをめぐって ～思春期ピアカウンセラーからの発信～

大会申込み要領

Ａ）申込み方法 郵便振込先口座記号・口座番号 ００１３０―６―５８７３９４
加入者名 ぐんま思春期研究会（グンマシシュンキケンキュウカイ）

＊通信欄には，①勤務先名（学生は校名），②職名（学生は学年），③参加者区分（１日参加の場合は日付記入）④分
科会名（第２希望まで），⑤課題講座名（第２希望まで），⑥懇親会希望について，必ず明記してください．

＊参加申込が確認されましたら，参加証をお送りいたします．
Ｂ）問 合 せ 先 ＊メールアドレス：４６seikyouikutaikai@gmail.com（メールのみで受け付け）
Ｃ）参 加 費 ＊両日参加：一般 ６，０００円 学生 ２，０００円

＊一日参加：一般 ３，０００円 学生 ２，０００円
Ｄ）締 め 切 り ＊平成２８年７月１５日（金）

※詳細については，全性連ホームページをご欄ください
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編 集 後 記

４月１４日２１時２６分，熊本県や大分県を中心とする地震
が発生し，１６日にも本震とみられる地震が発生しました．
この地震は熊本地震と名付けられましたが，４９名の方が
お亡くなりになられました．また関連死疑いは２０名との
ことです．まずは，この地震で亡くなられた方々に対し
ましてご冥福をお祈りするとともに，災害に遭われた皆
様にお見舞い申し上げます．地震は今も活発な活動を続
けているようで，現地の皆様には心安まる時間もないと
思います．一刻も早く心穏やかな日々が取り戻せること
を祈るばかりです．今回の地震でとても気になるのは災
害発生のタイミングです．新年度早々というこの時期，
どの子どもたちにとっても新しい学年，新しい教室での
スタート，特に新１年生にとっては期待と不安に胸を膨
らませて通い始めた矢先のことですから，心身への影響
は少なくないと思います．報道によれば，熊本市でカウ
ンセリングが必要な小・中学生は２，１００人とされていま
す．また，ある学校では児童の半数以上が「一人になる
のが不安」と訴えているとのことでした．テレビに映し

出される熊本城は見たことのないような損壊の様相で，
修復までに相当の年月を要するとのこと，これまで長く
凜としてそびえたってきた歴史が地震という災害によっ
て一夜にして傷つけられる現実を目の当たりにしてし
まった印象がぬぐえません．１９９５年の阪神淡路大震災以
来，中越地震，東日本大震災など大規模な地震災害がた
びたび発生してきました．今後，南海トラフ大地震，首
都直下型地震が近い将来に発生するといわれていた矢先
に，思ってもみなかった熊本地震が起きました．どうや
ら，日本列島には極めて多くの断層があるようで，これ
らがいつ動いてもおかしくないという意識をもつべきな
のかもしれません．テレビの画面に突如として現れる緊
急地震速報は，その後熊本以外の地を震源とするものも
あり，改めて日本が地震と長くつきあっていかなければ
ならない国であること，そして備えを常に心がけなけれ
ばならないことを痛切に思い知らされた新年度のスター
トでした． （鬼頭英明）
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